
○事前評価の結果の政策への反映状況

＜新規事業に関する事業評価（事前評価）＞

　概算要求への反映欄、機構・定員要求への反映欄の記号については、以下の通り。

〔概算要求への反映〕

　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

〔機構・定員要求への反映〕

　評価結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

【政策評価結果の平成21年度予算概算要求等への反映内容】
概算要求
への反映

機構・定
員要求へ
の反映

評価結果を踏まえ、平成2１年度予算概算要求を行った。
　平成2１年度予算概算要求額：181百万円

政策評価の結果の政策への反映状況

－

－○（事業の概要）
   子育て地位の女性医師に対し、勤務形態に合わせて女性医師に代わり保育にあたる者や場所（保育サポー
ター、保育所等）を紹介したり、短時間正規雇用制度の活用や女性医師特有の個別具体的な問題について、相談
するための受付・相談窓口を設置し、女性医師の離職防止及び再就職の促進を図る。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
   政府・与党でまとめた「緊急医師確保対策について」（平成１９年５月３１日）で「女性医師等の働きやすい職場環
境の整備」を掲げており、行政からの積極的支援が必要である。
② 国で行う必要性の有無（有）
   医師確保対策については、政府・与党でまとめた「緊急医師確保対策について」（平成１９年５月３１日）で国の行
うべく柱であり、国が責任をもって関与していくことが必要である。

（有効性の評価）
   子育て中の女性医師に保育等支援を行うことにより、女性医師の働きやすい環境が整備され、離職防止や再就
業の促進が図られ、医師の確保につながる。

（効率性の評価）
   受付・相談窓口を設置することにより、保育にあたる者が情報提供等を活用することができ、これまで女性医師
自身のみで行っていた保育先の選定や確保を効率的に行うことができる。

№ 政策（事業）の名称 政策評価の結果の概要

1

救急医療体制の基盤整備・強化（Ⅰ－１－
１）

2

女性医師保育等支援事業（Ⅰ－２－１）

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：44,671百万円（医療提供体制推進事業費補助金の内数）

○（事業の概要）
①　平時から地域全体で医療機関の専門性について情報共有し、病状に応じた適切な医療を提供できる医療機
関・診療科へ患者を効率的に振り分けることができる体制を整備する。
②　平成１８年度補正予算より小児初期救急センターの施設・設備整備の補助を行っているが、新たに運営費を補
助する事業を実施し、設置の促進を図る。

（必要性の評価）
①行政関与の必要性の有無（有）
救急医療を含む地域医療の確保については、地域差を生じることがないよう、行政機関が主体的に取り組む必要
がある。
②国で行う必要性の有無（有）
救急医療機関の整備は地方（都道府県）においても重要な課題ではあるが、全国どの地域においても国民全てが
一定水準の医療を享受できるような体制の必要性からすると、国としても支援をしていく必要がある。

（有効性の評価）
　本事業実施により、第二次救急医療体制等の強化が図られ、円滑な救急搬送受入体制が確立されることによ
り、受入困難事例の解消が期待できる。

（効率性の評価）
　第二次救急医療体制の強化により、さらに重篤な救急患者を診療する第三次救急医療機関の負担が軽減され、
救急医療体制全体の強化に繋がる。
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3

（事業の概要）
　新型インフルエンザ発生時における医療体制の整備を行うため、関係団体、関係機関（協力医療機関、保健所、
防災関係、地域医師会、市町村等）が横断的に連携するための協議会を設置し、二次医療圏ごとに保健所を中心
とした医療体制について、必要な検討を行うために必要な経費を補助する。二次医療圏で行う訓練に補助する。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
   新型インフルエンザが発生した際に混乱を招かないよう、国、都道府県が主導し、医療体制を整備する必要があ
る。
② 国で行う必要性の有無（有）
   新型インフルエンザは、いつ、どこで発生するか不明であり、国の危機管理上の責務として、被害を最小限に食
い止めるための医療体制の確保について施策を行うことは必要である。

（有効性の評価）
　新型インフルエンザが発生した場合に必要な医療体制について協議会で検討を行うことや、訓練を行うことで地
域の医療体制を確保することができる。

（効率性の評価）
　新型インフルエンザが発生したとき、必要な医療体制を確保されていることが新型インフルエンザのまん延防止
につながり、被害を最小限にするためにも必要である。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：340百万円

○ －

5

新型インフルエンザ対策事業費（医療体制
の整備）（Ⅰ－５ー１）

（事業の概要）
　新型インフルエンザの発生に備え、国民に対する正しい知識の普及啓発を図るため、リスクコミュニケーション計
画の策定やポスター・ＤＶＤ・ガイドブックの作成、ＨＰによる情報提供、イベントやシンポジウムの開催等を実施す
る。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
 　新型インフルエンザが発生した際に混乱を招かないよう、正しい知識を普及する必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
  新型インフルエンザは、いつ、どこで発生するか不明であり、国の危機管理上の責務として、被害を最小限に食
い止めるための施策を行うことは必要である。

（有効性の評価）
　個人レベルにおける新型インフルエンザに対する準備が進み、かつ新型インフルエンザ発生時冷静な対応や感
染防止を期待できる。

（効率性の評価）
　発生時の対応について必要な知識を国民が持つことで新型インフルエンザ発生時、被害を軽微にすることにつな
がる。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：533百万円

（事業の概要）
　新型インフルエンザ発生に備え、感染症指定医療機関及び新型インフルエンザ発生時に患者を受け入れる協力
医療機関を対象に、設備（人工呼吸器、個人防護具、簡易ベッド）整備補助を行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
   新型インフルエンザが発生した際に混乱を招かないよう、国、都道府県が主導し、医療体制を整備する必要があ
る。
② 国で行う必要性の有無（有）
   新型インフルエンザは、いつ、どこで発生するか不明であり、国の危機管理上の責務として、被害を最小限に食
い止めるための医療体制の確保について施策を行うことは必要である。

（有効性の評価）
   新型インフルエンザが発生したとき、必要な医療体制の確保が新型インフルエンザのまん延防止につながり、被
害を最小限にするためにも必要である。

（効率性の評価）
   新型インフルエンザが発生した場合、最大１０万１千人の入院患者が見込まれている。こうした患者に対応でき
る体制を整備するため、感染症指定医療機関及び協力医療機関等に設備整備を行うことは、被害軽減に資するた
め効率的である。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
　平成21年度予算概算要求額：3,125百万円

－

○ －

新型インフルエンザ対策事業費（新型イン
フルエンザ関係機関連携事業経費）（Ⅰ－
５－１）

4

新型インフルエンザ対策事業費（新型イン
フルエンザ普及啓発費）（Ⅰ－５－１）

○
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7

グローバル臨床研究拠点整備事業（Ⅰー
９ー１）

6

新型インフルエンザ対策事業費（プレパン
デミックワクチンの社会機能維持者への接
種体制整備）（Ⅰ－５－１）

（事業の概要）
   プレパンデミックワクチンを医療従事者等・社会機能維持者に安全性・有効性の確認をしながら段階的に事前接
種を行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  新型インフルエンザが発生した際に社会機能の混乱を招かないよう、国、都道府県が主導し、社会機能を維持す
る必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
  新型インフルエンザは、いつ、どこで発生するか不明であり、国の危機管理上の責務として、被害を最小限に食
い止めるための社会機能の維持について施策を行うことは必要である。

（有効性の評価）
　新型インフルエンザが発生したとき、社会機能を維持する業務に従事する者を確保することにより、社会機能を
維持し、混乱を最小限にするためにも必要である。

（効率性の評価）
　事前接種を行わず、新型インフルエンザ発生時に、必要な社会機能維持者を確保できなかった場合、社会機能
維持に関わる事業が継続できず、膨大な社会的損失を生じさせるおそれがあるので、必要な社会機能維持者に対
してワクチンの事前接種を行うことは効率的である。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：5,490百万円

－

○ －

○評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：600百万円

（事業の概要）
　平成２１年度から、治験拠点医療機関等に対して、国際共同臨床研究を行うための医師、臨床研究コーディネー
ター、外国語対応が可能なスタッフ等の確保、外国語対応可能な倫理審査委員会の設置等の人的な体制確保及
び多様な研究に対応できる設備等の充実を図り、国際共同臨床研究に十分対応可能な体制整備を行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　本事業は、優れた医療技術の臨床応用を可能とする体制・基盤を整備し、より良い医薬品、医療機器等をより迅
速に提供することにより、国民の保健衛生の向上を果たすという国の役割の一環として行うものである。
② 国で行う必要性の有無（有）
　当該事業は、治験拠点医療機関等（国立高度医療センターを含む）が、全国の国民の保健衛生の向上のために
行うものである。

（有効性の評価）
　国際共同臨床研究を積極的に行うことにより、すぐれた医療技術の臨床応用が促進され、医薬品や医療機器の
開発も含めた新たな医療技術の迅速な開発が期待される。

（効率性の評価）
　国際共同治験等が促進されることにより、医薬品等の承認審査が迅速かつ効率的に実施されることとなり、国民
が早期に新たな医薬品等による恩恵を受けることができる。
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（事業の概要）
　各都道府県単位に設置されている「メンタルヘルス対策支援センター」に、職場復帰等相談員を配置し、事業場
がメンタルヘルス不調により休業していた労働者の円滑な職場復帰支援を行うに際し、必要な助言等を行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　メンタルヘルス不調になった労働者の職場復帰対策については、大企業を除き、民間に十分なノウハウが蓄積さ
れておらず、また、その性質からして事業者による自主的な取組みが期待しにくいことから、行政がその取組みに
関与するとともに、支援を行うことが必要である。
　これに加えて、事業者に対する助言等に当たって、必要に応じ民間の復職支援機関等を紹介することから、事業
の性格上、営利企業による運営になじまないため、国が関与して実施する必要がある。
②国で行う必要性の有無（有）
　全国どの地域においても、一定程度のサービスの水準を確保するため、国が当該事業を取り組む必要がある。

（有効性の評価）
　事業者等の求めに応じた最適な支援を受けることができ、メンタルヘルス対策の効率的な実施等が期待できる。

（効率性の評価）
　都道府県単位に職場復帰等相談員を配置することにより、地域の実情に応じた効率的な取組を図れるものであ
る。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：351百万円

8

女性の健康支援対策事業費（Ⅰ－１１－２） （事業の概要）
　女性の健康づくりを支援するため、都道府県において、①乳がん・子宮がん②骨粗鬆症③若い女性のやせ対策
④更年期障害、更年期症状等について、下記事業等を例として、地域の実情を把握するとともに創意工夫をこらし
た事業を実施するものである。
a調査及び事業推進に係る企画・評価検討会
ｂ地域における女性の健康に関する実態調査
ｃ若年女性のための女性の健康手帳の作成・交付
d研修事業（健康相談員の育成等）

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　新健康フロンティア戦略（平成19年4月18日、新健康フロンティア戦略賢人会議）において「女性の健康力」が柱
の１つに位置付けられる等、国として女性の健康づくりを総合的に支援する必要があるため。
②国で行う必要性の有無（有）
　本事業により、国が都道府県での取組を促進することにより、地域における女性の健康づくりに関する課題につ
いて地域の実情に応じた取組を実施することができ、健康への意識が高まり検診の受診につながる。

（有効性の評価）
　本事業により、女性の健康づくりに関する地域の課題に応じた取組の立案・実施が可能となり、その結果検診受
診率の向上が見込まれる。

（効率性の評価）
　本事業は、女性の健康づくりに取り組む都道府県において、地域の実情を把握し、それに応じた取組を実施する
ものであるため、地域の健康課題に対応した取組を効率的に行うことができる。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：150百万円

9

ナノマテリアルの有害性等の試験等（Ⅲ－
２－１）

（事業の概要）
　長期発がん性試験方法の確立のため、ナノマテリアル吸入ばく露装置の試作及び試験運転による性能の確認を
行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　ナノマテリアルについての試験方法が確立していない中で、民間企業に複数年度にわたって多額の費用を要す
る長期吸入ばく露試験を行わせることは困難である。また、ナノマテリアルは労働安全衛生法に基づく既存化学物
質に該当し、国は、自らその有害性調査を実施するよう努めることとされている。（労働安全衛生法第５７条の５）
② 国で行う必要性の有無（有）
　ナノマテリアルは労働安全衛生法に基づく既存化学物質に該当し、国は、自らその有害性調査を実施するよう努
めることとされている。（労働安全衛生法第５７条の５）

（有効性の評価）
　ナノマテリアルの有害性を明らかにすることにより、労働者の健康の確保が図られる。

（効率性の評価）
　本事業を実施するに当たり、公募を行い、専門的ノウハウを持った者に委託することにより効率的な実施が図ら
れる。

10

円滑な職場復帰支援のための職場復帰等
相談員の配置（Ⅰ－１１－２）

○ －

－○評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：424百万円

－○
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12

ふるさとハローワーク推進事業（仮称）（Ⅳ
－１－１）

（事業の概要）
　地方公共団体（都道府県等）が独自の雇用対策を国と共同で実施することを要請する場合、国が職業紹介・職業
相談を実施し、地方公共団体がセミナー、就業準備講習、面接会、事業所情報の提供等を実施する仕組みを整備
する。この地方公共団体が講ずる施策の一部を事業内容に応じ、民間団体に委託して実施する。

（必要性の評価）
①行政関与の必要性の有無（有）
　本事業は、地方公共団体が講ずる雇用対策に、全国ネットワークの国の職業紹介サービスを組合わせ実施する
ことにより、地域の実情を踏まえたきめ細やかな就職支援サービスを提供し、求職者の就職促進を図ることを通
じ、就職機会の拡大を図るものであることから、高い公益性を有し、行政の関与の下、実施する必要がある。
②国で行う必要性の有無（その他）
　本事業は、全国ネットワークによる職業紹介サービスを求人情報や職業紹介のノウハウを有する公共職業安定
所（国）が提供し、それ以外の地域の実情に応じた雇用対策を都道府県等が提供する共同事業の形態である。

（有効性の評価）
　地域の特性に応じたワンストップの就職支援の実施により、よりきめ細やかな支援が可能となり求職者の就職が
一層促進される。

（効率性の評価）
　国と都道府県等の共同による地域の実情に応じた就職支援を行うため、既存の組織・ノウハウを活用した事業を
実施することができ効率的である。

11

仕事と生活の調和推進宣言都市の奨励
（Ⅲ－４－１）

（事業の概要）
   仕事と生活の調和の実現に向けた地域における取組を促進するため、積極的に取り組もうとする意欲のある自
治体を「仕事と生活の調和推進宣言都市」に指定し、宣言都市が行う取組に対する支援を行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　仕事と生活の調和推進に向けた社会的気運の醸成を図るためには、官民が一体となった総合的な取組を行うこ
とが不可欠であり、「行動指針」においても、国の果たすべき役割として、「全国や地域での国民の理解や政労使の
合意形成を促進する」と謳われていることから、行政が積極的に関与していく必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
   本事業は、各地方自治体における仕事と生活の調和の実現に向けた取組を、国（受託業者）が全国的に普及促
進することにより、国全体での社会的気運の醸成に繋げるものであり、国及び地方双方での取組が重要であると
いえる。

（有効性の評価）
   仕事と生活の調和の推進のための社会的気運の醸成を図るためには、各地方自治体における仕事と生活の調
和の実現に向けた取組を、国（受託業者）が全国的に普及促進することにより、国全体での社会的気運の醸成に
繋げることが重要である。そうすることで、漸次全国各地の企業等への波及効果が期待できることから、本事業は
有効であると評価できる。

（効率性の評価）
　仕事と生活の調和の実現のためには、全国一律の取組だけでなく、地域の実情を勘案する必要があるが、本事
業はこれに積極的に取り組もうとする自治体を対象とするものであり、投入した費用に対し十分な効果が期待でき
る。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：194百万円

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：2,740百万円

○

－

－

○
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（事業の概要）
　非正規労働者の特に多い大都市圏（東京、愛知、大阪）に非正規労働者の安定した就職を支援するため、「非正
規労働者就労支援センター」（仮称）を設置して、以下の取組等を行う。
（１）担当制によるきめ細かな職業紹介・職業相談等
　自己理解・労働市場の理解支援から応募書類の書き方、面接の受け方指導等、個々の対象者の状況、課題等
に応じて、担当制によるきめ細かな支援の実施。
（２）公共職業訓練の受講希望者に対する支援
　能力等に応じた公共職業訓練に係る情報提供や受講相談、受講あっせん等を実施。
（３）求職者のニーズ、能力等に応じた求人開拓の実施
　求職者のニーズ、能力等に応じて、トライアル雇用や紹介予定派遣に係る求人開拓。
（４）公共職業安定所の求人情報をはじめとした各種就職情報の提供

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　非正規労働者の増加については、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低い公的年金への加入状
況による生活保護世帯の増加等につながることとなり、我が国の経済社会の活力を削ぐおそれがある。このため、
このような社会的な課題に対して、市場に委ねるだけでは不十分であり、本事業により行政が関与し、適切な支援
を行う必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
　非正規労働者の増加については、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低い公的年金への加入状
況による生活保護世帯の増加等につながることとなり、我が国の経済社会の活力を削ぐおそれがある。このため、
このような我が国全体に係る課題に対しては、国の責任において実施すべきものである。

（有効性の評価）
　本事業の担当制によるきめ細かな職業紹介・職業相談等の支援等を通じ、より多くの非正規労働者の常用就職
を図ることが期待される。

（効率性の評価）
   非正規労働者の増加については、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低い公的年金への加入
状況による将来的な生活保護世帯の増加等につながることとなり、我が国の経済社会全体の活力を削ぐおそれが
ある。本事業の実施は、非正規労働者の常用就職を図り、これらの問題点の解消に資する効果が期待される。ま
た、本事業は、あらゆる職業紹介を取扱い、専門的なノウハウも有する公共職業安定所により、既存の組織・ノウ
ハウを活用しつつ実施する。このため、本事業は費用対効果の観点からも効率的である。

大都市圏における非正規労働者の就労支
援体制の整備（Ⅳ－１－１）

○ －

－

公共職業安定所における日雇派遣労働者
等に対する安定就職に向けての支援（Ⅳ－
１－１）

（事業の概要）
　全国の主要な公共職業安定所１５１か所に「安定就職コーナー（仮称）」を設置し、日雇派遣労働者等であった者
で直接雇用による安定した職業に就くことを希望するものに対し、担当者制により以下の就職支援を行う。
（１）担当者制による一貫した就職支援、職場定着指導等
　　対象者の状況、課題等に応じて担当者制による総合的かつ一貫した支援。
（２）安定就職に向けた短期就労のための求人開拓
　　最終的な常用就職を視野に入れた短期就業やトライアル雇用のあっせん等を支援するとともに、そのための求
人開拓を実施。
（３）安定就職者（日雇派遣等経験者）の職場見学ツアーと意見交換会
（４）トライアル雇用の活用による日雇派遣労働者の常用雇用の促進

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　日雇派遣労働者等として就業を続けることは、本人の職業能力の形成、生活の安定にとって深刻な影響がある
ばかりではなく、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低い公的年金への加入状況による生活保護
世帯の増加等につながることとなり、我が国の経済社会全体の活力を削ぐおそれがある。このため、このような社
会的な課題に対して、市場に委ねるだけでは不十分であり、本事業により行政が関与し、適切な支援を行う必要が
ある。
② 国で行う必要性の有無（有）
　日雇派遣労働者として就業を続けることは、本人の職業能力の形成、生活の安定にとって深刻な影響があるば
かりではなく、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低い公的年金への加入状況による生活保護世
帯の増加等につながることとなり、我が国の経済社会の活力を削ぐおそれがある。このため、このような我が国全
体に係る課題に対しては、国の責任において実施すべきものである。

（有効性の評価）
   本事業による担当者制による一貫した就職支援、職場定着指導等を実施することにより、より多くの日雇派遣労
働者であった者の常用就職を図ることが期待される。

（効率性の評価）
　日雇派遣労働者が不本意なままこうした雇用形態での就業を続けることは、本人の職業能力の形成、生活の安
定にとって深刻な影響があるばかりではなく、低所得に起因する未婚率の上昇や少子化の加速、低い公的年金へ
の加入状況による将来的な生活保護世帯の増加等につながることとなり、我が国の経済社会全体の活力を削ぐお
それがある。
　本事業の実施は、日雇派遣労働者の常用就職を図り、これらの問題点の解消に資する効果が期待される。ま
た、本事業は、あらゆる職業紹介を取扱い、専門的なノウハウも有する公共職業安定所により、既存の組織・ノウ
ハウを活用しつつ実施する。このため、本事業は費用対効果の観点からも効率的である。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：1,687百万円

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　 平成21年度予算概算要求額：607百万円

○

14

13
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介護労働者の人材確保及び雇用管理改善
の支援（Ⅳー１ー１）（Ⅳー２ー１）

（事業の概要）
（１）介護労働者の人材確保・定着促進に資する介護関係助成金の創設
　雇用管理の改善を担う人材の雇入れ、介護業務未経験者の雇入れ、介護労働者の作業負担軽減のための介助
福祉機器の導入等、介護労働者の雇用管理の改善に取り組む事業主等に対する総合的な支援を実施。
（２）雇用管理改善等援助事業の推進
　介護労働安定センターの各支部において、雇用管理の改善に取り組む事業主等に対する専門的な相談援助等
の実施
（３）「福祉人材ハローワーク（仮称）」の創設等
　福祉人材の安定的な確保が特に困難な大都市圏（東京、愛知、大阪）に福祉・介護サービス分野に特化したマッ
チング拠点である「福祉人材ハローワーク（仮称）」を設置し、潜在的有資格者等の掘り起こし、きめ細かな職業相
談・職業紹介等の人材確保支援を行う。また、全国57か所のハローワークに「福祉人材コーナー（仮称）」を設置
し、福祉・介護サービス分野の職業紹介等の人材確保支援を行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  少子高齢化が進展する中で、福祉・介護サービスのニーズは増大している。一方、現状においては、介護労動者
の賃金や介護業務に対する社会的評価が低いことや、キャリアアップの仕組みが構築されていない等の多岐にわ
たる問題を背景として、介護サービス分野における人材確保は困難な状況となっている。
　こうした課題を克服し、高齢者をはじめ国民が安心して暮らすことができる社会の実現のためには、市場に委ね
るだけでは不十分であり、本事業により行政が積極的に関与し、将来にわたって介護サービスの担い手の確保・
定着を促進していくことが必要である。
② 国で行う必要性の有無（有）
  今後とも少子高齢化が進展していく中で、全国的に介護サービスの需要が増大していくことが見込まれることか
ら、地域により介護サービスの提供体制に格差が生じないよう、国の責任において本事業を実施し、介護労働者
の安定的な確保・定着を促進していくことが必要である。

（有効性の評価）
　本事業は、助成金の支給を通じて福祉・介護サービス分野の雇用の確保・定着が促進されるとともに、介護福祉
機器の導入等の促進により、雇用管理の改善が図られることが期待される。また、「福祉人材ハローワーク（仮
称）」等におけるきめ細かな職業相談・職業紹介等により、福祉・介護サービス分野における安定的な人材の確保
に資することとなるため、本事業は有効である。

（効率性の評価）
　福祉・介護サービス分野における人材の確保・定着を促進するための手段として、雇用管理の改善に自ら
取り組む事業主等に対して支援していくことが効率的かつ効果的である。
　本事業は、雇用管理の改善に取り組む事業主等を支援するとともに、専門的なノウハウを有する公共職業
安定所、介護労働安定センター等の既存の組織を活用しつつ、最も低廉な方法により事業を実施するもの
であり、費用対効果の観点からも効率性を有するものである。

15

（事業の概要）
  雇用失業情勢が特に厳しい８道県において、「緊急地域共同就職支援事業」を創設し、国が実施する職業相談・
職業紹介と、当該道県が独自で実施する不況業種等からの職種転換支援、離職者の生活安定支援等の雇用対
策に密接に関連した講習、面接会、企業体験等を一体的に実施する。また、そのための拠点として、「地域共同就
職支援センター（仮称）」を設置する。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　近年、８道県の有効求人倍率は、特に厳しい水準で推移しているところ、今後もこのような就職機会の乏しい状
態で推移した場合には、我が国の経済社会の活力を削ぐおそれがある。このため、このような社会的課題に対し
て、市場に委ねるだけでは不十分であり、本事業により行政が関与し、適切な支援を行う必要がある。
② 国で行う必要性の有無（その他）
　本事業は、公共職業安定所（国）が提供する全国ネットワークによる職業紹介と施策を独自に実施する地域の実
情に応じた雇用対策を８道県が提供する共同事業の形態である。

（有効性の評価）
   本事業は、国が行う雇用対策と、地域の実情を踏まえた道県の雇用対策とを一体的に実施することにより、地域
の雇用失業情勢の改善に資することとなることが期待される。

（効率性の評価）
   雇用失業情勢が特に厳しい地域において改善を図っていくためには、国が行う雇用対策と、地域の実情を踏ま
えた道県の雇用対策とを一体的に実施することが効果的である。本事業は、このような考え方に沿って実施するも
のであるとともに、既存の組織・ノウハウを活用して低廉な方法によることとしているため、費用対効果の観点から
効率的である。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：621百万円

緊急地域共同就職支援事業（仮称）（Ⅳ－１
－１）

○ －

－○

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：10,501百万円

7



地域貢献活動分野支援事業（仮称）（Ⅳー
２ー１）

－○

○

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
  平成21年度予算概算要求額：123百万円

－評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
 平成21年度予算概算要求額：200百万円
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雇用創造先導的創業等奨励金（仮称）
（Ⅳー２ー１）

（事業の概要）
　パッケージ事業を実施する地域において、パッケージ事業による支援を受けた創業予定者の中から、地域雇用
創造協議会が地域内で先導的な役割を果たす者として選定したものに対し、創業に要する費用の一部を助成す
る。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
   本事業は、その地域における先導的な役割を果たす者として選定された創業者に対して創業費用の一部を助成
するものであることから、行政が行うべきものである。
② 国で行う必要性の有無（有）
　本事業は、雇用失業情勢の地域差の是正を図ることを目的とするものであり、各地域における取組に対する支
援を全国的見地から行うことが必要であると考えられることから、国が行うべきものである。

（有効性の評価）
　助成金の支給により、地域内における先導的な創業者が生まれるとともに、当該事業主の労働者の雇い入れと
定着を可能とするものであり、有効な事業である。

（効率性の評価）
　パッケージ事業との相乗的な効果が得られるものであり、効率的な事業である。

18

（事業の概要）
　雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域において、地域社会の活性化に貢献する分野（地域貢献活動分野（保
健・医療又は福祉の増進を図る活動や、社会教育の推進を図る活動など））で活動する小規模の法人等を対象
に、雇用管理体制をはじめとする経営体制等の整備に関する支援を行うとともに、当該支援を受けて経営体制等
の整備を図った法人等が、雇用保険の一般被保険者として労働者を１名以上雇い入れた場合に助成金を支給す
ることにより、雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域における新たな分野での雇用機会の開拓を図るものであ
る。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  地域を支える地域貢献活動分野において活動する法人等を更に新たな雇用の場として発展させ、地域の雇用構
造を改善するものであり、民間の持つノウハウを活用しつつ実施するモデル事業である。
② 国で行う必要性の有無（有）
  本事業は、雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域を対象として、地域の雇用構造を改善する新たな方法を試行
するモデル事業であり、国が直接行うべきものである。

（有効性の評価）
　委託事業により経営体制等を整備するとともに助成金を支給することで、資金面の問題から雇い入れに踏み出
すことができない法人等の発生を防ぐことができ、助成金が支給されている間に助成金に頼らず雇い入れを継続
する体力を法人等が身につけられるようにすることを目標としているため、地域貢献活動分野において活動する法
人等を雇用の場として開拓することができる。
　また、地域貢献活動分野において活動する法人等の経営基盤が強化されることにより、地域社会の活性化につ
ながり新たな雇用機会が創出されるといった波及効果が期待できる。

（効率性の評価）
  法人等のニーズを把握した上で事業を実施することとしており、支援の対象とする法人を絞り込み、もう一歩のと
ころで雇い入れに踏み出せないでいる法人等に対して集中的に支援することとしており、効率的に事業が実施でき
る。

8



（事業の概要）
　若年の応募機会の拡大等に係る事業主等の理解の促進を図るとともに、事業主からの相談に応じるため、ハ
ローワークに配置されている若年者雇用アドバイザーの増員、事業主団体に対する周知・啓発等に係る委託事業
においてモデル企業による取組の普及の実施など、事業主への相談機能の充実等を図る。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  若年者雇用問題は、若年者自身のキャリア形成はもとより、わが国社会・経済システムに重大な影響を与えるも
のであり、不安定就労の増大や生活基盤の欠如による所得格差の拡大、社会保障システムの脆弱化、さらには、
社会不安の拡大、少子化の一層の進行等深刻な社会問題を引き起こしかねない重要な問題であり、本事業の内
容については、市場に任せているだけでは十分ではなく、国が実施する必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
  若年者雇用問題の解決は、全国的な課題であり、国が対応することが必要である。

（有効性の評価）
　若年者雇用アドバイザーによる企業訪問等による働きかけや、事業主団体等を通じたモデル企業による取組の
普及等は、事業主の理解や取組を促し、若年者の応募機会の拡大等を促進する上で有効な手段である。

（効率性の評価）
　若年者雇用アドバイザーが企業に訪問し、若年者の応募機会の拡大等のための条件整備に伴う阻害要因を発
見・整理し、企業の実情に応じた解決のための手順・方法等具体的課題について相談に応じ、助言することは、若
年者の応募機会の拡大等を図る上で効率的である。
　また、既に平成２０年度において実施している若者の応募機会拡大に係る事業主団体等への委託事業の一環と
して、各地域においてモデル的な取組を行う企業を選定し、その取組状況や成果について、地元新聞紙上等への
掲載や、厚生労働省ホームページにおける周知等により、全国に広く発信することは、若者の応募機会拡大に係
る社会的気運の高まりに資するものであり、若年者の応募機会の拡大等を図る上で効率的である。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
  平成21年度予算概算要求額：376百万円

（事業の概要）
　全国のハローワークにおいて実施しているフリーター常用就職支援事業について、対象者を３０代後半の不安定
就労者まで拡大し、職業相談・紹介から職場定着までの一貫した就職支援を実施するため、フリーター常用就職
サポーターの増員を行い、常用雇用化に向けた一貫した就職支援の強化を行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  若年者雇用問題は、若年者自身のキャリア形成はもとより、わが国社会・経済システムに重大な影響を与えるも
のであり、不安定就労の増大や生活基盤の欠如による所得格差の拡大、社会保障システムの脆弱化、さらには、
社会不安の拡大、少子化の一層の進行等深刻な社会問題を引き起こしかねない重要な問題であり、本事業の内
容については、市場に任せているだけでは十分ではなく、国が実施する必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
  若年者雇用問題の解決は、全国的な課題であり、国が対応することが必要である。

（有効性の評価）
　フリーター常用就職サポーターが、就職活動に関する個別相談・指導助言、職場定着支援等を実施することは、
フリーター等の常用雇用化を推進し、フリーター等の数の減少に有効な手段である。

（効率性の評価）
　全国のハローワークにおいて、ハローワークの有するノウハウや全国ネットワークを最大限活用しつつ、フリー
ター常用就職サポーター等の担当制による一貫した就職支援を実施することにより、フリーター等の常用雇用化を
促進することは、フリーター等の常用雇用化を図る上で効率的である。

－○

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
  平成21年度予算概算要求額：839百万円

○ －

19

フリーター常用就職支援事業の拡充（Ⅳ－
３－１）

20

若年者の応募機会の拡大等についての事
業主等に対する周知・啓発、相談等（Ⅳ－３
－１）

9



（事業の概要）
　若年者試行雇用事業の対象者の年齢要件について、35歳未満を40歳未満に拡大する。なお、その他の対象者
の要件は従前通りとする。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  若年者雇用問題は、若年者自身のキャリア形成はもとより、わが国社会・経済システムに重大な影響を与えるも
のであり、不安定就労の増大や生活基盤の欠如による所得格差の拡大、社会保障システムの脆弱化、さらには、
社会不安の拡大、少子化の一層の進行等深刻な社会問題を引き起こしかねない重要な問題であり、本事業の内
容については、市場に任せているだけでは十分ではなく、国が実施する必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
  若年者雇用問題の解決は、全国的な課題であるとともに、試行雇用の実施に際しても国が公共職業安定所で行
う職業紹介の一環として、きめ細かな相談、援助などを行う必要がある。

（有効性の評価）
　フリーターや未就職卒業者等の若年者等は職業経験、技能、知識等が不足しており就職が困難な場合が多いこ
とから、事業主がこれらの者を一定期間試行雇用することにより、その適性や業務遂行可能性を見極めること等を
通じて、試行雇用後の常用雇用への移行を図る若年者等試行雇用事業を実施することは、フリーター等の常用雇
用化を推進し、フリーター等の数の減少に有効な手段である。

（効率性の評価）
　全国のハローワークにおいて、職業紹介の一環として、30代後半の不安定就労者も対象として若年者試行雇用
事業を実施することは、これまで若年者試行雇用事業により、多くの者が常用雇用に移行できていることに鑑み、
フリーター等の常用雇用化を図る上で効率的である。

若年者等雇用促進特別奨励金（Ⅳ－３－
１）

若年者等試行雇用事業の実施（Ⅳ－３－
１）

（事業の概要）
　若年者雇用促進特別奨励金について、対象労働者の要件として雇用保険被保険者でなかった期間を３年から１
年に緩和し、年齢要件を３５歳未満から４０歳未満に拡大するとともに、支給額について中小企業の場合における
支給額の増額及び支給期間の延長を行う。また、有期実習型訓練後に常用雇用した場合においても、一定の要件
のもと、当該奨励金を支給することとする。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  若年者雇用問題は、若年者自身のキャリア形成はもとより、わが国社会・経済システムに重大な影響を与えるも
のであり、不安定就労の増大や生活基盤の欠如による所得格差の拡大、社会保障システムの脆弱化、さらには、
社会不安の拡大、少子化の一層の進行等深刻な社会問題を引き起こしかねない重要な問題であり、本事業の内
容については、市場に任せているだけでは十分ではなく、国が実施する必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
  若年者雇用問題の解決は、全国的な課題であるとともに、試行雇用の実施に際しても国が公共職業安定所で行
う職業紹介の一環として、きめ細かな相談、援助などを行う必要がある。

（有効性の評価）
　年長フリーター等は職業経験、技能、知識等が不足しており就職が困難な場合が多いことから、年長フリーター
等をトライアル雇用後や有期実習型訓練修了後に常用雇用する事業主に対して若年者等雇用促進特別奨励金を
支給することは、年長フリーター等の常用雇用化を推進し、年長フリーター等の数の減少に有効な手段である。

（効率性の評価）
　年長フリーター等は職業経験、技能、知識等が不足しており就職が困難な場合が多いことから、若年者等雇用促
進特別奨励金により事業主の教育研修に係る負担を軽減することは、フリーター等の常用雇用化を図る上で効率
的である。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
  平成21年度予算概算要求額：6,823百万円

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
  平成21年度予算概算要求額：368百万円

－

○ －

○

22

21
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（事業の概要）
　一般事業主行動計画の策定・届出の義務づけ範囲が拡大される平成23年までの２年間に、101人以上300人以
下規模企業を中心とした中小企業に対する一般事業主行動計画の策定・届出の取組に向けた支援を強化する。
（１）中小企業一般事業主行動計画策定推進２か年集中プラン
【中央における取組】
　個々の企業の実情に応じたきめ細やか個別の支援ができるよう、取組マニュアルを作成するほか、コンサルタン
トに対する研修等、全国の次世代育成支援対策推進センターの事業支援を行う。
・実態調査
・企業の取組支援のための資料（マニュアル）の作成
・次世代センター等の取組支援（中央研修会の開催、企業コンサルティング業務テキストの作成）
【地方における取組】
　集団説明会やコンサルタントによる個別面談等を実施することにより、個々の中小企業における行動計画の策
定・届出を支援する。
・実態把握
・講習会の開催
・個別相談の実施
・情報提供
（２）次世代育成支援対策推進員の配置
　101人以上300人以下の企業を中心とした中小企業に対する一般事業主行動計画策定・届出の取組に向けた支
援を強化するため、次世代センターに配置する推進員を増員し、体制を強化する。
（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  本事業は少子化対策の施策の一環として、改正次世代法において101人以上の規模の事業主に義務づけられ
た行動計画の策定を円滑に進めるためのものであるため、行政が関与することが不可欠である。
② 国で行う必要性の有無（有）
  一般事業主行動計画の策定は、改正次世代法により全国一律に101人以上の規模の事業主に義務が課された
ものであり、策定に対する支援も全国一律に実施することが必要であるため、本事業は国において実施すべきも
のである。

（有効性の評価）
　労働者が安心して子を産み育てられる職場づくりが実現することにより、少子化の背景として指摘されている仕
事と家庭の両立の負担感を軽減することにつながり、少子化の流れを変える施策の一つとしての効果の発現が見
込まれる。

（効率性の評価）
＜手段の適正性＞
（a）当該事業を行わない場合
　当該事業を行わなければ、中小企業に対する周知・啓発が不十分になり、どのように行動計画を策定したらよい
かわからない等の混乱が生じる可能性がある。また、個々の企業の実態に応じた一般事業主行動計画の策定を
支援することが困難になり、次世代育成支援対策推進法の趣旨に照らし十分な成果が現れないことなどが想定さ
れる。
（b）ほかに想定しうる手段で行った場合
　例えば、単に一般事業主行動計画策定指針を周知するのみであれば、個々の企業がその業種の特性
など、それぞれの実情に応じた計画の策定が十分にできないことや、計画が形式的なものにとどまって
しまい、策定した行動計画が十分な効果を発揮しないなどの事態が想定される。
（c）当該事業を行った場合
　当該事業の実施によって計画を策定する事業主にきめ細かな支援を行うことで、個々の事業主の実情
に合った効果的な行動計画の策定につながり、ひいては子どもを産み育てやすい職場づくりの実現が
図られる。
＜費用と効果の関係に関する評価＞
　本事業の経費は、一般事業主行動計画の効果的な策定のために最低限必要な取組の必要経費であり、
この費用の投入により、子どもを安心して産み育てられる職場づくりの実現→少子化の流れの変化→わが国
の社会経済に与える深刻な影響の回避という大きな効果が得られるものである。
　また、本事業の実施に当たっては、次世代育成支援対策推進センター等の事業主団体を指定すること
により相談等のノウハウを有する民間活力を有効に活用することができるため、費用対効果が高い。

一般事業主行動計画策定等支援事業（Ⅵ
－１－１）

23

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：984百万円(平成20年度予算：48百万円）

○ －
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（事業の概要）
　待機児童が多い市区町村を中心として定員増を伴う民間保育所の緊急的な整備を行い、受入児童数の拡大を
図る。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  児童福祉法上、保育の実施義務が市町村にあり、保育所の基盤整備には行政の積極的関与が希求される。
② 国で行う必要性の有無（有）
  少子化問題は、我が国の活力にかかわる問題であり、その解決のためにも、国全体として、希望するすべての人
が安心して子どもを預けて働くことができる社会を実現し、子どもの健やかな育成に社会全体で取り組むため、国
と地方が協力し、各々が主体的に保育施策の充実等を図る必要がある。

（有効性の評価）
　本事業は、次世代育成支援対策施設整備交付金事業と異なる緊急的な整備手法により、整備を促進し、有効で
ある。

（効率性の評価）
　本事業は、整備が必要とされる市区町村を対象としており、効率的に待機児童の解消を図るものである。

（事業の概要）
　刑務所入所中から、出所後直ちに福祉サービス（障害者手帳の発給、年金受給など）につなげるための準備を、
各都道府県の保護観察所と協働して進めるため、地域生活定着支援センター（仮称）を都道府県ごとに１つ、設置
する。
　地域生活定着支援センター（仮称）は、刑務所所在地における、刑務所入所者の帰住先決定、ニーズ把握等の
事前調整を行う役割と、帰住予定地における入所者の生活保護受給、福祉サービス利用の受入先調整を行う役
割の２つの役割を併せ持つ。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  安心・安全の観点から、再発防止のため行う事業であり、行政としての本来業務であるため、行政の関与は不可
欠である。
② 国で行う必要性の有無（有）
  安心・安全の観点から、再犯防止のため、司法施策を所管する法務省と連携して行うものであり、国が、全都道
府県でネットワークを組んで行わなければならない性質のものである。

（有効性の評価）
　本事業の実施により、全国的な福祉と司法のネットワークが形成され、従来、出所後も適切な支援を受けられな
かった出所者が円滑に地域生活に定着し、再犯の少ない安心・安全な社会づくりに資する。

（効率性の評価）
　従来、司法と福祉が連携できていなかった分野において、法務省と連携して、厚生労働省が事業を行うことで、全
国的に効率的な司法と福祉の連携体制が整う。

（事業の概要）
　福祉・介護業務への関心、理解を促進し、福祉・介護の仕事に従事した者をきちんと受け止めて、その定着が図
られるよう支援し、働きがいのある魅力ある職業となるよう、その取組みを推進する。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　福祉・介護の仕事が魅力ある職業として社会的に認知され、若い人をはじめ多くの国民から働きがいのある職業
として選択されるよう、行政機関が福祉介護人材の確保に総合的に取り組んでいく必要がある。
② 国で行う必要性の有無（有）
  福祉・介護サービスの最大の基盤は人材であり、質の高い人材が集まらなければ、質の高いサービスの提供は
困難であることから、現下の緊急的な人材確保に関しては、国において支援していく必要がある。

（有効性の評価）
　都道府県は、優良事例集を参考にしつつ、より地域の実情に応じた事業を開拓し、新たな人材確保を推進する。

（効率性の評価）
　都道府県は、国からの優良事例集を参考にすることにより、より地域の実情に応じた事業の効果的・効率的な実
施が可能となる。

保育所緊急整備補助金（Ⅵー２ー３）

地域生活定着支援事業（Ⅶ－２－１）

福祉人材確保緊急支援事業（Ⅶ－４－１）

－

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
  平成21年度予算概算要求額：5,000百万円

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
  平成21年度予算概算要求額：940百万円

○

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
平成21年度予算概算要求額：7,800百万円

○

26

25

24

○

－

－
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（事業の概要）
　訪問看護サービスの安定的な供給を維持する体制を整備し、在宅療養の充実を図るため、平成２４年度までを
集中的な取り組み期間として、訪問看護ステーションの業務を効率化する広域対応訪問看護ネットワークセンター
を設置し、全国的に効率的な事業（サービス）実施が図られるよう必要な支援を行う。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　高齢化社会、多死社会が進展するなか、在宅療養の整備は国の責務である。その在宅療養の一端を担う訪問
看護事業の推進のために、訪問看護サービスの安定的な供給という高い公益性から公的支援が求められている。
② 国で行う必要性の有無（有）
  訪問看護サービスの安定的な供給のための体制整備を全国的に行う必要があるため。

（有効性の評価）
　本事業を通じて広域対応訪問看護ネットワークセンターを設置することにより、訪問看護事業所の業務が効率化
され、より多くの訪問看護サービス提供が可能となり、その結果、在宅療養が推進される。

（効率性の評価）
　本事業の実施を通じて、全都道府県に広域対応訪問看護ネットワークセンターを設置する。これにより、現在、
個々の訪問看護ステーションが作業を行っている請求業務等の事務作業や電話相談等の業務が委託可能となる
ほか、訪問看護ステーションへの医療材料等提供が可能となることから、業務の効率化が図られ、より多くの訪問
看護サービスの提供が可能となる。こうした訪問看護サービスの拡大により、在宅療養が推進されるところであり、
本事業の実施によって、政策効果が効率的に発現するところである。

認知症対策等総合支援事業（Ⅸ－３－２）

訪問看護支援事業（Ⅸ－３－２）

（事業の概要）
　認知症対策として重要である早期の段階からの適切な診断と対応、認知症に関する正しい知識と理解に基づく
本人や家族への支援などを通じ、地域において総合的かつ継続的な支援体制を確立していくことを目的とし、①グ
ループホーム等の計画作成担当者や管理者等に対する研修、②認知症の主治医（かかりつけ医）やサポート医の
養成、③高齢者の権利擁護に関する相談窓口の設置、④地域での認知症医療や福祉の拠点に関する情報を整
理したマップの作成等により、認知症対策を総合的に推進していくものである。
　また、「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」での提言に基づき、新たに、地域包括支援センター
に、認知症の医療と介護における専門的な知識を有する者を「認知症連携担当者」として配置することにより、地
域での認知症ケア体制及び医療との連携体制を強化するとともに、若年性認知症専用のコールセンターを設置す
る等により若年性認知症者が適切な支援を受けられる体制の構築を図ることとしている。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
　地域社会において、認知症の方の自立生活を支え、認知症になっても安心して暮らせるまちづくりを推進するた
めには、家族をはじめ、地域住民の理解が不可欠であり地域全体の意識改革や体制整備を進めていくためには、
行政が各地域と密接な連携のもとに各種事業を推進していくことが必要である。
② 国で行う必要性の有無（有）
  認知症対策を総合的に推進するためには、より地域に密着している地方自治体が、地域の実情に応じた支援体
制を構築し、効果的な支援を行うことが必要であり、国は各地方自治体が認知症対策を展開していく上で、必要な
社会的資源の活用方法や先進事例の提示、指導者的役割を果たす者の研修等、側面的な支援・助言を行うもの
である。

（有効性の評価）
　介護従事者や医療従事者への研修事業を行い、また、地域での認知症高齢者や家族に対する総合的かつ継続
的な支援体制の構築を行うことで、介護サービス事業の質の向上、認知症の早期診断や身近な主治医による認
知症対応の充実が図られる。
　また、新たに地域包括支援センターに、認知症の医療と介護における専門的な知識を有する「認知症連携担当
者」を配置することにより、地域での認知症ケア体制及び医療との連携体制が強化され、適切な認知症介護及び
医療の提供が図られるとともに、若年性認知症コールセンターの設置により、若年性認知症者一人ひとりが適切な
支援を受けられる体制づくりが図られるものである。

（効率性の評価）
①手段の適正性
　本事業は、行政が各地域と密接な連携のもとに各種事業を推進し、国は各地方自治体が認知症対策を推進して
いく上で側面的な支援・助言を行うものであり、効率的で適正な手段である。
②費用と効果の関係に関する評価
　本事業は、行政が各地域と密接な連携のもとに各種事業を推進し、国は各地方自治体が認知症対策を推進して
いく上で側面的な支援・助言を行うものであり、費用面においても効率的である。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
  平成21年度予算概算要求額：322百万円

○

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
  平成21年度予算概算要求額：3,741百万円

28

27

－

○ －
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※　新規事業に関する事業評価書（事前評価）については、平成２０年８月２８日付けで総務省あて送付している。

（事業の概要）
  本事業は、統合媒介昆虫管理（IVM）を用いて、昆虫媒介疾患対策を推進するためのガイドラインの策定及びアフ
リカにおける昆虫媒介疾患の蔓延地域の担当官を対象にした研修指導を実施する。

（必要性の評価）
① 行政関与の必要性の有無（有）
  本事業は、長期的、世界的な視野に立った技術協力（ODA）であり、国際機関を通じた協力を行う必要から、我が
国政府が関与していく必要がある。
②国で行う必要性の有無（有）
  国際機関を通じての技術協力を行う必要から、国として事業を行う必要がある。

（有効性の評価）
   昆虫媒介疾患対策については、TICADⅣ及びG8北海道洞爺湖サミットにおいて重要なものとして議論されてお
り、これに係る支援を我が国が積極的に行うことで、世界的評価につながる。

（効率性の評価）
  事業の実施にあたり、当該分野において豊富な知識と経験を有する国際機関を活用することで、より効率的かつ
的確な事業を実施することができる。

昆虫媒介疾患対策（Ⅹ－１ー１）

29

○ －評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　平成21年度予算概算要求額：95百万円
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＜個別公共事業に関する事業評価（事前評価）＞

※　個別公共事業に関する事業評価（事前評価）書については、平成２０年４月１４日付けで総務省あて送付している。

＜研究事業に関する事業評価（事前評価）＞

※　研究事業に関する事業評価書（事前評価）については、平成２０年８月２９日付けで総務省あて送付している。

水道水源開発等施設整備事業 評価結果を踏まえ、17地区を採用する

   必要性、効率性、有効性等の観点から総合的に評価するとともに、費用対効果分析を行った。
   評価の対象としたすべての事業において、必要性、効率性、有効性等が認められるとともに、水道法及び事業
実施要綱等で定められている事業採択の実施条件を満たしている。

計３２件につき、平成21年度予算概算要求を行った。

   必要性、効率性、有効性等の観点から総合的に評価を行った。
   評価の対象としたすべての事業において、必要性、効率性、有効性等が認められるとともに、「平成２１年度の科
学技術に関する予算等の資源配分方針」（平成２０年６月１９日総合科学技術会議決定）等で示されている評価の
観点を満たしている。

政策評価の結果の概要

政策評価の結果の政策への反映状況

評価結果を踏まえ、30事業につき、平成21年度予算概算要求を行った。

評価結果を踏まえ、8地区を採択する。

政策評価の結果の政策への反映状況

計２６地区を採択する。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。

政策評価の結果の概要

厚生労働科学研究費補助金による研究事業

がん研究助成金

水道水源開発施設整備事業

事業名

簡易水道等施設整備事業

基礎研究推進事業費

事業名

評価結果を踏まえ、1地区を採択する。

評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
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○事後評価の結果の政策への反映状況

＜実績評価（事後評価）＞

   反映状況分類欄、機構・定員要求への反映欄の記号については、以下の通り。

〔反映状況分類〕

     評価結果の平成２１年度予算概算要求等への反映状況を以下のとおり分類した。

①　施策目標の終了・廃止を検討

②　施策目標を継続（施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討）

③　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）

④　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

〔機構・定員要求への反映〕

     評価結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

【政策評価結果の平成21年度予算概算要求等への反映内容】
反映状況
分類

機構・定
員要求へ
の反映

（施策の概要）
   国民の医療に対する安心、信頼の確保を目指し、医療計画制度の中で医療機能の分化・連携を推進すること等
を通じて、地域において切れ目のない医療の提供を実現することにより、良質かつ適切な医療を効率的に提供す
る体制の確保を図る。

（現状分析（施策の必要性））
　人口の急速な高齢化が進む中で、疾病構造が変化し、生活習慣病が増加している。そのような状況下で生活の
質の向上を実現するため、特に、４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞及び糖尿病）に対応した医療連携体制の早
急な構築を図る必要がある。
　さらに、産科・小児科、へき地等における医師不足の問題等多くの問題が指摘されているが、地域における医療
提供体制の確保において重要な課題となる５事業（救急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療
及び小児医療（小児救急医療を含む。））に対応した医療連携体制の早急な構築を図る必要がある。
　また、病院を良質かつ適正な医療を行う場にふさわしいものとするため、病院が医療法及び関連法令により規定
された人員及び構造設備を有し、かつ、適正な管理を行っているか否かについて検査する必要がある。
　さらに、質の高い医療サービスが適切に提供される体制を確立することが重要であることから、患者・国民のニー
ズに合った医療関連サービスを提供する必要がある。

（有効性）
　各種国庫補助等により病床不足率の減少、へき地医療拠点病院等や救命救急センター等の数の増加等が図ら
れているところである。今後、医療計画制度を通じた医療機能の分化・連携が推進されることにより、より良質かつ
適切な医療を効率的に提供する体制が確保されるものと考えられる。
※医療計画制度：各都道府県が定める、医療提供体制の確保を図るための計画

（効率性）
　医療計画制度の中で都道府県ががんなどの４疾病５事業に係る医療連携体制の構築を進めることにより医療機
能の分化・連携を推進することとしているが、この過程において各種国庫補助等を行うことにより都道府県の取組
が着実に進められるよう支援を行っている。

（総合的な評価）
   医療計画制度を通じ日常医療圏の中で必要な医療が提供できる体制の整備が図られるよう取組を進めている。
がんなどの４疾病５事業に係る医療連携体制の構築については、都道府県の取組が着実に進められるよう支援を
行っているところであり、医療機関の整備については、国庫補助事業等の取組により病床不足率が減少している。
また、運営費等補助金や各種国庫補助等により、へき地医療拠点病院や救命救急センター等の数が増加している
など、施策目標の達成に向けた取組が進んでいると評価できる。
　さらに、医療法に基づく立入検査により医療の安全が確保されるとともに、民間事業者のサービスの活用により
良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の整備が進められている。
　
（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

－④

政策評価の結果の政策への反映状況

　

政策評価の結果の概要施策目標

Ⅰ 11 － 日常生活圏の中で必要な
医療が提供できる体制を整
備すること

1

№

－ ○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※「安心と希望の医療確保ビジョン（平成２０年６月）」等に沿って、予算の新規要求拡充要求等を平成２１年度
予算概算要求で行った。
さらに、救急・産科・へき地医療を担う勤務医等への支援のための事業等を新規施策として予算要求することと
した。
　（平成２１年度予算概算要求額：62,329百万円〔平成２０年度予算：33,511百万円〕）
　（新規）
・休日夜間に救急患者を受け入れる医療機関の勤務医確保事業
　（平成21年度予算概算要求額：4,090百万円）
・産科医等確保支援事業
　（平成21年度予算概算要求額：3,677百万円）
・へき地診療所等医師確保支援事業
　（平成21年度予算概算要求額：136百万円）
・派遣医師支援事業
　（平成21年度予算概算要求額：1,734百万円）
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○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※現在、平成19年5月に取りまとめられた緊急医師確保対策等に基づき、医師確保対策に取り組んでいるとこ
ろであり、今後も政策目標を達成するために引き続き各般の施策を実施していく必要があると認識している。
　平成19年度事業においては、都道府県の予算の問題もあり、都道府県の取り組みは進んでいない状況
にある。そこで平成２０年現在、都道府県から調書をとり、関係予算の円滑で適切な執行にむけ取り組んで
いる最中である。平成21年度においては、本年6月に厚生労働省においてとりまとめた「安心と希望の
医療確保ビジョン」を踏まえ、幅広い施策を実施していくことを検討している。
　（平成２１年度予算概算要求額：6,570百万円〔平成２０年度予算　6,504百万円〕）

（施策の概要）
   国民の医療に対する安心・信頼の確保を目指し、質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築するた
め、看護師等の医療従事者を養成する養成施設等の指定等を行うとともに、女性医師や看護職員の再就業の支
援を行うことで、医療従事者の確保を行う。

（現状分析（施策の必要性））
　これまでに「医師の需給に関する検討会」や「第六次看護職員需給見通しに関する検討会」等により推計された
医療従事者の需要と供給の見通しでは、現在医療従事者は充足している状況にはなく、今後医療従事者の需要
が増加することが示されている。
　とりわけ医師数については、現状では総数が不足しているという認識の下で対策を行う必要がある。厚生労働省
において本年６月においてとりまとめた「安心と希望の医療ビジョン」において、医師の需給につき、医師不足の現
状にかんがみ、総体として医師養成数の増加及び医師養成環境の整備を図ることとしているが、今後とも着実な
実施に努めていく必要がある。

（有効性）
　医療従事者の確保を図るために、新たな医療従事者の養成を進めるとともに、離職した医療従事者の再就業を
促す施策が実施され、医療従事者の確保が推進されていることから施策目標の達成に向けて有効性が高いもの
と評価できる。

（効率性）
　医療従事者の確保の観点から、すでに免許を有しているが就業していない者の復職の支援を行うために、女性
医師及び看護職員について再就業の支援を行う施策が実施されており、施策目標の達成に関して効率的な取組
であると評価できる。

（総合的な評価）
   医療従事者は毎年着実に増加しているが、今後も適正に医療が供給できるよう医療従事者を確保していく施策
を実施していく必要があると考えられる。また、産婦人科、小児科などの診療科を中心に、多くの地域で医師不足
問題が深刻になっており、地域に必要な医師を確保することは喫緊の課題である。平成19年度には、政府・与党で
とりまとめた「緊急医師確保対策」や本年６月に厚生労働省においてとりまとめた「安心と希望の医療確保ビジョ
ン」を踏まえ、各般の幅広い施策を実施していく必要がある。

（評価結果の分類）
   施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

2

2Ⅰ － 1－ 今後の医療需要に見合った
医療従事者の確保を図るこ
と

－④
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2 医療従事者の資質の向上
を図ること

－ ○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※臨床研修をはじめ、医療従事者の資質の向上が順調に実施されているところであり、施策目標の達成に
向け、今後も施策の継続が必要である。臨床研修をはじめ医療従事者の資質の向上が順調に実施されて
いるところであり、施策目標の達成に向け、今後も施策の継続が必要である。
　平成19年度事業については、各病院プログラムの関係上、研修医がへき地での研修を行う機会が予定
を下回った点において施策の取り組みが進んでいなかった。
　平成20年現在、各地の地方厚生局が臨床研修病院に対する指導を行うなど施策を着実に実施している
最中である。平成21年度予算においては、本年６月に厚生労働省において取りまとめた「安心と希望の
医療確保ビジョン」を踏まえ、幅広い施策を実施していくことを検討中である。
　（平成２１年度予算概算要求額：24,644百万円〔平成２０年度予算　19,782百万円〕）

2ー

3

Ⅰ （施策の概要）
　医療の質と安全を確保するためには、医師をはじめとした医療従事者の資質の向上を図ることが重要な課題で
ある。そのため、医師等医療従事者としての資質の向上を図ることを目的として、医師及び歯科医師については臨
床研修を必修化するとともに、各種医療従事者に対する各種研修会等を実施している。

（現状分析（施策の必要性））
　以前の臨床研修では研修科目が不明確であり専門医志向のストレートな研修が中心となっていたことに加え、研
修生の身分が不安定という問題点があった。そこで安心・信頼してかかれる医療を確保する観点から、医療従事
者の資質の向上は重要であり、医師及び歯科医師について医師免許取得後の臨床研修を必修化した。臨床研修
では基本的な診療能力を修得し、医師及び歯科医師としての資質の向上を図っており、毎年およそ7,500名の医師
及びおよそ2,300名の歯科医師が臨床研修を新たに受けている。看護師をはじめとする医療従事者についても、卒
後も様々な研修の機会等を通じ、資質の向上が行われており、職能団体等においても認定看護師・専門看護師研
修及び認定等の取組をはじめ、資質の向上に向けた各般の取組が行われている。

（有効性）
　診療に従事しようとする医師を対象に、幅広く医師として必要な診療能力を身に付けることを目指すプログラムに
よる臨床研修が着実に実施されており、施策目標の達成に向け有効性が高いものと考えられる。

（効率性）
　臨床研修については、診療に従事しようとする医師を対象として、基本的な診療能力の修得を目的として必修化
されたものであり、必修化に当たり基本的な考えとしている医師としての人格を涵養し、プライマリ・ケア（初期診
療）の基本的な診療能力を修得するためにアルバイトせずに研修に専念できる環境が整備された全国の厚生労働
省大臣指定の臨床研修指定病院において当該研修を実施しており、施策目標の達成に関し、効率的な取組であ
ると考えられる。

（総合的な評価）
　臨床研修においては、医師が、適切な指導体制の下で、医師としての人格を涵養し、プライマリ・ケアを中心に幅
広く医師として必要な診療能力を身に付けることが目指されており、国としても臨床研修の指導体制の充実のため
の支援等を行っているところであり、多くの研修医が臨床研修の到達目標が達成できたと自己評価しているところ
である。
　臨床研修のほか医療従事者に対する各種研修の着実な実施や、行政処分を受けた医師・歯科医師・看護師・薬
剤師に対して再教育研修を義務付けるなどの取組も行っているところであり、医療従事者の資質の
向上について着実に取り組まれていると考えられる。

（評価結果の分類）
   施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

④ －
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Ⅰ

4

－ （施策の概要）
   医療のＩＴ化を推進するため、「ＩＴ新改革戦略」等に基づき、標準化の推進や安全な情報連携基盤の整備を進め
るとともに、医療機関における費用負担の軽減に資する取組等を実施する。

（現状分析（施策の必要性））
　医療を取り巻く環境が、少子高齢化の進展や医療技術の高度化等により大きく変化している中で、医療サービス
の質を向上させ、一定の医療資源の中で質の高いサービスを充実させるため、業務の効率化、患者の利便性向
上や医療の質の向上が期待される医療情報システムの導入に対して医療機関の関心は高いが、①システムの導
入・維持費が高額なこと、②新旧システム間や異なるシステム間の互換性が確保されていないこと等の課題があ
る。

（有効性）
　オーダリングシステム等の医療情報システムを導入することで、患者情報の共有、受付業務の簡略化、カルテ搬
送の軽減など業務の効率化、待ち時間の短縮、診療情報の共有化などによる患者の利便性向上や蓄積された
データの活用や医療安全など医療の質の向上が期待されることから施策の推進に有効である。

（効率性）
　医療情報システムの導入に当たっては、①システムの導入・維持費が高額なこと、②新旧システム間や異なるシ
ステム間の互換性が確保されていないこと等の課題が挙げられており、地域における中心的役割を果たしている
医療機関と周辺の医療機関が医療情報ネットワークを構築し、チーム医療・グループ診療の実践を可能とする地
域医療連携体制を構築するための補助事業である地域診療情報連携推進事業による医療機関のシステム導入
にかかる費用負担軽減や医療情報システムの相互運用性確保のための対向試験ツール開発事業によるシステ
ム間の互換性確保など、それらの課題解決に資する施策に取り組んでいるところである。

（総合的評価）
  医療分野のＩＴ化については、医療用語及び用語間の関連性コードの標準化など各種標準化等の施策により推
進を図っている。今後も引き続きそれらに取り組むこととしているが、医療機関の機能等を考慮した情報化が肝要
である。そのため、厚生労働省においては、2007年度に各医療機関がその医療機能等を考慮し、当該医療機能の
目的に応じた情報化の必要性と活用度を適切に評価することにより、望ましい情報化の推進を可能とする評価系
（医療機関自らが評価の際に用いる指標）を開発したところであり、その普及に努めているところである。これによ
り、医療情報システム導入によるメリット等の把握、自機関の目的に合致した且つ最適な情報システムの選択を
可能にするなど、各医療機関において適切な情報化が可能となり、医療分野の情報化が推進される。
　
（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

3 － 1 医療情報化インフラの普及
を推進すること

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※施策目標に係る指標自体については現下数値を取ることができないものの、参考指標としている
オーダリングシステムの普及率（一般病床400床以上）では平成17年１０月時点で７２.9％（平成14年
10月時点では56.9％）と普及しているなど、施策は着実に進捗しているものと思慮される。今後はさらに
多くの医療機関等が医療の情報化のメリットを享受できるよう、より充実した取組を進めることしている。
　（平成２１年度予算概算要求額：668百万円〔平成２０年度予算額：631百万円〕）

④ －

19



④ ○○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※平成21年度概算要求については、医療リスクにかかる支援体制の整備の一環として、新たに医療紛争の
早期解決に向けた取組として、裁判外紛争解決（ADR)制度の活用の推進を図るとともに、引き続き、医療
事故における死亡の原因究明・再発防止を図る新たな制度の構築に向けた診療行為に関連した死亡の
調査分析モデル事業の拡充等や産科医療補償制度の運営組織に対し支援するための予算を要求した。
　（平成21年度概算要求額：645百万円〔平成20年度予算額：427百万円〕）

○機構・定員要求
※平成21年度の組織・定員要求については、平成20年度に引き続き、医療事故における死亡の
原因究明・再発防止を図る新たな制度の構築に向けた業務体制を強化して、増員を要求した。
　評価結果を踏まえ、増員要求とすることとした（定員要求：９名）

（施策の概要）
   医療の安全の確保は医療政策における最も重要な課題の一つであり、安全な医療の提供、患者、国民から信
頼される医療の実現について、患者の安全を最優先に考え、医療の質の向上という観点を重視した医療安全確保
対策を総合的に推進することにより、医療の安全の確保を図り、もって効率的で安心かつ質の高い医療サービス
の提供に寄与することを目的とする。

（現状分析（施策の必要性））。
　わが国におけるこれまでの医療安全対策は、平成14年4月に医療安全対策検討会議において、今後の医療安全
対策の基本的方向性等について取りまとめた「医療安全推進総合対策」及び平成15年12月に出された「厚生労働
大臣医療事故対策緊急アピール」に基づき、関係者、関係機関、関係団体、地方自治体、国により、それぞれの役
割に応じた取組が進められ、様々な施策が図られてきた。
　しかしながら、こうした関係者の努力にもかかわらず、十分な医療安全体制が確立されなかったことから、医療の
安全と信頼を高めるために一層の取組が求められ、より一層の医療の医療安全対策の推進を図ることが必要と
なった。
　このため医療安全対策検討会議において、これまでの「医療安全推進総合対策」の考え方を尊重しつつも「医療
の質の向上」という観点を一層重視し、これまでの「医療安全推進総合対策」に基づく対策の強化と新たな課題へ
の対応について提言した「今後の医療安全対策について」が平成17年6月に取りまとめられた。
　以降この報告書に基づき、各般の施策を実施するとともに、平成18年の医療法改正においては、中立的な立場
で患者・家族等と医療関係者・医療機関との信頼関係の構築を支援する医療安全支援センターの制度化や医療
機関における組織的な医療安全の確保を図るため、すべての医療機関に対して医療安全の確保の義務付けな
ど、その充実強化を図ってきたところである。
　近年、医療紛争が増加の傾向にあるが、医療紛争はその解決に長時間を要することから、患者遺族、医療機関
の双方に大きな負担となっている。
　また、医師が異状死を警察に届けなかったことを理由に医師法第21条違反で逮捕される事件が発生し、届出の
在り方の見直しが医療関係者から求められている。
　このような状況を踏まえ、医療事故死等の原因を究明するための調査を適確に行わせるため、公正かつ中立な
第三者機関８医療安全調査委員会）を設け、医療事故の防止を図り、もって医療の安全の確保に資する必要があ
り、また、このような新しい仕組みの構築は、医療の透明性の確保や医療に対する国民の信頼の回復にも
つながるとともに、医師等が萎縮することなく医療を行える環境整備に資するものと考えられる
ため、現在、早急に取り組むべき課題となっている。
　さらに、分娩時の医療事故では、過失の判断の有無が困難な場合が多く、裁判で争われる傾向があり、
このような紛争が多いことが産科医不足の理由の一つであると考えられることから、産科医療における
無過失補償制度について、平成18年11月に与党において枠組みが取りまとめられた。この枠組みを
踏まえた産科医療保障制度の早期実現についても、安心して産科医療が受けられる環境整備の一環として、
早急に取り組むべき課題となっている。
　
（有効性）
　医療の安全の確保の観点から、現在、「今後の医療安全対策について」（平成17年6月）に基づき、
「医療の質と安全性の向上」、「医療事故等事例の原因究明・分析に基づく再発防止の徹底」、
「患者、国民との情報共有と患者、国民の主体的参加の促進」について、具体的な施策を総合的に
講じているところであり、参考指標においても、より充実した医療安全管理対策の実施体制が整備された
医療機関が増加していることからも、施策目標の達成に向けて有効であったと評価できる。

（効率性）
　「今後の医療安全対策について」（平成17年6月）においては、「医療の質と安全性の向上」、「医療事故等
事例の原因究明・分析に基づく再発防止の徹底」、「患者、国民との情報共有と患者、国民の主体的参加の
促進」の３本柱を重点事項として、それぞれの項目ごとに将来像のイメージと、その実現に向けて、早急に
対応すべき課題と施策が掲げられており、この報告書に基づき、各般の施策を総合的に講じることが、
施策目標の達成に向けた効率的な取組であると考えられる。

（総合的評価）
　医療の安全の確保の観点から、「今後の医療安全対策について」（平成17年6月）に基づき、各般の施策
の総合的な取組を推進してきているところであり、大きくは平成18年の医療法改正により、全ての医療機関に
安全管理体制が義務付けられ、参考指標においても、より充実した安全管理体制の実施体制が整備された
医療機関が増加していることからも、医療従事者の医療安全に関する意識の向上や医療機関としての
組織的な取組が図られていると評価することができる。
　医療の安全と両輪をなすべき医療の質の向上を実現していくためには、医療機関、医療従事者による
取組だけではなく、患者、国民の医療への主体的参加を促進することが重要であり、その啓発活動の一環
として開催している医療安全に関するワークショップやシンポジウムにおいては、指標１のとおり参加者も
増加傾向にあり、患者、国民が医療の安全に関しての関心が高まっていると考えられる。また、地域の患者、
住民からの医療に関する相談への対応など、患者等の医療への参加を総合的に支援する医療安全支援
センターの設置について、平成18年の医療法改正における制度化を契機に各都道府県等において、着実に
進められ、大幅に増加してきている（個別目標3「参考指標」参照）ことからも、患者、国民の医療への主体的
参加の促進の構築に向けて、着実に進展していると評価することができる。

2 総合的な医療安全確保対
策の推進を図ること

3 -Ⅰ －

5
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　以上のように、医療の安全の確保に関する総合的な取組が効果的に実施されており、施策目標の達成に
向けて着実に進展していると評価することができる。
　
（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体としての予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）
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③ －○予算要求
　評価結果を踏まえ、更なる感染症対策の充実や予防接種の推進等により、感染症の発生の予防・まん延を
防止を図るため、必要な予算の確保に努めることとした。
※感染症対策の充実については、現在重篤な感染症の蔓延を防ぐためには、動向調査や医療機関の充足は
必要であり、個別目標に向け、現在の取組を引き続き、続けて行くことが重要なため。また、予防接種率も
おおむね、目標を達成しているが、感染の更なる防止のため、より積極的に推進し、感染者の発生を抑止して
いく必要がある。肝炎対策についても、肝炎検査受診者数はほぼ毎年増加しているところであり、肝炎対策の
さらなる推進に向けて、引き続き現在の取組を続けていく必要がある。
（継続）
・結核対策特別促進事業
　（平成２１年度概算予算要求：544百万円[平成２０年度予算額：442百万円]）
・普及啓発事業費（予防接種健康被害者保健福祉相談事業）
　（平成２１年度概算予算要求：86百万円［平成２０年度予算額：86百万円］）
・感染症指定医療機関の施設整備費
　（平成２１年度概算予算請求：1,500百万円[平成２０年度予算額：1,700百万円]）
・肝炎対策事業
　（平成２１年度概算予算要求：950百万円［平成20年度予算額：775百万円］）
・特定感染症検査等事業
　（平成２１年度概算予算要求：1,722百万円［平成20年度予算額：1,745百万円］）

（施策の概要）
   感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、感染者等に必要な医療等を確保することにより、感染
症のまん延を防止し、安心できる衛生環境を確保する。このために、感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律、予防接種法等により、必要な措置等を行うとともに、予算事業として啓発事業等を行うものとす
る。

（現状分析（施策の必要性）
　世界保健機関（WHO）は、「我々は、今や世界規模で感染症による危機に瀕している。もはやどの国も安全では
ない。」との警告を発しており、我が国においても、普段から感染症の発生及びまん延を防止していくことに重点を
置いた事前対応型行政の構築が求められている。
　このため、国内への病原体の侵入を防止するための水際対策の強化、緊急時における国内での感染症対策の
強化等、総合的な感染症予防対策の推進を図る必要がある。
　感染症対策の充実については、平成19年3月に結核予防法を廃止し、感染症法に統合したところであり、保健師
などが服薬状況を確かめる直接服薬確認療法事業の推進により、結核患者の早期発見、早期対応に加えて再発
防止等の対応が可能となっている。
　病原体等所持者からの許可及び届出の受付等については、平成19年6月1日の省令施行後の許可申請及び所
持の届出に対応するため、受付事務及び検査等についての適正な執行体制を確保する必要がある。
　予防接種の実施の推進については、法律において、市町村への実施の義務、被接種者（保護者）の受ける義務
が定められ、現状では、概ね適正に行われていることにより、高い接種率が確保されている。
　また、肝炎については、本人の自覚がないまま、肝硬変や肝がんといった重篤な疾病に進行するおそれがあるこ
と等にかんがみ、従来から総合的な対策を行ってきたが、いまだ国内最大の感染症として国民全体の健康課題と
なっている。

（有効性）
　結核の直接服薬確認療法事業等を実施することで多剤耐性結核菌の発生を防ぐことは有効である。
　病原体等所持者からの許可及び届出に関する事務を適切に行うことは、病原体等の管理体制を確立することに
なり、生物テロ等を未然に防止することとなり有効である。
　また、高い予防接種率を維持することは、これら感染症の罹患者を減少させることができ有効である。
　肝炎対策においては、肝炎ウイルスの感染者が自身の感染に気付いていないことが多いこと、また放置すると肝
硬変や肝がんという重篤な疾病に進展するおそれがあること等から早期発見・早期治療が極めて
重要である。保健所等における肝炎検査体制の整備を進めることで、肝炎患者の早期発見・早期治療を
行うことが可能となる。

感染症の発生・まん延の防
止を図ること
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（効率性）
　結核の直接服薬確認療法事業を実施することにより、早期治療につながり、効率的な手段である。
　病原体等の管理体制を確立することは、国が病原体等の所持の状況を一元的に把握することができ、
効率的に管理することができる。
　また、予防接種率の向上させることは、該当感染症への罹患者を減少させることができ、国民の健康の
確保に資することになる。
　肝炎対策においては、肝炎ウイルスの感染者が自身の感染に気付いていないことが多いこと、また
放置すると肝硬変や肝がんという重篤な疾病に進展するおそれがあること等から早期発見・早期治療が
極めて重要である。保健所等における肝炎検査体制の整備等の肝炎対策の推進は、肝炎患者の早期
発見・早期治療に資するものであり、感染症の発生・まん延防止を図る上で効率的な手段といえる。

（総合的な評価）
   結核の罹患率は着実に減少しているところであるが、平成19年４月に感染症法が改正され、結核について
も感染症法の中で対策が推進されることとなったところであり、今後は、入院の勧告手続等について、人権を
尊重しつつ、より適確に入院手続を実施することが可能になったほか、法第15条に基づく積極的疫学調査の
実施等更なる対策の推進が可能となることから、着実に罹患率を減少できるものと考えることができ、評価
できる。
   病原体等取扱施設については、感染症法の改正に伴い、情報提供や検査等による施設の適正な管理の
確保、病原体等の適正な管理を法令に基づき遵守する義務が生じたところであり、今後は、感染症法第56条
の30に基づく報告や感染症法第56条の31の立入検査の状況を見極めて適確な対応をしていくことにより、
施策が推進できると考える。
   感染症については、発病を防ぐ予防策等の手段として予防接種が極めて重要であり、一定の感染症
について予防接種可能な状況を確保するとともに、現時点での接種率は、高水準で維持されており、概ね
適正に実施されていると考えられ評価できる。感染の更なる防止のため、より積極的に推進し、感染者の
発生を抑制していく必要がある。
　また、肝炎対策においては、肝炎ウイルスの感染者が自身の感染に気付いていないことが多いこと、また
放置すると肝硬変や肝がんという重篤な疾病に進展するおそれがあること等から、早期発見・早期治療が
極めて重要であり、検査体制のさらなる充実が必要である。特に平成20年1月からは、肝炎ウイルス検査を
より一層推進するため、これまでの保健所での無料検査に加えて、都道府県等が委託した医療機関における
検査についても無料で受診できるよう措置を行った。また、平成20年度からは、B型及びC型肝炎のインター
フェロン治療に対する医療費助成制度の創設や研究の推進等を柱とする新しい肝炎総合対策を開始した
ところであり、今後とも、肝炎対策のより一層の推進が求められる。
　近年、その発生が危惧されている新型インフルエンザに対応するため、感染症法及び検疫法を改正
（平成20年5月2日公布、5月12日施行）し、その対策を進めているところである。
　
（評価結果の分類）
   施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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－○予算要求
　評価結果を踏まえ、治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させるため、平成２１年
度予算概算要求を行った。
※難病対策については、平成２０年度において、当該事業について都道府県等に対し、本補助金の活用
周知に努めるとともに、難病患者の実態を踏まえ、引き続き平成21年度要求においても難病対策の推進に
必要な経費を要求した。
　なお、難病情報センターについては、難病に関する医療従事者からの相談に対応するために必要な提供
情報蓄積及び情報処理能力の向上に資するため、サーバーの増設を行う予定である。また、特定疾患治療
研究事業については、受給者の増及び新規疾患追加により、拡充要求を行うこととしている。さらに、難治性
疾患克服研究事業については、「５つの安心プラン」において、難治性疾患の診断・治療法の研究開発を
促進するため、対象疾患の拡大等事業を大幅に拡充することとしている。
　また、HIV／エイズにかかる普及啓発については、平成19年度事業において財政的な制約から申請額を
減少させる自治体が増えたことから、各都道府県等での取組が進んでいない状況である。このことを踏まえ、
平成20年度においては、当該事業について都道府県等に対し、本補助金の活用周知に努めるとともに、
新規患者・感染者の報告数が増加していることを踏まえ、引き続き平成21年度要求においてもエイズ対策
の推進に必要な経費を要求した。
＜難病対策＞
　　・難治性疾患に関する調査・研究の大幅な拡充（難治性疾患克服研究事業）
　　　平成２１年度予算概算要求額： １０，０００百万円［平成２０年度予算：２，４４０百万円］
　　・難病患者の生活支援等の推進（特定疾患治療研究事業、難病情報センター事業等）
　　　平成２１年度予算概算要求額：１７５，００５百万円［平成２０年度予算：１５０，５６０百万円］
＜ハンセン病対策＞
　　・謝罪・名誉回復措置（中学生を対象としたパンフレット作成、国立ハンセン病資料館運営経費等）
　　　平成２１年度予算概算要求額：１，７６５百万円〔平成２０年度予算額：１，７５６百万円〕
　　・在園保障（国立及び私立ハンセン病療養所の運営にかかる経費）
　　　平成２１年度予算概算要求額：３８，８８４百万円〔平成２０年度予算額：３８，７０５百万円〕
　　・社会復帰・社会生活支援（退所者給与金及び非入所者給与金の支給等）
　　　平成２１年度予算概算要求額：３，３９４百万円〔平成２０年度予算額：３，３９１百万円〕
＜エイズ対策＞
　　・発生の予防及びまん延の防止（保健所等におけるＨＩＶ検査・相談事業等）
　　　（平成２１年度予算概算要求額：６５０百万円［平成20年度予算額：５３５百万円］）
　　・医療の提供及び国際的な連携（エイズ治療拠点病院医療従事者海外実地研修等）
　　　（平成２１年度予算概算要求額：６４３百万円［平成20年度予算額：６３９百万円］）
　　・普及啓発及び教育（エイズ知識啓発普及事業等）
　　　（平成２１年度予算概算要求額：１４５百万円［平成20年度予算額：１３４百万円］）

④－ 2 治療方法の確立していない
特殊の疾病等の予防・治療
等を充実させること

（施策の概要）
　健康を脅かす特殊の疾病等の予防・治療等を充実させるため、希少性があり、原因不明で効果的な治療方法が
確立しておらず、生活面で長期にわたり支障をきたす疾患について、調査研究の推進や医療の確保等を図る。
　また、特殊の疾病等の対策として、ハンセン病療養所の運営や、ハンセン病療養所退所者・非入所者等に対する
生活支援、ハンセン病に対する正しい知識の普及啓発等のハンセン病対策とともに、HIV・エイズに関する普及啓
発及び教育、検査・相談体制の充実、医療提供体制の再構築など、エイズ対策を推進する。

（現状分析（施策の必要性））
＜難病対策について＞
　難病対策については、厚生省（当時）が難病プロジェクトチームを設置し、難病対策の考え方、対策項目などにつ
いて検討を行った結果、昭和47年に策定された「難病対策要綱」において、「①原因不明、治療方法未確立であ
り、かつ、後遺症を残すおそれが少なくない疾病、②経過が慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず介護等に
著しく人手を要するために家庭の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病」と整理されている。
　この要綱を踏まえ、「①調査研究の推進、②医療施設の整備、③医療費の自己負担の軽減、④地域における保
健医療福祉の充実・連携、⑤QOLの向上を目指した福祉施策の推進」の５本の柱に基づき、症例数が少なく原因
不明で治療方法も未確立であり、かつ、生活面で長期に渡る疾病を研究する難治性疾患克服研究事業及び難病
患者の医療費の助成制度である特定疾患治療研究事業など、各種の施策を推進している。
　なお、特定疾患治療研究事業の受給者証件数は、昭和63年度169,906件、平成10年度423,124件、平成17年度
565,848件と年々増加している状況にあり、引き続き、難病対策の充実・強化が必要である。
＜ハンセン病対策について＞
　ハンセン病対策については、平成8年4月に「らい予防法の廃止に関する法律」が成立し、これまでのいわゆる隔
離政策が改正された。また、平成10年に提起された「らい予防法違憲国家賠償請求訴訟」について、平成13年5月
の熊本地裁判決を踏まえ、内閣として控訴しないことを決定した。
　これを受けて、ハンセン病問題の早期かつ全面的な解決を図るため、議員立法により「ハンセン病療養所入所者
等に対する補償金の支給等に関する法律」が成立（平成13年6月公布・施行）した。また、これと平行して、原告と
和解協議を行い、基本合意書に調印し、漸次和解が成立中である。
　ハンセン病患者・元患者への恒久対策については、厚生労働副大臣を座長とする「ハンセン病問題対策
協議会」において、患者・元患者の代表らと検討を重ね、合意された事項について、①謝罪・名誉回復措置、
②在園保障、③社会復帰・社会生活支援、を柱として実施している。
　しかし、療養所入所者の社会復帰は、高齢化や社会に今なお偏見・差別が残っていることなどから困難
となっており、引き続き、対策が必要となっている。
＜エイズ対策について＞
　エイズ対策については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律
第114号）」第11条第1項の規定に基づき作成された「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針
（「エイズ予防指針」（平成11年厚生省告示217号）により、予防と医療にかかる総合的施策を患者の人権に
配慮しつつ推進してきた。
　エイズ／HIV感染の動向を見ると、平成19年の新規HIV感染者・エイズ患者報告数の合計が
過去最高の数となっており、増加傾向が続いている。近年では地域的・年齢的にも広がりを見せており、
依然として予断を許さない状況である。

（有効性）
１　難病情報センターへのホームページアクセス件数が、最近５カ年で２倍以上に増加しているが、この
ホームページには、診断・治療指針等を掲載し、患者から医療関係者まで、幅広く情報を入手できるもの
であることから、国民への情報提供が有効に行われているものと評価できる。また、これにより、国民の
受診機会の増加、また、治療研究の促進に繋がっているものと評価できる。
２　ハンセン病資料館の入館者数については、ハンセン病資料館の拡充工事に伴う休館があったため
継続的な評価はできないが、休館前と比べて大幅に入館者が増え、多くの国民に情報提供を行うことが
できており、国民への情報提供が有効に行われているものと評価できる。
３　保健所等におけるHIV抗体検査件数については、年々検査件数が増えており、普及啓発の効果及び
利用者の利便性に配慮した検査体制の整備について、有効に進んでいるものと認められる。
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－○予算要求
　評価結果を踏まえ、適切な移植医療を推進させるため、平成２１年度予算概算要求を行った。
※臓器移植対策については、臓器提供や臓器移植の件数が増加に向けて進展しており、現在の取組を
続けて行くことが重要なため。
　また、造血幹細胞移植対策についても、広く移植の機会を確保できるよう、公的バンク（骨髄バンク、
さい帯血バンク）を介して、非血縁者間における骨髄移植及びさい帯血移植を実施しており、いずれも移植
件数が増加しているが、移植成立率の向上などさらなる推進に向けて、現在の取組を続けていくため。
＜臓器移植対策＞
　　・臓器移植対策の推進（臓器移植対策事業費等）
　　　（平成２１年度予算概算要求額：５８９百万円　［平成２０年度予算額：５６５百万円］）
＜造血幹細胞移植対策＞
　　・骨髄移植対策の推進（骨髄移植対策事業費等）
　　　（平成２１年度予算概算要求額：１，２４９百万円　［平成２０年度予算額：１，１７４百万円］）
　　・さい帯血移植対策の推進（さい帯血移植対策事業費等）
　　　（平成２１年度予算概算要求額：６９７百万円　［平成２０年度予算額：６３３百万円］）

③（施策の概要）
　適正な移植医療（臓器移植、骨髄移植、さい帯血移植等）の推進を図るため、あっせん機関の体制整備や移植
医療に関する知識の普及啓発等を行う。

（評価結果の概要）
　移植医療については、「臓器移植」と「造血幹細胞移植（骨髄移植及びさい帯血移植）」があり、それぞれについ
て移植対策の推進に取り組んでいる。

＜臓器移植対策＞
　臓器移植対策については、平成９年10月に施行された「臓器の移植に関する法律」に基づき実施される臓器移
植において、脳死判定や臓器あっせんの適正を確保するため、あっせん機関の体制整備や運営、臓器移植関係
者の研修にかかる費用の補助等を実施している。「臓器」とは心臓、肺、肝臓、腎臓、脾臓、小腸及び眼球のことを
いい、そのうち眼球を除くすべての臓器については（社）日本臓器移植ネットワークがあっせん業務や普及啓発事
業等を行っている。
　臓器移植法に基づく脳死した者からの臓器提供は、法施行以降全国で66例（平成20年3月31日現在）行われて
おり、18年度は９例、19年度は13例となっている。
　また、心臓が停止した死後を含む死体からの臓器移植件数は、18年度は1,726件、19年度は1,786件となってい
る。一方で、（社）日本臓器移植ネットワークに登録して移植を待っている人は約１万２千人いる。

＜造血幹細胞移植対策＞
　造血幹細胞移植対策については、白血病等の血液難病の治療法として実施されている骨髄移植やさい帯血移
植について、公的なバンクの体制整備や運営にかかる費用の補助等を行うことにより実施している。骨髄移植に

（効率性）
１　難病情報センターのホームページアクセス件数は５年間で２倍以上増えており、難病に対する一般的な
情報の他、医療従事者に向けた診断・治療方針も掲載しており、難病に関する情報を一元的に閲覧できる
ものと考えている。これらの情報を掲載することで、ホームページにより、難病に関する適切な情報提供が
有効かつ効率的に行われているものと認められる。
２　ハンセン病資料館の入館者数が大幅に増えていることなどから、ハンセン病の正しい知識についての
普及啓発が効率的に進んでいるものと評価できる。
３　HIV・エイズに関する普及啓発及び教育の推進により、HIV検査件数、HIV・エイズに関する相談件数が
増加（参考指標：「保健所等におけるHIV／エイズに関する相談件数」参照）しており、効率的に普及啓発が
行われたものと評価できる。

（総合的な評価）
１　難病患者に対する受診機会の増加及び国民への情報提供は、難病情報センターホームページの
アクセス件数の増加などに見られるように、有効かつ効果的に行われている。また、国民への情報提供
により国民の受診機会の増加や治療研究の促進に繋がっており、難病対策の推進が図られているもの
と評価できる。
　今後とも、難病情報センターにおける情報提供の充実を図るなど、難病に関する情報提供を効果的に
行うとともに、調査研究の推進等、難病対策を推進することが重要である。
２　ハンセン病対策の推進については、指標については、拡張工事に伴う休館があったため継続的な評価
はできないが、再オープンしたハンセン病資料館が、差別・偏見の解消に向けた拠点として多くの入館者を
集めるなど、目標の達成に向けて有効な取り組みが行われていると評価できる。
　この他、中学生向けパンフレットの配布事業やシンポジウムの開催等が着実に実施されており、今後も
元患者等と協議を重ねながら必要な政策の実施を図ることが重要である。
３　HIV・エイズに関する普及啓発及び教育の推進により、HIV検査件数、HIV・エイズに関する相談件数が
増加しており、普及啓発の効果及び利用者の利便性に配慮した検査体制の整備について、成果が
認められる。
　今後とも、より一層、普及啓発及び教育の推進に取り組むとともに、検査・相談体制の充実、医療提供
体制の再構築など、エイズ対策を推進することが重要である。
　
（評価結果の分類）
施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

適正な移植医療を推進する
こと

－ 3Ⅰ － 5
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ついては、非血縁者間の骨髄移植を実施する公的なバンクである骨髄バンク事業を、平成3年に設けられた（財）
骨髄移植推進財団が、厚生労働省の主導の下、検査等に関して日本赤十字社の協力を得つつ運営・実施してい
るところ。また、さい帯血移植については、現在11のバンクがさい帯血バンク事業を行うとともに、共同事業を行う
公的団体として平成11年に日本さい帯血バンクネットワークが設立され、事業を実施しているところ。
　骨髄移植の実施数は18年度が963件、19年度が1,027件、さい帯血移植の実施数は18年度が728件、19年度が
762件となる等、着実に増加している。
　しかしながら、これらの移植医療を必要とするたくさんの患者が移植を待っており、さらなる周知啓発等により一
人でも多くの人が移植を受けられるようにすることが必要である。

（有効性）
１　臓器移植については、「臓器の移植に関する法律」に基づく臓器提供の要件として、死亡した者が生前に
臓器を提供する意思を書面により表示していることが定められており、この書面による意思表示が容易にされる
よう、従来より臓器提供意思表示カード及び運転免許証や医療保険の被保険者証等個人が携帯するものに
貼付する臓器提供意思表示シール等を配布し意思表示の推進を図っている。また、臓器提供の意思表示に
ついては、15歳以上の者の意思表示が有効になることから全国の中学3年生全員等に対し移植医療に関する
知識等の普及のためのパンフレットを作成し配布しているところである。そのような中、平成19年3月に供用を
開始した臓器提供意思表示登録システムでは、登録者数が18年度が4,929人、19年度が14,044人となっており、
普及啓発が有効に行われていると評価できる。
２　造血幹細胞移植については、骨髄バンク事業における骨髄移植ドナー登録者数は、年々増加し、平成20
年1月には目標としていた30万人に到達しており、このこともあって移植率は43.5％（事業開始からの累計）
と上昇し、平成19年度における移植実施数は1,027件と増加していることから、関係機関等による国民への
骨髄のあっせんが有効に行われていると評価できる。（実績評価書の「参考指標」参照）
　また、平成19年度における非血縁者間骨髄移植の実施件数は、1,027件、さい帯血移植の実施件数が
762件といずれも過去最高の件数に到達した。

（効率性）
１　臓器提供意思登録を従来から公共機関等に設置している「臓器提供意思表示カード」を入手して記入
する方法に加え、パソコン及び携帯電話から行うことができるようにしたことにより、手軽に登録が可能で
かつ普及が進んでいるパソコン等を使用するため、効率的に意思登録及び意思表示を推進していると
評価できる。
２　造血幹細胞移植について、骨髄移植は、（財）骨髄移植推進財団、日本赤十字社、ボランティア団体等の
関係機関が協力して普及啓発活動を進めるとともに、公共広告機構の協力により、テレビＣＭ等で多くの人に
ドナー登録を呼びかけるなどの取組が実施されており、平成20年１月には、ドナー登録者数が30万人に到達
したことから、効率的な普及啓発が行われたものと評価できる。
　また、さい帯血移植については、より多くの造血幹細胞が含まれるさい帯血の確保に向け、日本さい帯血
バンクネットワークを通じた全国的な普及啓発活動に加え、提供産科施設における妊産婦への普及啓発
などの取組が実施されている。移植件数についても、平成19年度は過去最高の移植件数に到達しており、
効率的な普及啓発が行われたものと評価できる。

（総合的な評価）
１　臓器移植については、国民一般への普及啓発として、臓器提供意思表示カード及シールの配布等による
臓器提供の意思表示の推進や中学３年生全員等にパンフレットを配布し移植医療に関する知識等の普及に
努めるとともに、毎年10月を臓器移植推進月間とし、臓器移植推進国民大会を開催している。また、臓器
提供意思登録システムの導入により臓器提供意思登録も伸びており、普及啓発が進んでいる。さらに、
医療機関での脳死判定や臓器提供の実施が促進されるよう都道府県コーディネーターや（社）日本臓器
移植ネットワークによる働きかけを行うとともに、平成18年の診療報酬改定で心臓、肺、肝臓、脾臓等
ほとんどの臓器の死体からの摘出・移植等について保険適用となるなど、適正な移植医療の推進に
取り組んでいる。以上により、脳死下の臓器提供数が19年度は13人と増加し、死体からの臓器移植数も
19年度は1,786件と増加するなど、臓器移植対策等の推進が図られていると評価できる。
　しかしながら、現状分析の欄にあるように移植を待っている人に比べて提供数が少ない状況となっている
中、平成18年11月に行われた世論調査によると、脳死判定後の臓器提供希望者が41.6％ある一方で
臓器提供意思表示カードの所持率は7.9％と低い水準となっており、移植医療に関する必要な情報の提供
など、引き続き適正な移植医療の推進に取り組んでいく必要がある。
２　造血幹細胞移植について、骨髄移植は、骨髄移植ドナー登録者数が平成10年より目標としていた
30万人（移植希望患者の9割に白血球の型が適合するドナー候補者が見つかると見込まれる人数）に
到達したことから、有効かつ効果的な普及啓発が行われていると評価できる。
　しかしながら、骨髄バンクにより適合するドナー候補者が検索される率は、93.5％（平成19年実績
国内患者に限る）であるのに対して、移植率は43.5%（平成19年までの実績　国内患者に限る）に
とどまっており、今後は一人でも多くの患者が骨髄移植を受けることができるよう、引き続きドナー登録者の
拡大を図るとともに、コーディネート期間の短縮やドナー登録者のリテンション対策等、総合的な対策に
取り組んでいく必要がある。
　また、さい帯血移植においては、患者の体重に応じた細胞数が必要とされていることから、成人に対しても
より移植に適したさい帯血を供給することができるよう、細胞数の多いさい帯血を保存していくための取組を
実施しているところであるが、今後も分析と評価を行いながら、より移植に適したさい帯血の確保に努めて
いく必要がある。

8
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　今後も引き続き普及啓発活動を推進し、国民の移植医療に対する信頼の確保と移植医療の普及に努める
ことが必要である。
　
（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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-

9

Ⅰ － 5 ③ －○予算要求
　 評価結果を踏まえ、被爆者の援護のため今後も引き続き総合的な施策を推進していくための必要な予算を
要求することとした。
※決算額においては不用が出ているが、２０年度より原爆症認定について新しい審査の方針にもとづき審査を
おこない、認定被爆者の増大も見込まれることから引き続き認定状況等の様子を見ながら予算要求に反映さ
せていく。
　（継続）
　　・原爆被爆者健康診断費交付金
　　　（平成２１年度予算概算要求額：2,902百万円［平成２０年度予算額：2,927百万円］）
　　・原爆被爆者手当交付金
　　　（平成２１年度予算概算要求額：97,634百万円［平成２０年度予算額：97,635百万円］）

（施策の概要）
　被爆者（被爆者健康手帳の交付を受けた者）等に対する保健・医療・福祉にわたる総合的な援護施策を講ずると
いう観点から、被爆者に対し、医療費、手当の支給や健康診断等を行っている。

（現状分析（施策の必要性））
　原爆被爆者対策については、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律の前文のとおり、「国の責任」において
実施することとされている。被爆者の平均年齢が75歳を超えた現在、健康状態に応じて支給される各種手当及び
福祉サービス等に対する個々の被爆者の需用はますます増大しており、健康診断等を通じ、各被爆者の健康状態
を予め把握することにより、疾病の早期発見、治療を行う必要がある。

（有効性）
　被爆者の援護に関しては、健康診断の実施、医療の給付を実施しており、各被爆者の健康状態を予め把握する
ことにより、被爆者の疾病の早期発見・早期治療が可能となる。また、疾病後や被爆者の高齢化に対する援護施
策についても、諸手当の支給、居宅生活支援及び原爆養護ホーム等への入所事業も実施しており、被爆者等の
援護が有効に行われていると評価できる。

（効率性）
　被爆者に対する健康診断や医療費の支給等は、各被爆者の健康状態を予め把握することにより、疾病の早期
発見・早期治療が可能となるため、被爆者の健康の保持・増進を図る上で効率的な手段といえる。

（総合的な評価）
　平成19年度の被爆者健康診断受診率は77.0％となっている。受診率をみると高齢化に伴い健康診断を受診せ
ず、医療機関にかかっている被爆者が増えてきており減少傾向にはあるが、過去５年間の実績平均をみても、被
爆者健康診断の受診率は79.5％となっており、被爆者の援護のために適切な施策が行われていると考えられる。
　また、疾病後や被爆者の高齢化に対する施策についても、諸手当の支給、居宅生活支援及び原爆養護ホーム
等への入所事業も実施しており、今後も引き続き総合的な施策を推進していくことが必要と考える。
　
（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）

4 原子爆弾被爆者等を援護
すること
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② ○○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※日中韓治験調査対策事業費を厚生労働科学研究費において実施するなどしたため、施策全体の予算規模
を前年度より縮小する。
　(平成２１年度予算概算要求額：７３１百万円〔平成20年度予算額：７５６百万円〕）

○機構・定員要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度定員要求を行った（定員要求：３名）
　この他、新医薬品の開発から承認までの期間を平成２３年度までに２．５年短縮することを目標とし、独立行
政法人医薬品医療機器総合機構の審査人員を平成１９年度から平成２１年度の３年間で２３６名増員すること
としている。また、医療機器の承認審査についても一層の迅速化が求められており、経済財政改革の基本方針
２００８においても、今秋中に審査体制の拡充を始めとする医療機器の審査迅速化アクションプログラムを策定
することが求められている。

1 有効性・安全性の高い新医
薬品・医療機器を迅速に提
供できるようにすること

（施策の概要）
　有効性・安全性の高い医薬品・医療機器を迅速に提供することが、国民の保健衛生の向上に極めて重要である
ことから、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以下「機構」という。）が必要な審査業務を迅速に行い、厚生労
働大臣が承認を行う。

（現状分析（施策の必要性））
　医療技術・科学技術等が日進月歩の進歩を遂げている中、海外の医療現場で利用されている医薬品・医療機器
が国内では速やかに利用できないといった声もあり、有効で安全な医薬品・医療機器を迅速に国民に提供していく
ことが求められている。
　このような中、「革新的医薬品・医療機器創出のための５か年戦略」（平成１９年４月策定、平成２０年５月改定）に
基づき、承認審査の迅速化・質の向上に関する取組を進めており、「ドラッグ・ラグ」及び「デバイス・ラグ」（※）の解
消に向け、各種施策を実施している。

※　「ドラッグ・ラグ（デバイス・ラグ）」とは、欧米で承認されている医薬品（医療機器）が我が国では未承認であって
国民に提供されない状態である。現在、厚生労働省としては、新医薬品については上市までの期間を２．５年短縮
することを目標としている。なお、新医療機器については現在実態を精査中である。

（有効性）
　平成１９年度から３年間で機構における新薬審査の審査人員を倍増（２３６人増員）することとし、医療機器の審
査人員についても計画的に審査人員の増員を図ってきたところである。平成19年度においては、資産事務処理期
間内に処理した割合は、新医薬品については60.3％、新医療機器については82.6％であり、それぞれの目標であ
る70％、90％を達成できなかったが、これは、機構発足以前に申請されたいわゆる滞貨分（以下同じ。）等を重点
的に処理した影響によるものである。一方、新医薬品及び新医療機器の承認審査の処理件数は平成17年度から
平成19年度まで着実に増加しており、承認審査を迅速に行うという目標の達成に向けて進展していると評価でき
る。

（効率性）
　新医薬品・医療機器とも、承認審査前に通常行われる企業と機構との間での相談（治験相談等）の拡充に努めて
おり、審査過程において科学的に議論のポイントとなる点を事前に洗い出すなど、治験相談等を通じた承認審査
の効率化に努めている。
　また、審査担当職員の研修プログラムの充実・強化、各種ガイドラインの作成、審査基準の明確化などを通じて、
承認審査を効率的に迅速化していると評価できる。

（総合的な評価）
　以上のことから、有効性・安全性の高い新医薬品・医療機器を迅速に提供するための施策を、効果的かつ
効率的に実施していると評価できる。

（施策目標の評価）
　施策目標を継続（施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討）

Ⅰ － 6 －
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④ ○2 医薬品等の品質確保の徹
底を図るとともに、医薬品等
の安全対策等を推進するこ
と

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※C型肝炎の問題を契機として、医薬品による健康被害の再発防止に向けた安全対策等にかかる
体制の充実・強化を含めた医薬品行政の見直しを図るため。
　（平成２１年度予算概算要求額：２，７５４百万円〔平成２０年度予算額：２，７０４百万円〕）

○機構・定員要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度組織及び定員要求を行った。（定員要求：３名）

Ⅰ 6－ － （施策の概要）
 　医薬品等の品質の確保の徹底を図るため、立入検査、不良品の回収等を行う。また、医薬品等の安全対策を推
進するため、ホームページにおいて広く国民、医薬関係者等へ情報提供を行う。。

（現状分析（施策の必要性））
　近年、医療技術の進歩等に伴い、生命工学等の様々な科学技術を利用した医薬品、医療機器等が開発され、よ
り効果の強い医薬品や、より精密な医療機器等、市場に流通する製品も多様化、高度化していることから、製造段
階や流通段階における医薬品等の品質の確保は以前にも増して重要となってきているところである。そのため、立
入検査、不良医薬品の回収等の監視指導により品質確保の徹底を図るとともに、副作用報告等の安全性情報の
分析・評価、適切な情報提供等により安全対策を推進している。

（有効性）
　保健衛生上の危害を発生させるおそれのある医薬品等については、薬事法第77条の４の規定等により、その製
造販売業者に対して、自主回収等の適切な措置を講じることを義務づけているところであり、平成19年度において
は649件の自主回収が行われ、必要に応じて保健衛生上の危害を発生させるおそれのある医薬品が市場に流通
することを防いでいる。
　また、医薬品等は、基本的にヒトの身体に何らかの影響を及ぼして疾患の治療等を行うものであるため、予期し
ない副作用が起きることも避けられない。そこで、収集された副作用報告等の安全性情報を分析・評価し、必要に
応じて使用上の注意の改訂を行っているところであり、平成19年度においては138件の医薬品等の使用上の注意
の改訂が行われており、医薬品等の安全性に係る情報提供を充実させていると評価できる。

（効率性）
　監視指導業務については自主回収を行った業者に対し重点的に監視指導を行い、また、医薬品等の安全性に係
る情報提供については機構のホームページに掲載する等、効果的かつ効率的に医薬品等の品質確保、安全対策
を推進していると評価できる。

（総合的な評価）
　必要に応じて不良医薬品の流通防止、医薬品等の安全性に係る情報提供を充実させており、また効率的に当該
事務を行う取組も進めていることから、医薬品等の品質確保の徹底を図るとともに、医薬品等の安全対策等を推
進していると評価できるが、薬害肝炎事件を踏まえ、フェブリノゲン製剤及び血液凝固第Ⅸ因子製剤によってC型
肝炎ウイルスに感染した方々への救済に全力を注ぐことはもとより、年間3万件にのぼる副作用報告等の安全性
情報の分析・評価を始めとした安全対策にかかる体制の充実・強化が必要と考えられる。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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Ⅰ － 7 － ④ －1 健康な献血者の確保を図
り、血液製剤の国内自給、
使用適正化を推進し、安全
性の向上を図ること

（施策の概要）
　安全な血液製剤の安定供給の確保等を目的として、献血の推進に関する計画を策定し、血液製剤の安全性の
向上、安全供給の確保及び適正な使用の推進を図る。

（現状分析（施策の必要性））
　近年少子高齢化が進む中、献血者数は減少傾向にあり、特に若年層の献血者の減少が著しい。さらに、平成17
年2月、国内で初めての変異型クロイツフェルト・ヤコブ病（ｖCJD）患者が確認されたことから、献血等によるｖCJD
の伝播防止に万全を期するために、従来から実施している欧州地域への一定期間以上の滞在歴のある方からの
献血制限に加え、当分の間の暫定措置として、昭和55年から平成8年の間に英国に１日以上滞在歴のある方から
の献血を制限することとした。これにより、献血者がさらに減少し、医療に必要な血液が不足する恐れがあるとし
て、平成17年4月に厚生労働大臣を本部長とする「献血推進本部」を省内に設置し、献血の確保、血液製剤の適正
使用等の対策を図っている。

（有効性）
　安定供給に必要な献血量を確保することができており、血液製剤についても相当程度国内献血により確保され
ている。また、以前は大量に使用されていたアルブミン製剤の使用量も着実に減少し、あわせてその自給率も増加
しており、安全で安心な血液製剤を安定的に供給していると評価できる。

（効率性）
　献血により確保した血液量については概ね達成水準の90％を維持しており、また血液製剤使用適正化推進に係
る調査研究については全ての都道府県の合同輸血療法委員会で実施するのでなく、自主的に協力を申し出た合
同委員会の中で積極的な取組が見られるところに限って委託し、その調査研究結果を全国的に共有することによ
り、効率的に安全で安心な血液製剤を安定的に供給していると評価できる。

（施策目標の評価）
　上記２つの観点から、効果的かつ効率的に安全で安心な血液製剤を安定的に供給していると評価できる。
　
（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※安定的な献血量を確保するとともに、血液製剤については使用量の減少が図られており、一定の成果は上
がっている。ただし、献血量及び献血者数については減少傾向にあり、特に若年者層の献血者数の減少が著
しいところである。このため平成21年度概算要求においては、幼少期からの献血への理解を深めるための啓発
普及経費と、採血前の血液検査の結果、血液比重又は血色素量が採血基準に満たないと判断され、採血不能
となった献血希望者への健康相談を行うことにより献血者の増加を図る事業
を新たに要求することとしている。
（平成２１年度予算概算要求額：７２７百万円〔平成２０年度予算額：７２７百万円〕）
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－ 新医薬品・医療機器の開発
を促進するとともに、医薬品
産業等の振興を図ること

9 （施策の概要）
・医薬品、医療機器等の開発を促進するため、基礎研究推進等事業による研究開発費の確保や、医薬品、医療機
器の開発に必要な治験を実施する環境を充実させるための治験活性化モデル事業、治験等の臨床研究実施に必
要な治験コーディネーター（ＣＲＣ）の養成といった基盤整備事業を実施している。
・質の高い医薬品・医療機器を国民に迅速に提供することを目的として、研究開発の支援、治験環境の整備を行う
こと等により、医薬品・医療機器の製造業や販売業等の振興を図る。
・後発医薬品を普及させることは、患者負担の軽減や医療保険財政の改善に資することから、「平成２４年度まで
に、後発医薬品の数量シェアを３０％以上にする」ことを目標に積極的に推進することとする。
・医薬品及び医療機器の流通について、取引慣行改善のための指導等を通じて公正な競争を確保するとともに、
医薬品については未妥結及び仮納入の是正を図る。また、医薬品コードの標準化と医療機器サプライチェーン構
想の推進を通じて流通の効率化を促す。

（現状分析（施策の必要性））
　我が国の医薬品・医療機器市場において、外国オリジン（外国で開発された医薬品・医療機器）のシェアが伸び、
一方で欧米主要国で既に販売されている医薬品・医療機器の日本への上市（研究開発の段階を完了した薬剤が
製品として市場に出回ること）が遅れるという「ドラッグ・ラグ（医薬品発売時間差）」、「デバイス・ラグ（医療機器発
売時間差）」の問題が明らかになっている。このような問題を解消し、医療ニーズに対応した安全で質の高い医薬
品・医療機器が国民にできるだけ早く合理的な価格で提供されることができるよう、臨床研究・治験環境の整備、
審査の迅速化・質の向上等を図り、我が国の市場を国際的に魅力あるものにしていくことが不可欠である。
　また、後発医薬品については、先発医薬品と同等であるとして厚生労働大臣が承認したものであるものの、現場
の医療関係者等から、その品質、供給体制、情報提供体制等に関する問題点が指摘されるなど、後発医薬品に対
する医療関係者等の信頼は必ずしも高いとはいえない状況にある。患者及び医療関係者が安心して後発医薬品
を使用することができるよう品質確保や安定供給等に関し、国及び関係者が必要な取組を行う必要がある。
　さらに、医薬品・医療機器の流通については、販売における不公正な競争の事案（不当な景品類の提供）や長期
にわたる未妥結・仮納入や総価取引等の改善すべき取引慣行が依然として見られ、流通改善策の着実な実施が
求められている。

（有効性）
　新医薬品・医療機器の開発の促進及び医薬品産業等の振興のためには、臨床研究・治験環境の整備、
審査の迅速化・質の向上、後発医薬品の使用促進、医薬品・医療機器の流通改善等の施策が有効である。

（効率性）
　医薬品・医療機器産業に関するビジョンの策定、モデル事業や治験管理室・専門外来の設置等による治験
の推進、研究開発に対する支援等の施策を実施するなど、画期的な医薬品、医療機器等の研究開発の推進等
の施策が新医薬品・医療機器の開発促進及び医薬品産業等の振興を図るための綜合的な施策である。
　これらの施策を効率的に実施するためアクションプラン等を策定し進捗状況を適宜確認し、着実な施策の実施
を図っていることからも効率的な施策であると評価できる。
　また、公正な競争の確保のため業界の自主団体である公正取引協議会と連携した取組、コード標準化に向けた
業界の代表者を含めた検討会の開催などの取組も進められている。

（総合的な評価）
　平成１４年８月に医薬品産業ビジョン、平成１９年８月に新医薬品産業ビジョン、平成１５年３月に医療機器産業
ビジョン、平成１９年３月に新たな治験活性化５カ年計画、平成１９年４月に革新的医薬品・医療機器創出のための
５か年戦略を策定し、毎年それぞれの進捗状況を確認しつつ、着実に治験環境の整備及び医薬品・医療機器の
産業振興策を進めた。医薬品・医療機器の開発には長期間を要するが、新医薬品・医療機器の承認取得数及び
治験届の提出数が平成１６年から１９年まで増加傾向にあることから、施策目標に向けた取組が進んでいると
評価できる。
　また、後発医薬品の使用促進については、本格的に施策を開始してから２年程度しか経過していないため、
効果が数値に表れていない。平成１９年１０月に「後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」を策定し、
後発医薬品の安定供給、品質確保、情報提供体制の強化等に関し、国及び後発医薬品企業が行うべき取組
を取りまとめたところであり、今後、これらの取組の効果や後発医薬品のシェアの動向を十分踏まえつつ、
施策目標の達成に向け、必要な取組を進めていく。
　医薬品・医療機器の流通改善については、不公正な競争の事案の洗い出しを開始したところであるため、
事案数の増減により施策の有効性を判断することはできないものの、厚生労働省が流通改善のための指導等
を行うことにより、事業者や団体等における遵法意識が向上し、公正な競争が行われるようになると想定される。
妥結率については、平成１８年から１９年にかけて大幅な改善が見られたが、薬価調査の信頼性確保のためには、
さらに早期妥結を進める必要があり、平成２０年度の改善状況を注視することとしている。流通の効率化のための
バーコードの貼付率（医療機器）については、平成１９年度において平成１５年度の約２倍となっており、標準コード
付与とバーコード表示を進める等の取組の効果があったものと判断できる。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

1Ⅰ － ○予算要求
　　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※平成20年度予算として、新規に「医療機器流通改善経費」（個別目標6関連）及び「コード表示情報化
促進経費」（個別目標7関連）が追加され、「後発医薬品使用促進対策費」（個別目標5関連）が拡充された。
　平成21年度予算要求において、新たに「医療機器産業対策推進費」、「医療機器価格データベース
作成等経費」を要求する予定（未定）。
　（平成２１年度予算概算要求額：２，１８０百万円〔平成２０年度予算額：１，８０４百万円〕）

④ －
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（施策の概要）
   国民皆保険制度を堅持し、医療保険制度を持続可能なものとすること。

（現状分析（施策の必要性））
　医療保険財政は急速な高齢化等により大変厳しい状況が続いている。今後一層の高齢化が進む中、ますます厳
しさを増すことが予想される。
　こうした大きな変化の中で、国民皆保険を堅持し、医療保険制度を持続可能なものにするためには、医療の質の
確保を図りつつ、制度全般にわたる改革を行っていく必要がある。このような認識の下、平成15年3月28日に閣議
決定された「健康保険法等の一部を改正する法律附則第２条第２項に基づく基本方針」に基づき、医療保険制度
の関する改革を行うこととし、平成１７年の「医療制度改革大綱」の内容に沿って、平成18年には「健康保険法等の
一部を改正する法律」（平成18年法律第83号）が成立し、平成20年において本格的に施行されたところである。
　平成20年4月から施行された長寿医療制度については、制度の円滑な実施に向け、地域の高齢者をはじめ国民
の皆様に、きめ細かな広報を行う等、制度の定着に向けた取組を引き続き実施する必要がある。

（有効性）
・　市町村国保においては、高齢化に伴い、【指標４】のとおり被保険者の増加がみられる。保険料（税）収納率は
平成17年度においては10年ぶりに上昇に転じ、平成１８年度においても上昇傾向は続く見込み（速報値で91．
46％）であるが、依然低水準で推移しており、厳しい財政運営が迫られる状態となっている。
・　このような中、保険者の規模の適正化や財政の安定を確保するとともに、保険料が地域の医療の水準に見合っ
たものとなるよう、都道府県を軸として再編・統合を行うことを基本的な方向とした制度改正を行っている。
・　市町村国保については、保険財政の安定化と市町村国保間の保険料平準化を促進する観点から、都道府県単
位での保険運営を推進することとし、市町村国保の拠出による保険財政共同安定化事業を実施している。市町村
国保及び国保組合の保険者数については、【指標２】のとおり、近年の市町村合併によるところが大きいものの、
大幅に減少している。
・　また、１人あたり給付費については、健保組合では漸減しているが、これは制度改正に伴うものであり、保険料
額も給付費額の動向に見合った変動をしているものと考えられる。他方、高齢者の加入割合が高い国保では、高
齢化の進展に伴い、医療給付費の増加が見られる。
・　さらに、高齢化に伴う医療費の増大が見込まれる中で、持続可能な医療保険制度を構築するため、平成18年
の制度改革によって、若い人と高齢者の負担のルール（現役世代からの支援金が給付費の４割、75歳以上の
高齢者が１割、残りの５割が公費）を明確にし、高齢者の医療費を国民皆で支える仕組みとして、平成20年4月
から長寿医療制度が施行されたところである。

（効率性）
・　健保組合の保険料の徴収率については、厳しい経済情勢の下でも、高い値を維持しており、適切な納付の
督促等が実施されていると評価できる。なお、医療費通知実施保険者数が漸減傾向にあるのは、健保組合数
の減少に伴うものと考えられる。
・　市町村国保については、保険料（税）収納率は平成17年度においては10年ぶりに上昇に転じ、平成１８年度
においても上昇傾向は続く見込み（速報値で91．46％）であるが、依然低水準で推移しており、厳しい財政運営が
迫られる状態が続いている。なお、医療費通知実施市町村が漸減傾向にあるのは、市町村合併による
市町村国保保険者数の減少に伴うものと考えられる。
・　平成20年4月から段階的にオンライン請求を導入し、平成23年4月からは原則として全てのレセプトが
オンライン化を達成できることを目指しているが、平成19年度においては、レセプトのオンライン化率が8.8％と
着実に導入が開始されている。

（総合的な評価）
・　今後も、保険者の規模の適正化や財政の安定を確保するとともに、保険料が地域の医療の水準に見合ったもの
となるよう、都道府県を軸として再編・統合を行う取組を実施する必要がある。
・　今後も、負担と給付の均衡を図り、人口構造の変化に対応できる持続可能な医療保険制度を構築するため、
平成20年4月からの実施を目指した保険者を中心とした生活習慣病対策、平成２０年度を初年度とする5か年計画
である全国医療費適正化計画の策定、療養病床の再編成といった医療費の適正化対策を総合的に推進して
いくことが必要である。
　これからも国民皆保険制度を堅持し、持続可能な医療保険制度を構築していくためには、短期的な医療費
適正化対策に加え、国民・患者の視点に立って、生活習慣病対策、良質かつ効率的な医療提供体制の確立
に努める中で、中長期を見据えた医療費適正化を推進する必要がある。
・　平成２０年４月から施行された長寿医療制度の円滑な実施のために、同年６月の政府・与党決定も踏まえ、
低所得者へのなお一層の軽減措置や保険料の口座振替の対象者拡大などを実施して、制度の円滑な運営を
図るとともに、地域の高齢者をはじめ国民に、制度の目的などを理解してもらうよう、各市町村等とも連携しつつ、
小学校区ごとにきめ細かな相談や説明会を開催するなど、長寿医療制度について丁寧な広報を行い、制度の定着
に向けて努力する。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）

－10 適正かつ安定的・効率的な
医療保険制度を構築するこ
と

1－Ⅰ －○予算要求
　評価結果を踏まえ、適正かつ安定的・効率的な医療保険制度を構築する観点から、そのために必要な予算を
継続して要求することとした。
※
・現在の施策目標により、持続可能な医療保険制度の構築を進めることが可能となるため。
・また、とりわけ長寿医療制度については、本年６月の政府・与党決定を踏まえ、低所得者へのさらなる保険料
の軽減対策を着実に実施するとともに、市町村と連携しつつ、小学校区ごとに相談や説明会を開催するなど、
きめ細かい広報を引き続き実施する必要があるため。
（継続）
・診療報酬情報提供サービス
　（平成２１年度予算概算要求額：４５百万円〔平成２０年度予算額：４５百万円〕）

③
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15

Ⅱ － 1 － 1 食品等の飲食に起因する衛
生上の危害の発生を防止
すること

（施策の概要）
   食品の安全性の確保のために、公衆衛生の見地から必要な規制その他の措置を講ずることにより、飲食に起因
する衛生上の危害の発生の防止し、もって国民の健康の保護等を図るもの。

（現状分析（施策の必要性））
　製造技術の高度化や輸入食品の増加等により、我が国の食生活を取り巻く昨今の環境は大きく変化し、国民の
食品に対する関心も日増しに高まっている。
　また、ＢＳＥ問題や残留農薬問題、平成２０年においては、食品による薬物中毒事案が発生するなど、食品の安
全性を確保するという要請がますます強くなっているところである。
　こうした現状の中で、平成１５年における食品安全基本法の成立や食品衛生法等の改正により、食品の健康に
及ぼす影響を評価するリスク評価機関としての内閣府食品安全委員会が設置されるとともに、厚生労働省は規格
基準の策定やそれに基づく監視指導の業務などを担うリスク管理機関としての立場が明確化され、食の安全への
新たな取組みが始まっていることを踏まえ、厚生労働省としては、引き続きリスク管理機関として、関係省庁及び地
方公共団体とも連携しつつ、国民の協力を得ながら、食品の安全の推進を図っているところである。

（有効性）
　自治体の食品衛生監視員の資質の向上のための講習会の開催、集団給食施設・仕出屋等、食品を大量に扱う
事業者に対する衛生管理マニュアルの策定等、大規模食中毒の発生を未然に防止するための施策を国民の健康
の保護を図る上で効果的に実施している。
　ポジティブリスト制度導入に伴い新たに残留基準を設定した農薬等に関して、リスク評価機関である内閣府食品
安全委員会に個々の農薬等の食品健康影響評価を依頼し、その評価結果を踏まえて必要な基準の見直しや試験
法の開発・整備を行うことは、食品中に残留する農薬等に対し、最新の科学的知見に基づいた判断を踏まえた、よ
り適切な規格基準の策定に資するものであることから、食品の安全性確保を図る上で有効な施策である。
　また、健康食品等に関する健康被害報告数については、過去５年間（平成１４年から１８年）の報告数の平均は７
６．２件であるが、平成１９年には３０件と目標を達成していることからも推察できるように、虚偽誇大広告等不適正
表示の防止に関する普及啓発を行うことは健康食品の安全対策を推進するに当たり有効であったと考えられる。
　平成１８年３月に策定された食育推進基本計画において、食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国
民の割合を６０％以上にするという目標が掲げられているが、これを実現するために、行政、消費者、事業者の
三者間の意見交換会について計画を立て、全国で定期的に行っている。また、資料等は厚生労働省ホームページ
に掲載し、国民への情報提供を積極的に行っているところであり、目標の達成に対して有効な政策手段であると
考えられる。

（効率性）
　自治体の食品衛生監視員の資質の向上のための講習会の開催、集団給食施設・仕出屋等、食品を大量に
扱う事業者に対する衛生管理マニュアルの策定等、大規模食中毒の発生を未然に防止するための施策を
効率的に実施している。
　農薬等の残留基準の見直しについては、内閣府食品安全委員会における食品健康影響評価を踏まえ、
学識経験者等の専門家で構成される薬事・食品衛生審議会において審議の上、順次行っているところである。
　健康被害報告については、保健所が医師からの報告を受けて都道府県経由で厚生労働省に情報提供する
仕組みとしており、自治体との適切な役割分担を行うことによって迅速かつ効率的な報告が行われている。
　意見交換会については、参加者が地域によって偏らないように全国各地で開催するよう計画を立てている。
また、国民への情報提供についてもホームページ等を活用して幅広に行っており、目標を達成するための手段は
効率的であると考えられる。

○○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度概算要求を行った。
※施策目標に係る指標については、目標を達成しているものについては、着実な制度の整備・運用が見られて
いるとともに、目標を達成できなかったものについても、その原因の分析が的確になされているため。
　また、施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討することについては、先般発生した食品
による薬物中毒事案を踏まえ、食品危害情報を広く収集、解析、管理する必要があるため。
（新規）
・食品危害情報対策費：78百万円
・輸出国食品安全対策調査評価推進費：８百万円
（継続）
・安全性未承認ＧＭ食品監視対策費
　（平成21年度予算概算要求額：13百万円〔平成20年度予算額：13百万円〕）
・食品技術安全性検証費
　（平成21年度予算概算要求額：18百万円〔平成20年度予算額：15百万円〕）
・食品の販売・輸入禁止等対策費
　（平成21年度予算概算要求額：18百万円〔平成20年度予算額：18百万円〕）
・食中毒危機管理対策費
　（平成21年度予算概算要求額：28百万円〔平成20年度予算額：27百万円〕）
・農薬等ポジティブリスト制推進事業費
　（平成21年度予算概算要求額：622百万円〔平成20年度予算額：502百万円〕）
・食品添加物指定費
　（平成21年度予算概算要求額：111百万円〔平成20年度予算額：105百万円〕）
・誇大広告等不適切表示監視等指導費
　（平成21年度予算概算要求額：6百万円〔平成20年度予算額：7百万円〕）
・消費者等情報提供事業費
　（平成21年度予算概算要求額：18百万円〔平成20年度予算額：31百万円〕）
○定員要求
　評価結果を踏まえ、検疫所における食品衛生監視員を増員することとした。（定員要求：55名）
※定員要求については、年度ごとに定める輸入食品のモニタリング検査計画について、最新のデータに基づく
見直しを行うとともに、適切な実施体制を確保する必要があることから、検疫所における食品衛生監視員の大
幅な増員が必要となるため。

④
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（総合的な評価）
　大規模食中毒については、過去５年間（平成１４年から１８年）の平均件数は３．２件であるが、平成１９年には５件
発生している。これは、ノロウィルスによる食中毒が増加したこと等が原因と考えられる。引き続き、大規模食中毒
の発生を未然に防止するための施策を適切に講じていくことが必要である。なお、今般発生した食品による
薬物中毒事案を踏まえ、平成２０年２月２２日に取りまとめられた食品による薬物中毒事案に関する関係閣僚会合
による申合せに基づき、食品衛生法施行規則（昭和２３年厚生省令第２３号）第７３条の改正を行い、都道府県
知事等が直ちに厚生労働大臣へ報告しなければならない食中毒事件の範囲を拡大するとともに、食品等事業者が
衛生管理上講ずべき措置を都道府県が条例で定める際の指針となる「食品等事業者が実施すべき管理運営基準
に関する指針（ガイドライン）」（平成１６年２月２７日付け食安発第０２２７０１２号）について、食品等事業者から
保健所等へ速やかに報告する旨のルールを確立するよう改正したところである。
　モニタリング計画に基づくモニタリング検査の達成率については、平成１４年度から１００％を超えており、検査を
通じて、違反食品の発見とともに輸入時検査の強化及び輸入者に対する適切な指導を実施し、食品の安全性を
確保していると評価できる。
　なお、平成２０年５月２３日に総務省から「輸入農畜水産物の安全性の確保に関する行政評価・監視」の結果
に基づく勧告を受けたことを踏まえ、市場動向の変化等を考慮の上、モニタリング検査についてきめの細かい
対応が可能となるよう、一層の輸入食品の安全性確保に取り組むこととする。
　ポジティブリスト制度は、平成１８年５月２９日から施行されたが、平成１９年度には２９農薬等の基準見直しを
図ったところであり、着実に制度の整備・運用が行われていると評価できる。今後とも、制度に関してより一層の
周知徹底を図るとともに、効率的な試験法整備や残留基準の設定を継続的に進める必要がある。
　平成１５年度から開始した意見交換会は、全国各地において、毎回、一定数の参加者を確保し、テーマも幅広く
開催しているところであり、食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合は、内閣府食品安全
委員会が平成１７年及び１８年に実施した食品安全確保総合調査によると着実に増えており、施策目標の達成に
向けて進展があったものと評価できる。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）
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安全で質が高く災害に強い
水道を確保すること

Ⅱ －③○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※これまで示した通り、いずれの指標についても前年度比で、また、近年継続的に向上していることから、
安全で質が高く災害に強い水道の確保に効果があったと評価できる。今後も引き続き現行の施策を推進し、
目標の達成を目指し、安全で質が高く災害に強い水道を確保することに努めていく必要があるため。
　（平成２１年度予算概算要求額：107,852百万円［平成20年度予算額：100,969百万円］）

2 （施策の概要）
　現在及び将来の需要者に対し、安心して飲める水を安定的に適切な負担で供給するため、経営・技術の両面に
わたり運営基盤の強化を図る。また、国民の安心が得られる安全性の確保、さらには地域差のある快適性の向上
に向けた施策を展開する。さらに、地震、渇水等の災害発生等、テロ等の事態においても、断減水による国民生
活・社会経済活動への影響を未然に防止あるいは軽減するため、水道施設の耐震化や渇水対策を推進する。

（現状分析（施策の必要性））
　我が国の水道は今日では大部分の国民が利用できるまでに普及しているものの、水道未普及地域の解消、水
道管理の徹底、地震等の災害対策、水道施設の計画的な更新、運営基盤の強化等に向けた取組が必要とされて
いる。将来にわたり安全で良質な水を安定的に供給できるよう、平成１６年６月に「水道ビジョン」を作成し、水道関
係者の共通の目標となる水道の将来像とそれを実現させるための施策、行程を示すとともに、各水道事業者等に
対しては、自らの事業の現状と将来見通しを分析・評価した上で、目指すべき将来像の実現に向けた方策等を示
す「地域水道ビジョン」の作成を推奨している。
　また、平成１８年度末現在、水道事業者等の総数は９，３０４に上るが、小規模水道事業者においては基幹施設
の耐震化、安全な水道水を供給するための技術者の確保及び経営基盤強化等が困難となる場合が多いため、統
合、広域化を推進することが求められている。
  水道未普及人口は着実に減少しており、水道普及率も平成１５年度は９６．９％であったのが、平成１８年度は９
７．３％となっている。一方、水道未普及地域においては、井戸利用により生活用水を得ている場合が多いが、水
質基準を超過している井戸も多数存在し、そのような地域において特に水道の普及が急がれる。
　基幹施設や基幹管路の耐震化は十分には進んでいない状況であり、地震が発生した場合に被害発生を抑制し、
影響を小さくすることが重要であることから、水道事業者等の耐震化事業を計画的に実施していく必要がある。ま
た、渇水対策として地域の実情に応じた水資源確保等の推進を図る必要がある。

（有効性）
　地域水道ビジョン策定状況は平成１９年度では５１％と向上している。策定されている地域を給水人口ベースで集
計すると、平成１８年度の５２，０７８千人に対して平成１９年度は６０，０１９千人となり、水道の運営基盤の強化は
毎年着実に進んでいる。また、広域水道受水人口（※）は、平成１５年度の８０，０６４千人に対して平成１８年度は８
１，７００千人となり、水道事業の統合による広域化が着実に進んでいる。
　水道未普及人口は着実に減少しており、水道普及率も平成１５年度９６．９％であったのが、平成１８年度は
９７．３％であり、国庫補助事業による簡易水道の整備等により、未普及地域における水道の整備が有効に
行われている。
　水質基準適合率は９９．９％以上という高い水準を維持しており、また、直結給水実施総戸数は、平成１５年度
の１，１３１千戸に対して平成１８年度は１，７１６千戸となり、直結給水実施総戸が毎年度増加し、施策が着実
かつ有効に進んでいる。
　地震に強いダクタイル鋳鉄管の布設延長割合は毎年着実に増加し、かつ、強度が低い石綿セメント管の
布設延長割合は減少している。また、基幹管路の耐震化率は、平成１７年度に１０．８％に対して平成１８年度は
１１．９％となり、地震に対する十分な備えができているとはまだ言えない状況にあるが、着実に増加している。
被害の影響範囲の縮小、早期復旧や応急給水の充実のため基幹管路が耐震化されていることが重要である
ことから、国庫補助等の施策は災害対応力の強化に有効である。
　また、渇水時においても国民の生活を守ることができるよう安定的な水道水源の確保のための事業に対する
国庫補助等の施策により、水道水源開発を推進することによって、渇水による断減水影響人口の減少を図って
いる。

　※広域水道受水人口＝広域水道事業（企業団等地方自治体が共同で行っている水道事業及び県営水道事業）
の給水人口＋水道用水供給事業（水道事業者に対して水道用水を卸売りする事業）から受水している水道事業
（広域水道事業は除く）の給水人口

（効率性）
　簡易水道再編推進事業及び水道広域化施設整備費に係る国庫補助事業については、　費用対効果について
確認した上で補助採択しているところである。平成１８年度に簡易水道再編推進事業及び水道広域化施設整備費
として新規国庫補助採択を行った４０件の事業の費用便益比は、事業が実施されない場合の減断水被害額等を
事業費で除したもの等を用いて算出し、いずれも１以上であるため投資効率性があるといえる。
　水道未普及地域解消事業に係る国庫補助事業については、平成１１年度新規採択分より、費用対効果について
確認した上で補助採択しているところである。平成１８年度に水道未普及地域解消事業費として新規国庫補助採択
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を行った７０件の費用便益比は、事業の実施により未普及地域の人々が各自水源を確保するのに必要な支出を
回避できる費用を事業費で除したもの等を用いて算出し、いずれも１以上であるため、未普及地域における
水道施設の整備が効率的に行われているといえる。
　高度浄水施設等整備に係る国庫補助事業については平成１１年度新規採択分より費用対効果について確認
した上で補助採択しているところである。平成１８年度に高度浄水処理施設の新規国庫補助採択を行った１８件
の費用便益比は、導入により需要者が浄水器等の代替手段の支出を回避できる費用を高度浄水処理事業費
で除したもの等を用いて算出し、いずれも１以上であるため投資効率性があり、高度浄水処理の導入による
安全で質が高い水道の確保が効率的に行われているといえる。
　水道管路近代化推進事業に係る国庫補助事業については、平成１１年度新規採択分より、費用対効果について
確認した上で補助採択しているところである。平成１８年度に水道管路近代化推進事業費として新規国庫補助
採択を行った２２件の事業の費用便益比は、事業が実施されない場合の減断水被害額等を事業費で除したもの
等を用いて算出し、いずれも１以上であるため投資効率性があるといえる。

（総合的な評価）
　各水道事業者の現状と将来見通しを分析・評価した上で、目指すべき将来像の実現に向けた方策等が示されて
いる地域水道ビジョンの策定は、水道の運営基盤の強化に対しても効果があり、その数は毎年着実に増加して
いる。
　また、広域水道受水人口の増加や市町村合併による水道事業の統合が進んでいることから、広域化の推進に
よる経営基盤の強化が進んでいると評価できる。従来の事業統合による広域化に加えて、経営の一体化、
管理の一体化、施設の共同化による新たな概念の広域化を推進していく必要がある。
  水道未普及人口は年々減少しており、水道未普及地域の減少に効果があった。今後も引き続き現行の施策を
推進し、水道未普及地域の解消に努めていく必要がある。
　高度浄水施設整備等についての国庫補助や水道事業者等への立入検査等が相まって、安全で質が高い水道水
の供給に効果があったと評価できる。また、高度浄水施設等整備にかかる国庫補助事業については、個別の事業
の新規採択の際に費用対効果分析（参考参照）を行っており、効率的な運用が行われているものと評価できる。
今後も引き続き現行の施策を推進して実績目標の達成を目指し、安全で質が高い水道水の供給の確保に
努めることが必要である。
　直結給水実施総戸数についても年々増加しており、直結給水の実施が毎年着実に進んでいると評価できる。
　水道施設の耐震化の状況は十分といえる状況ではなく、耐震管路延長の増加等水道水の安定供給のための
基盤施設整備の推進が重要。施策により管路の耐震化が着実に進んでいると評価できる。今後も引き続き現行の
施策を推進し、災害に強い水道の整備など水道水の安定供給を図ることが必要である。
　渇水対策については、渇水時においても国民の生活を守ることができるよう、安定的な水道水源を確保する
ために、地域の実情や特性を踏まえ、今後とも水道水源開発等の対策を着実に進めることが必要である。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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－ 規制されている乱用薬物に
ついて、不正流通の遮断及
び乱用防止を推進すること

（施策の概要）
　麻薬・覚せい剤等の不正流通を遮断するため、国内外の関係機関と協力して取締りを徹底するとともに、医療機
関・薬局における医療用麻薬の適正使用を推進する。また、薬物乱用を未然に防止するため、薬物乱用の危険性
を啓発する。さらに、麻薬・覚せい剤等の使用のきっかけとなる危険性のある違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）
の不正流通を遮断するため、幻覚等の作用を有する物質を指定薬物として指定し、その取締りを徹底する。

（現状分析（施策の必要性））
　我が国の薬物情勢は、検挙人員の大多数を占める覚せい剤事犯については、押収量は減少傾向にあったが平
成１９年においては増加し、検挙人員についても増減を繰り返している。また、大麻やＭＤＭＡ等合成麻薬事犯に
ついては、平成１９年において押収量が前年より増加しているが、検挙人員については減少しているものの、検挙
人員の約９割が初犯で、特に２０歳代を中心とした若年層への乱用の拡大が顕著となっており、依然として深刻で
あり予断を許さない状況にある。関係機関が緊密な連携を取り、既に取締体制の充実強化が図られているが、一
層の強化が求められている。また、薬物乱用防止啓発活動についても引き続き国民全般（特に青少年）を対象とし
て実施していく必要がある。
  なお、違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）については、薬事法の一部を改正する法律（平成１８年法律第６９号。
以下「改正薬事法」という。）が平成１９年４月に施行され、指定薬物として指定することにより製造、販売、輸入等
を禁止するなど実効ある取締が担保されたところであり、取組を進めている。

（有効性）
　薬物乱用対策推進本部が策定した「薬物乱用防止新５か年戦略」や犯罪対策閣僚会議が策定した「犯罪に強い
社会の実現のための行動計画」の下、青少年等の薬物乱用の根絶のための各種啓発活動、国際的密輸入事犯
や組織的密売事犯への対応をはじめ、関係省庁、関係機関との連携を密にした協力体制を確立することによる、
総合的な取締対策を推進している。
　規制されている乱用薬物について、不正流通の遮断及び乱用防止の推進に係る施策においては、徹底した取締
りや各種媒体を利用した全国的な啓発等の結果、薬物事犯の検挙人員については各年において数値にバラツキ
は見られるものの、一定の水準で推移している。主な薬物の押収量については、近年減少傾向にあったが平成１９
年は増加した。これは、違法薬物にかかる供給遮断・需要削減のための取締を実施した結果、水際での大量押収
や末端乱用者の検挙に至ったものであり、一定の成果は上げていると評価できる。

（効率性）
　また、取締事業においては、麻薬等についてインターネット上で販売広告を行う事犯、イラン人密売組織等を
多数検挙し、また大麻やＭＤＭＡ等合成麻薬については若年層を中心に重点的な取締りを行う行う等、効果的
な取締を行っている。

（総合的な評価）
　以上のように、各種施策の推進により、目標達成に向け一定の成果を上げていると評価できる。しかしながら、
検挙人員、押収量からみても薬物事犯が深刻な状況であることに変わりがないことから、今後とも薬物対策
関係省庁等との捜査協力や情報交換を通じて緊密な連携を図ることにより啓発活動や取締体制の充実強化を
進めることが必要である。
  なお、違法ドラッグ（いわゆる脱法ドラッグ）については、改正薬事法に基づき、指定薬物として指定し、製造、
輸入、販売等を禁止し、買上調査に基づく立入検査やインターネット上での販売広告の監視を行うとともに、
パンフレットの配布等による啓発活動を行っており、不正流通及び乱用防止の推進を図っているが、より実効
あるものとするため、都道府県も含め、引き続き監視・指導体制を充実させ、取締を強化する必要がある。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

3 1

17

Ⅱ － ④ ○○ 予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※薬物乱用防止にかかる広報啓発活動については、厚生労働省のみならず、政府全体で様々な媒体により
多様な広報啓発活動を推進してきたところであるが、今後とも、薬物乱用防止等について国民の理解を更に
深めてもらうための効果的な広報の在り方について検討しつつ、広報啓発活動の一層の充実に努める必要が
ある。
　（平成２１年度予算概算要求額：２，０２８百万円〔平成２０年度予算額：１，９７２百万円〕）

○ 組織・定員要求
※最近の薬物事犯の特徴は、従来の暴力団に加え、イラン人等外国人犯罪組織による組織的密売の増加や
検挙率の国籍の多様化のほか、携帯電話やインターネットを用いた密売など、複雑かつ巧妙化している。
　これらに対応すべく捜査体制を強化するために麻薬取締官の増員が必要と考えられる。
　評価結果を踏まえ、平成２１年度定員要求を行った。（定員要求：２０名）
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－ 化学物質の適正な評価・管
理を推進し、安全性を確保
すること

（施策の概要）
　人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息若しくは成育に支障を及ぼすおそれがある化学物質による環境の汚
染を防止するため、新規の化学物質の製造又は輸入に際し事前に審査する制度を設けるとともに、既存化学物質
については、国が中心となって必要な試験等を実施し、これら化学物質の有する性状等に応じ、製造、輸入等に関
し必要な規制を行う。
　また、家庭用品に使用される化学物質については、含有量等について規制を設け、健康被害の防止を図る。
その他、急性毒性作用がある物質については毒物又は劇物に指定し、その製造、輸入又は販売について登録を
義務づける等の規制を行い、適正な管理を推進する。

（現状分析（施策の必要性））
　化学物質は、幅広い産業において基幹的基礎素材として使用され、国民生活においても不可欠であるが、適正
な取扱いを行わなければ、人への健康被害や環境への悪影響が発生する恐れがある。
化学物質の安全性に関する情報は、当該化学物質やそれを含有する製品を適切に使用・管理するために必要と
なる基本的情報であり、化学物質を取り扱う事業者のみならず、最終使用者である一般消費者にとっても必要不
可欠な公共的要素の強い情報である。
　そのため、製造、輸入、販売等に関し必要な規制を行うとともに、国民や事業者が情報を共有できるデータベー
スを整備することにより情報を公開し、また、化学物質などの調査、安全性点検及びマニュアルの作成等の各種施
策を実施することで、化学物質の安全性を確保することが必要である。

（有効性）
　毒物及び劇物の指定のための調査については、平成１９年度において２件行っている。また、平成１８年度にお
いて実施した当該調査の結果を用いて新たに劇物を指定したことから、施策の有効性が認められる。
　化学物質やそれを含有する製品を取り扱う事業者における適正使用・管理のため、化審法制定時に製造・輸入
していた既存化学物質の安全性点検を行っており、また、世界的に高生産の化学物質については、日本において
平成１７年から平成２２年の間に９６物質を点検するという目標に向け、平成１９年度の数値は現在集計中である
が、平成１７年度及び平成１８年度で４０物質の安全性点検を行ったところであり、着実に進展している。
　家庭用品等身の回りの化学物質については、有害物質が原因であると考えられる健康被害に係る情報の収集
を継続して行うとともに、家庭用品に含有される化学物質の理化学試験、毒性試験等、毎年度必要と考えられる安
全性等評価を実施している。これらの結果を踏まえ、随時、基準を策定すべきものの有無を検討し、必要と
認められる基準を策定することとしている。
　既に策定した防水スプレー安全確保マニュアル作成の手引きについては、改訂の必要性について現在検討して
おり、今年度を目途とした作成を目指して、本年３月から業界団体等と検討を進めている。

（効率性）
　毒物及び劇物の指定のための調査については、危険物の安全輸送を確保するために国際統一要件として国連
が定めている国連危険物輸送勧告において毒物類若しくは腐食性物質に指定された特に毒性を有する可能性が
高いと見込まれる化学物質、又はその毒性が社会的に問題視された化学物質の中から優先的に調査を行うことで
調査の効率化を図っている。
　既存化学物質の安全性点検については、生産量や用途、化学構造と毒性の関係等を考慮の上、優先順位を
つけて実施してきている。世界的に高生産量の化学物質の安全性点検については、各国で協力して重複を排除
しながら行っており、効率化を図っている。
　また、全国の自治体で連携することにより、家庭用品規制法において規定される有害物質を基準以上に含有
する製品の流通を効率的に防止し、家庭用品に含有される化学物質による健康被害の拡大に迅速に対応できる
よう努めている。

（総合的な評価）
　化学物質の毒性に基づく毒物及び劇物の指定、高生産既存化学物質国際安全性点検、家庭用品に含有される
化学物質による健康被害の拡大を未然に防止するための多面的な取組を、それぞれ着実に、かつ効率化を図り
ながら行っており、化学物質の適正な評価・管理を総合的に推進し、化学物質の安全対策推進に大きく貢献して
いると評価できる。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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Ⅱ － 4 1 －③○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※化学物質等の適正な評価・管理を推進するとともに、広く国民や事業者に情報提供を行うなど、引き続き
安全性を確保するため。
　（平成２１年度予算概算要求額：７０３百万円〔平成２０年度予算額：７０１百万円〕）
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－ 1Ⅱ ○予算要求
　評価結果を踏まえ、引き続き現行の施策を推進し、生活衛生水準の確保により一層の生活衛生関係営業の
振興を図る。
※生活衛生の向上及び推進を図るため、継続的に関係施策を推進する必要があるため。
（継続）
・ 標準営業約款推進事業費
　（平成21年度予算概算要求額 2.8百万円［平成20年度予算額：2.8百万円］）

（施策の概要）
　理容、美容、クリーニングをはじめとした生活衛生関係営業の振興策及び多数の者が使用・利用する建築物の
衛生的環境の確保等により、公衆衛生の向上、増進を図り、もって利用者又は消費者の利益の擁護に資し、国民
生活の安定に寄与することを目的とする。

（現状分析（施策の必要性））
　生活衛生関係営業は、その施設数が平成１９年３月末現在で約２６０万施設に上っており、我が国の経済におい
て大きな位置を占める産業であるとともに、国民の日常生活に密接に関係する営業であることから、公衆衛生の向
上、増進を図っていくことは引き続き重要な課題となっている。
　建築物における衛生的環境の確保に関する法律（建築物衛生法）の対象となる特定建築物は、平成18年末現
在、全国で３万９千棟余り存在しており、増加傾向にある。建築物の増加及び施設の多様化により、建築物におけ
る環境衛生の維持管理は複雑化しており、今後とも適切な維持管理がなされ、環境衛生が良好に保たれるよう努
めていく必要がある。

（有効性）
　振興指針についてはそれぞれの業種について５年ごとに見直しを行っているが（参考：厚生労働省ＨＰ
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/seikatsu-eisei05/14.html）、平成１９年度においては公衆衛生の向上及び
利用者の利益の増進に資することを目的とした食鳥肉販売業の振興指針の改正を行った。また、平成17年11月よ
り新たに登録が開始されためん類飲食店営業及び一般飲食店営業に係る標準営業約款登録施設数は、（財）全
国生活衛生営業指導センターによる当該約款に係る普及啓発の取組により、平成１９年度で288施設と確実に増
えており、生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興等について一定の措置が図られていると評価できる。
　建築物環境衛生管理基準は、規制基準に見られるような最低基準ではなく、より望ましいレベルで衛生的な維持
管理をするよう指導するという衛生指導的性格を有しており、不適合率を把握し適切な助言等を行うことで、都道
府県等が行う維持管理に係る行政指導に資することができるため、高いレベルでの衛生的維持管理の推進に有
効である。

（効率性）
　生活衛生の維持及び向上を図るためには、生活衛生関係営業における営業施設の衛生水準の向上や経営の
健全化は必要不可欠である。振興計画による振興事業の実施等により、厨房器具・備品など施設設備の改善等、
経営の近代化及び合理化が図られ、一定の措置が図られていると評価できる。
　個別空調設備やIPM（総合的有害生物管理）に対応した衛生害虫の防除などを行うため、平成20年１月に改正
した「建築物環境衛生維持管理要領」及び管理方法の一例を示した「建築物における維持管理マニュアル」を
都道府県等に周知し、適切かつ効率的な維持管理の浸透を図っている。

（総合的な評価）
　生活衛生の向上及び増進を図るため、生活衛生関係営業の衛生水準の確保及び振興について、営業施設の
経営の近代化及び合理化等が図られ、一定の措置が図られていると評価できる。しかし、経営基盤が脆弱な
中小零細企業が多く、景気の動向や消費者の嗜好の変化などの影響を受けやすく、経営の悪化等により衛生
水準が損なわれることが懸念されるため、引き続き関係施策の推進が必要である。
　建築物環境衛生管理基準に係る不適合率については、顕著な減少は見られないものの、目立った増加はなく
ほぼ横ばいで推移している。不適合が判明した特定建築物については、都道府県等において個々に指導等を
実施するため、立入検査を通じて、建築物衛生の改善及び向上等を推進していると評価できる。また、個々の
特定建築物に対し、維持管理の指導等を行う際に、「建築物環境衛生維持管理要領」等の浸透を図ることで、
衛生的な維持管理の向上に寄与している。
　引き続き建築物における衛生に係る状況を把握し、建築物衛生の改善及び向上等に努めていくことが必要
である。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）

19

5－ 生活衛生関係営業の衛生
水準の確保及び振興等によ
り、生活衛生の向上、増進
を図ること
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－ 3 － （施策の概要）
　業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して行う労災保険給付にあわせて、当該
労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族の援護を図り、また、労働者の安全及び衛生の確保並び
に、保険給付の適切な実施の確保並びに賃金の支払の確保等を図ることにより、労働者の福祉の増進に寄与す
ることを目的とする。

（現状分析（施策の必要性））
　労災保険給付の新規受給者数は長期的には減少傾向にあるが、障害（補償）年金受給者数の累計は長期的に
増加傾向にあり、特に直近７年間においては約１０万人で推移している。このような状況において、依然として義肢
等補装具の支給等被災労働者やその遺族に対する社会復帰の促進、援護等の事業の必要性は高い。
　未払賃金立替払事業は、企業倒産により事業主に賃金支払能力がなくなった場合に労働者からの申請に基づ
いて、調査の上、立替払いを行うものであり、立替払件数は、必然的に雇用経済情勢に大きく左右されるものであ
る。昨今、景気全体としては回復傾向にあるものの、全国倒産件数が２年連続で増加し、大型倒産も発生している
ところであり、このような状況の中、平成19年度の立替払件数は、５年ぶりに上昇したところである。今後において
も、立替払いの実績は高水準で推移することが見込まれる。

（有効性）
　指標に用いた義肢等補装具等については、被災労働者等が要件を満たす場合に支給等を行うものであり、その
件数の増減のみをもって評価を行うことはできないが、真に援護等を必要とする被災労働者等に対して適切な支
給等を行うため、①義肢等補装具支給制度については医学的・工学的見地から、支給種目の追加、支給対象者の
拡大等の見直しを、②アフターケアについては、医療技術の進歩等に鑑み、措置内容の見直しや支給対象者の範
囲の拡大等をそれぞれ行っている。

（効率性）
　各事業の合目的性と効率性を確保し、社会復帰促進等事業の趣旨・目的に沿った運用を図るため、支給項目の
新設・統廃合を行うとともに支給項目ごとに適切な支給期間を設定する等の見直しを行っている。

（総合的な評価）
　障害(補償）年金受給者等、義肢等補装具等の給付を要する被災労働者及び援護を必要とする遺族等は依然と
して多い。このような情勢の中、①義肢等補装具の支給及びアフターケアの実施を通じ、被災労働者の身体の欠
損又は損なわれた身体機能の補完、労働能力の維持を図ることにより、被災労働者の円滑な社会復帰の促進に
寄与するとともに、②労災就学等援護費の支給及び未払賃金の立替払を通じて、被災労働者の遺族等及び賃金
の支払を受けられないまま退職を余儀なくされた労働者に対する援護等を行っている。また、これらの事業
については、ＰＤＣＡサイクルの手法による目標管理を適切に行い、引き続き不断の見直しを行っており、
被災労働者等に対して、適切かつ公正に円滑な社会復帰の促進、援護等が図られている。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※一定の要件を満たした被災労働者等に対して行う事業であり、引き続き適切に実施していくこととしている。
なお、各事業についてはPDCAサイクルの手法による目標管理を行い、引き続き不断の見直しを行っている
ところである。
（継続）
・義肢等補装具の支給の事業
　（平成21年度予算概算要求額：2,901百万円〔平成20年度予算額：2,671百万円〕）
・アフターケア実施の事業
　（平成21年度予算概算要求額：3,391百万円〔平成20年度予算額：3,262百万円〕）
・労災就学等援護費の支給の事業
　（平成21年度予算概算要求額：2,760百万円〔平成20年度予算額：2,748百万円〕）
・未払賃金の立替払の事業
　（平成21年度予算概算要求額：17,275百万円〔平成20年度予算額：16,109百万円〕）

2 被災労働者等の社会復帰
促進・援護等を図ること

Ⅲ －③
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（施策の概要）
 　近年、終身雇用や年功賃金を中心とする雇用慣行が変化するとともに、経済社会情勢が変化する中、勤労者が
豊かで安定した生活を送れるようにすることを目的として、勤労者の退職後の資産確保、財産形成への支援、労働
金庫の健全性確保といった施策を推進する。

(現状分析（施策の必要性））
(１)中小企業において、退職金制度が大企業に比べ依然として普及していない状況であり、独力で退職金制度を
設けることが困難であるため、機構が中小企業に代わって退職金の支給を行う中小企業退職金共済制度の普及
を引き続き図る必要がある。
(２)勤労者と自営業者の間の持家格差は依然大きく（※）、また、高齢化が進行する中で、老後の生活への準備の
必要性が高まるなど、生涯生活設計の下での勤労者の財産形成の重要性は一層増大していると考えられる。
　※持家率　勤労者世帯58.5％　自営業主世帯80.6％　　　資料出所　総務省「住宅・土地統計調査」
(３)労働金庫は、労働組合、消費生活協同組合等が行う福利共済活動及びこれらの構成員等のために金融の円
滑を図ること等を目的として、労働金庫法（昭和２８年法律第２２７号）に基づき設立された会員制の共同組織金融
機関であり、その業務の健全かつ適切な運営の確保のため、労働金庫法第９４条及び銀行法第２５条に基づく立
入検査を引き続き適切に実施していく必要がある。
　また、平成18年6月に金融商品取引法が成立（平成19年10月施行）し、金融機関が金融商品を販売（国債や投資
信託の窓口販売等）するに際して遵守すべきルールとして、顧客への適切な説明・情報提供が重要になってきてい
る。そのため、「顧客保護等管理態勢の整備・確認状況」が金融検査の独立した項目として新設されたところであ
り、このような観点からも、金融機関の業務の健全性等が図られるよう適切な立入検査を実施していく必要があ
る。

（有効性）
(１)「雇用動向調査」（厚生労働省）によれば、常用労働者数５～２９９人の中小企業における労働者数に大きな変
動がない状況にもかかわらず、平成１９年度末における在籍被共済者数については、約２９１万人と前年から７万
人程度増加するなど着実に増加しているところであり、中小企業における退職金制度の確立に資している。
(２)勤労者財産形成促進制度については、財形融資事業を運用する独立行政法人雇用・能力開発機構の中期目
標等に基づき、各種情報の提供を充実させることにより利用者である事業主の利便を図るとともに、制度の恩恵を
受けることとなる勤労者の利便を図り、制度の利用促進を実施したことにより、勤労者の財産形成促進に寄与
している。
(３)労働金庫法９４条、銀行法第２５条に基づく立入検査により、労働金庫の業務の健全かつ適切な運営が確保
されている。

（効率性）
(１)事業運営に係る経費の削減を図りつつも、平成２３年度末で廃止されることとなっている適格退職年金からの
移行について重点的な加入促進運活動を実施し、効率的な普及促進等を実施していると評価できる。
(２)勤労者財産形成促進制度については、特別会計改革の観点から平成１９年度に労働保険特別会計からの
補助金を廃止し効率性を高めるとともに、財形融資事業を運用する独立行政法人雇用・能力開発機構の
中期目標等に基づき、引き続き適正な制度の運用を図っている。
(３)労働金庫に対する検査については、検査終了後、検査時の指摘事項に係る改善状況等のフォローアップも必要
なことから、概ね２年に１回行っており、効率的に労働金庫の健全性を確保している。

（総合的な評価）
(１)中小企業退職金共済制度については、新規加入被共済者数に係る目標達成率を上回っており、施策目標の
達成に向けて進展していると評価できる。
(２)勤労者財産形成促進事業については、勤労者財産形成融資の利用件数の減少傾向は、近年の低金利や
民間金融機関の経営戦略を背景とした商品との金利差が小さくなったことによるものと考えている。しかしながら、
勤労者にとって自営業者との間の持家格差は依然大きく、また、高齢化が進行する中で、老後の生活への準備の
必要性が高まるなど、生涯生活設計の下での勤労者の財産形成の重要性は一層増大していると考えられる
ことから、今後とも引き続き本制度の活用促進を図ることとする。
(３)労働金庫監督検査事業については、指標としている全労働金庫に対する検査実施状況について平成１９年度
では目標達成率は１００％を下回っているものの、概ね２年に１回検査という計画に基づき実施しており、検査
実施率は定着している。これにより、金融実態に応じた的確な検査を実施することができており、効率的に
労働金庫の健全性が確保されていると評価できる。

(評価結果の分類）
施策目標を継続（施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討）

－ 2 豊かで安定した勤労者生活
の実現を図ること

② －○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※豊かで安定した勤労者生活の実現に資する施策であるため、今後とも適切に政策を実施することとするが、
事務経費等の効率的執行に努めることなどにより、全体としては予算規模を前年度より縮小する。
（継続）
・勤労者退職金共済機構
　（平成21年度予算概算要求額10,837百万円〔平成20年度予算額：11,066百万円〕)
・財産形成促進事業
　（平成21年度予算概算要求額5百万円〔平成20年度予算額：48百万円〕）
・労働金庫
　（平成21年度予算概算要求額11百万円〔平成20年度予算額：11百万円〕）

4
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② －労使関係が将来にわたり安
定的に推移するよう集団的
労使関係のルールの確立
及び普及等を図るとともに
集団的労使紛争の迅速か
つ適切な解決を図ること

1

22

Ⅲ － 6 （施策の概要）
 労使関係が将来にわたり安定的に推移することを目的として、労働組合法、労働関係調整法等、我が国の集団
的労使関係法制の普及啓発等を図るとともに、中央労働委員会において、労働組合法、労働関係調整法等に基
づき、労働者の団結権等の保護、集団的労使紛争の解決を図るため、不当労働行為の審査並びに労働争議の
あっせん、調停及び仲裁を実施している。

（現状分析（施策の必要性））
 経済社会構造の変革や価値観の多様化、グローバル化による国際競争の激化等に伴い、労働を取り巻く環境が
大きく変化しつつある中で、わが国の産業競争力の源泉である長期的に安定した労使関係を確保していくことがま
すます重要となってきている。このような状況においては、集団的労使関係のルールの確立及び普及等を図るとと
もに集団的労使紛争の迅速かつ適切な解決を図ることは引き続き大きな課題である。
　例えば、不当労働行為事件について見ると、平成１６年の労働組合法の改正により、部会制の導入など不当労
働行為の審査体制の整備等が行われた結果、長期滞留事件数が大幅に減少するなど、事件の迅速な処理が進
んでいるところである。

（有効性）
　国内外の労使関係法制情報等を収集するとともに情報発信を行うなど、事業を効果的に実施した結果、集団的
労使関係法制の普及啓発が図られている。

（効率性）
　不当労働行為の審査や労使紛争の調整については、迅速かつ的確な処理がなされ概ね目標を達成するなど、
効率化が図られている。
　
（総合的な評価）
　労使関係が安定的に維持されていると認識している労働組合の割合が80％近くに達したことから、安定した労使
関係等の形成を促進するために行っている個別の事務事業が効果的かつ効率的に行われているものと評価する
ことができる。

（評価結果の分類）
   施策目標を継続（施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討）

○予算要求
①評価結果を踏まえ、より効果的・効率的に事業を実施できるよう事業内容の見直しを行うこととした。

（継続）
・国際労働関係事業
（平成21年度予算概算要求額：525百万円［平成20年度予算額：531百万円］）

②現在の事務については効果的・効率的に行われていることから、評価結果を踏まえ、引き続き実施すること
とした。

（継続）
・不当労働行為の審査、労働争議のあっせん・調停及び仲裁
（平成21年度予算概算要求額：402百万円［平成20年度予算額：404百万円］）

－
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○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※未手続事業の一掃については一定の改善が見られているところであるが、なお相当数の未手続事業が
残されていることから、未手続事業についての調査・分析を行い、業所管官庁や関係機関との連携をより
一層強化して対応する必要があるため。
　（平成２１年度予算概算要求額：1,427百万円[平成２０年度予算額1,476百万円]）

④ －
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Ⅲ － 8 労働保険適用促進及び労
働保険料等の適正徴収を
図ること

（施策の概要）
　労働保険（労災保険及び雇用保険の総称）の適正な適用及び労働保険料等の適正な徴収を図るため、労働保
険の適用対象事業場（原則として、労働者を１人以上雇用する全ての事業に適用される）の適正把握・適用促進を
実施し、労働保険料等の適正徴収を実施する。

（現状分析（施策の必要性））
　これまでも労働保険の適用促進は行われてきたところであるが、依然として相当数の未手続事業が残されている
ことから、関係機関との連携を強化し、「未手続事業一掃対策」に取り組むこととなった。
　また、適用事業の事業主は労働保険料等を納付しなければならないこととなっているが、労働保険料等の徴収
についても、評価指標である労働保険料等収納率は、景気の低迷等の経済を取り巻く状況にも左右されることに
なる。このような中においても、労働保険料等の収納率向上を目指すべく、国民の理解を高める等により、適正な
徴収を図っていく必要がある。

（有効性）
　労働保険料算定基礎調査により適正な徴収決定を行うとともに、労働保険料等を滞納している事業場に対する
納入督励や滞納整理が有効に行われ、例年とほぼ同率の収納率となった。

（効率性）
　毎年、都道府県労働局では労働保険料算定基礎調査に係る年間業務計画及び滞納整理に係る年間業務計画
を立てており、管内事業場の特性に応じて対象事業場を選定し効率的に実施しているところである。また、労働保
険事務組合制度や社会保険労務士制度を有効活用することにより、労働保険料等の適正徴収が効率的に行われ
ている。

（総合的な評価）
　平成19年度より、労働保険料と併せて、石綿健康被害者の救済費用に充てるための一般拠出金の徴収が開始
され、都道府県労働局においては業務が増大したところであるが、労働保険料等の収納率は前年度を上回ること
はできなかったものの、算定基礎調査や滞納整理を効率的に実施し、労働保険事務組合制度や社会保険労務士
制度を有効活用することにより、依然として高水準を維持しており、適正な徴収確保にについては、一定の成果が
あったと評価できる。
　しかしながら、労働保険の適用促進については、これまですでに存在している未手続事業に加え、毎年相当数設
立される新規事業においても労働保険についての認識不足等により新たな未手続事業が発生することなどによ
り、依然として相当数の未手続事業が存在していることから、関係機関との連携による未手続事業の的確な把握
や職権による成立手続の実施等により、未手続事業の更なる解消を推進する必要がある。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求・拡充要求等の見直しを検討）

－ 1
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○予算要求
　評価結果を踏まえ、公共職業安定所等における需給調整機能を一層強化するため、大都市圏における非正
規労働者の就労支援体制の整備、公共職業安定所における日雇派遣労働者等に対する安定就職に向けての
支援等を新規に予算要求とした上で、これまでの取組を引き続き推進することとした。

（新規）
・大都市圏における非正規労働者の就労支援体制の整備
（平成21年度予算概算要求額：　607百万円）
・公共職業安定所における日雇派遣労働者等に対する安定就職に向けての支援
（平成21年度予算概算要求額：1,687百万円）
・緊急地域共同就職支援事業（仮称）
（平成21年度予算概算要求額： 621百万円）
・「福祉人材確保重点プロジェクト（仮称）」の推進等
（平成21年度予算概算要求額： 957百万円）
・ふるさとハローワーク推進事業（仮称）
（平成21年度予算概算要求額：2,740百万円）

（継続）
・正社員就職増大対策費
（平成21年度予算概算要求額　1,352百万円[平成20年度予算額1,372百万円]）
・再就職支援プログラム事業
（平成21年度予算概算要求額　2,895百万円[平成20年度予算額3,251百万円]）
・再チャレンジプランナー事業
（平成21年度予算概算要求額　1,637百万円[平成20年度予算額1,968百万円]）
・職業紹介事業指導援助事業
（平成21年度予算概算要求額　112百万円[平成20年度予算額　116百万円]）
・労働者派遣事業雇用管理等推進事業
（平成21年度予算概算要求額　571百万円[平成20年度予算額　466百万円]）
・しごと情報ネット事業
（平成21年度予算概算要求額　515百万円　[平成20年度予算額　438百万円]）

ー④－ 1 公共職業安定機関等にお
ける需給調整機能を強化す
ること

－
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1 （施策の概要）
（１）求職者のニーズに応じた求人の確保、早期再就職に向けた個別支援の推進、求人者サービスの充実による
就職促進
○目的等
　公共職業安定所において、個々の求人・求職者のニーズにあったきめ細かな職業相談・職業紹介を実施し、労
働市場における需給調整機能の強化を図る。
（２）労働者派遣事業、職業紹介事業等の適正な運営の確保
○目的等
　職業安定機関以外の者の行う職業紹介事業等が労働力の需要供給の適正かつ円滑な調整に果たすべき役割
にかんがみその適正な運営を確保すること等により、各人にその有する能力に適合する職業に就く機会を与え、
及び産業に必要な労働力を充足し、職業の安定を図る。
　また、労働力の需給の適正な調整を図るため、労働者派遣事業の適性な運営の確保に関する措置を講ずるとと
もに、派遣労働者の就業に関する条件の整備を図り、もって派遣労働者の雇用の安定等に資する。
（３）官民の連携による労働力需給調整機能の強化
○目的等
　求職者が、インターネットを利用して官民の参加機関（民間職業紹介事業者、民間求人情報提供事業者、公共職
業安定所等）の有する豊富な求人情報等を一覧し、希望に合致する求人情報等を検索することを可能とするシス
テムである「しごと情報ネット」を運営することにより、求人情報等へのアクセスの円滑化を図る。

（現状分析（施策の必要性））
　平成19年度の雇用情勢は、有効求人倍率（季節調整値）が平成19年12月には１倍台を割り込み、平成20年３月
には0.95倍と下降傾向となっており、完全失業率（季節調整値）は平成19年４月の3.9％が平成20年３月には3.8％
と同水準で推移するなど、平成20年３月時点においては、厳しさが残るものの改善しているところであるが、改善
の動きが弱まっているところである。
　この様な状況下、依然として能力、経験、年齢等のミスマッチが見られることから、改善傾向をより確かなものと
するため、公共職業安定機関における需給調整機能を更に強化するとともに、官民の連携による労働力需給調整
機能を強化し、ミスマッチの解消を図る必要がある。

　また、産業構造の変化や働き方の多様化等に対応するため、以下のとおり事業所数が増加傾向にある職業紹
介事業、労働者派遣事業等の適正な運営を確保し、労働力需給の迅速、円滑かつ的確な結合が図られるようにす
る必要がある。
　・一般労働者派遣事業　25,585事業所（平成20年3月現在）（対前年度比約18.9％増加）
　・特定労働者派遣事業　44,481事業所（平成20年3月現在）（対前年度比約48.2％増加）
　・有料職業紹介事業　　15,453事業所（平成20年3月現在）（対前年度比約20.7％増加）
　・無料職業紹介事業（※） 647事業所（平成20年3月現在）（対前年度比約2.1％減少）
　　　（※）学校等、特別の法人及び地方公共団体によるものを除く

（有効性）
（１）有効求人倍率が下降傾向となっている中で、求人者・求職者それぞれのニーズを踏まえたきめ細かな就職
支援を実施した結果、公共職業安定所の就職率及び雇用保険受給者の早期再就職割合について、それぞれ
目標達成率96%・就職件数と99%と、おおむね目標に近い水準に達している。このことから、公共職業安定機関
における需給調整機能が有効に機能しているものと評価できる。

（２）労働者派遣事業、職業紹介事業等を行う者等の指導監督については、自主点検表の送付、集団指導、
文書の送付による指導等を実施するとともに、定期的に又は申告等に応じて、その事業所を訪問し、指導監督を
実施したところである。これらの指導監督により職業安定法第５条の３の違反率の低下等の法令違反が是正され、
労働者派遣事業アドバイザーの相談により解決した苦情等の処理件数が増加（平成19年度14,472（対前年度比
10％増））するなど、労働者派遣事業、職業紹介事業等の適正な運営の確保が有効に図られている。

（３）しごと情報ネットへの１日当たりのアクセス件数（平成19年度約94万件）及び求人情報件数（平成19年度
約97万件）については、雇用情勢の改善等により実績の低減が見られるが、求人情報提供サイトとして引き続き
高い水準を保っているところである。さらに、しごと情報ネットの参加機関数（平成20年３月31日現在9,900機関）
が増加していることから、しごと情報ネットの運営により、求人情報等へのアクセスの円滑化が有効に図られて
いる。

（効率性）
（１）公共職業安定所数及び職員数が減少し、雇用情勢の改善の動きが弱くなっている中で、前述のとおり、
公共職業安定所の就職率及び雇用保険受給者の早期再就職割合は、おおむね目標に近い水準に達しており、
公共職業安定機関の需給調整機能は効率的に実施しているものと評価される。

（２）労働者派遣事業、職業紹介事業等を行う者等の指導監督については、計画的かつ効果的に実施するために、
重点対象を選定するとともに、自主点検表の送付、集団指導、文書の送付による指導、事業所訪問による指導
監督等多用な手法を活用し、効率的な実施が図られている。また、労働者派遣事業アドバイザーを設置し、
労働者からの苦情の処理についての事業所からの相談等を一元的に受け付けており、労働者派遣事業の
適正な運営の確保が効率的に図られている。

（３）しごと情報ネットは、インターネットの利用により、一か所のシステム整備コスト及び運用コストをもって、全国の
多数の求職者が、官民の参加機関の有する豊富な求人情報等を一覧し、希望に合致する求人情報等を検索する
ことを可能とするものであり、求人情報等へのアクセスの円滑化を効率的に進めるものである。

Ⅳ
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（総合的な評価）
（１）雇用情勢の改善の動きが弱くなっている状況にあって、公共職業安定機関の需給調整機能の強化はますます
必要となっているところ、前述のとおり、その有効性や効率性は、ともに十分に評価できるものである。

（２）労働者派遣事業、職業紹介事業等を行う者等の指導監督については、自主点検表の送付、集団指導、文書の
送付等による指導等を実施するとともに、定期的に又は申告等に応じて、その事業所を訪問し、指導監督を実施
したところである。これらの指導監督による法違反等の是正の結果、平成19年度において、職業安定法第５条の３
の違反率及び第３２条の１５の違反率が減少するなど、これらの事業の適正な運営の確保が図られている。また、
指導監督を計画的かつ効果的に実施するため、重点対象を選定するとともに自主点検表の送付、集団指導、文書
の送付による指導、事業所訪問による指導監督等多様な手法を活用し取り組んだところである。また、労働者派遣
事業に係るトラブルや苦情についての派遣元、派遣先事業所の相談先として、より身近で相談しやすい労働者
派遣事業に係る具体的なノウハウを持った団体に委託し、労働者派遣事業アドバイザーを設置し、労働者からの
苦情の処理についての事業所からの相談等を一元的に受け付けているところであるが、平成19年度において、
当該労働者派遣事業アドバイザーの相談により解決した苦情等の処理件数は14,472件（対前年度比10％増）
となっており、労働者派遣事業の円滑な運営が図られているところである。

（３）しごと情報ネットは、インターネットの利用により、一か所のシステム整備コスト及び運用コストをもって、全国の
多数の求職者が、官民の参加機関の有する豊富な求人情報等を一覧し、希望に合致する求人情報等を検索する
ことを可能とするものであるが、しごと情報ネットを通じて利用者が求人情報に応募するなど具体的行動を起こした
割合(予定も含む)については、「平成19年度しごと情報ネット求職者アンケート調査」によると35％を上回っており、
利用者の求職活動のツールとしても一定の効果を上げている。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）
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－－ 1 地域及び中小企業等にお
ける雇用機会の創出等を図
るとともに産業の特性に応
じた雇用の安定を図ること

2 ○予算要求
　評価結果を踏まえ、地域及び中小企業等における雇用機会の創出等を図るとともに産業の特性に応じた雇
用の安定を図ることを一層進めるため、介護基盤人材確保助成金事業を廃止し、介護雇用管理改善等対策費
を新規に予算要求した上で、雇用管理改善等相談援助事業については、事業の重点化を図りつつ、引き続き、
概算要求等へ反映することとした。

（新規）
・介護人材確保職場定着支援助成金（仮称）
　（平成21年度予算概算要求額：5,040百万円）
・介護労働者設備等整備モデル奨励金（仮称）
  （平成21年度予算概算要求額：1,500百万円）
・介護雇用管理改善推進委託費（仮称）
  （平成21年度予算概算要求額： 800百万円）
・地域貢献活動分野支援事業（仮称）
　（平成21年度予算概算要求額：123百万円）
・雇用創造先導的創業等奨励金（仮称）
　（平成21年度予算概算要求額：200百万円）

（継続）
・中小企業基盤人材確保助成金
　（平成21年度予算概算要求額：5,486百万円［平成20年度予算額：4,719百万円］）
・受給資格者創業支援助成金
　（平成21年度予算概算要求額：1,895百万円［平成20年度予算額：2,035百万円］）
・中小企業人材確保推進事業助成金
　（平成21年度予算概算要求額：881百万円［平成20年度予算額：816百万円］）
・中小企業雇用創出等能力開発助成金
　（平成21年度予算概算要求額：150百万円［平成20年度予算額：150百万円］)
・雇用調整助成金
　（平成21年度予算概算要求額：1,136百万円［平成20年度予算額：1,074百万円］）
・労働移動支援助成金
　（平成21年度予算概算要求額：572百万円［平成20年度予算額：451百万円］）
・出向・移籍支援事業（(財)産業雇用安定センター補助金）
　（平成21年度予算概算要求額：3,032百万円［平成20年度予算額3,190百万円］）
・地域雇用創造推進事業
  （平成21年度予算概算要求額：7,964百万円　［平成20年度予算額：4,585百万円］）
・通年雇用奨励金
  （平成21年度予算概算要求額：7,050百万円　［平成20年度予算額：6,816百万円］）
・通年雇用促進支援事業
  （平成21年度予算概算要求額：585百万円　［平成20年度予算額：585百万円］）
・地域雇用開発助成金（沖縄若年者雇用促進奨励金）
  （平成21年度予算概算要求額301百万円　［平成20年度予算額： 302百万円］）
・建設雇用改善助成金事業
　（平成21年度予算概算要求額：4,804百万円［平成20年度予算額：5,391百万円］）
・建設労働者雇用安定支援事業
　（平成21年度予算概算要求額：124百万円［平成20年度予算額：131百万円］）
・港湾労働者派遣事業
　（平成21年度予算概算要求額：260百万円［平成20年度予算額：255百万円］）
・林業就業支援事業
  （平成21年度予算概算要求額：299百万円［平成20年度予算額：333百万円］）
・林業雇用改善推進事業
  （平成21年度予算概算要求額：355百万円［平成20年度予算額：374百万円］）
・農林業等就職促進支援事業
　（平成21年度予算概算要求額：35百万円［平成20年度予算額：37百万円］）
・雇用管理改善等相談援助事業
　（平成21年度予算要求額： 375百万円　[平成20年度予算額： 375百万円]）

(廃止）経過措置として要求
・介護基盤人材確保助成金事業
（平成21年度予算要求額：1,680百万円　[平成20年度予算額：2,616百万円]）

④（施策の概要）
　人口減少下における経済社会情勢の変化、雇用情勢の変化、雇用・就業形態の多様化に的確に対応するため、
働く希望を持つすべての者の就業参加の実現、良質な雇用の創出、セーフティネットの整備等に向け、積極的雇
用政策の推進に取り組む必要がある。
　このような観点から、
　（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援
　（２）事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の援助・促進
　（３）雇用機会の不足している地域における雇用の促進
　（４）産業の特性に応じた雇用管理の改善等
といった雇用機会の創出、雇用の安定等のための諸施策を講じているところである。
（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援
○目的等：
  中小企業等における雇用機会の創出、労働力確保のための雇用管理の改善を図るため、
　・創業・新分野進出等に係る支援
　・中小企業等の雇用管理の改善に係る支援
を行う。
（２）事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の援助・促進
○目的等：
　事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の援助・促進を図るため、
　・事業活動の縮小を余儀なくされた事業所の失業者の発生の予防
  ・離職を余儀なくされる者に対する再就職の援助・促進
  ・出向・移籍支援事業による円滑な労働移動の促進
を行う。
（３）雇用機会の不足している地域における雇用の促進
○目的等：
　雇用機会の不足している地域における雇用の促進を図るため、
  ・雇用情勢の厳しい地域における雇用機会の創出
  ・地方就職支援、U・Iターン者等の活用
  ・積雪寒冷地等の特定地域における雇用対策
を行う。
（４）産業の特性に応じた雇用管理の改善等
○目的等：
  産業の特性に応じた雇用管理の改善等を図るため、
  ・建設労働者の雇用の改善、能力の開発及び向上
  ・港湾労働者の雇用の改善等
  ・林業事業体の雇用管理改善及び林業への円滑な就業の促進
  ・農林業等への多様な就業の促進
  ・介護労働者の雇用管理の改善等
を行う。

（現状分析（施策の必要性））
（１）中小企業等における創業・新分野進出等、雇用管理改善に係る支援、事業規模の縮小等の際の失業の予
防・再就職の促進

①創業・新分野進出等に係る支援、中小企業における雇用管理改善に係る支援、事業規模の縮小等の際の失業
の予防
　平成19年度の雇用情勢についてみると、完全失業率はおおむね３％台で推移する中、平成20年３月における
有効求人倍率は0.95倍となり、平成17年６月以来２年９か月振りの低水準となるなど、注意を要する状態にある。
　また、景気変動等に伴い事業活動の縮小を余儀なくされる事業主は未だ少なからず存在しており、労働経済
動向調査（厚生労働省）によると、平成20年１月－３月期度に雇用調整を実施した事業所の割合は、13％と前期
11％に比べやや増加している。こうした中、引き続き失業者の就労支援や、休業等又は出向といった一時的な
雇用調整を行う事業主を支援し失業の予防を図るとともに、経済活性化や雇用機会創出の中核となる中小企業
の雇用管理の改善等を推進する必要がある。
　また、景気の回復ペースが落ち込んでいる中、創業支援策をより一層積極的に展開していく必要がある。

②離職を余儀なくされる者に対する再就職の援助・促進
　雇用のミスマッチが依然として大きく構造調整が進展する中で、労働者の雇用の安定を図るためには、離職を
余儀なくされる労働者に対して事業主が行う在職中からの求職活動や労働移動前後の職場体験講習等を効果
的に支援することにより、円滑な労働移動の実現に重点的に取り組むことが一層求められている。

③出向・移籍支援事業による円滑な労働移動の促進
　最近の労働移動の状況をみると、完全失業率はここ数年低下傾向にあるが、在職者に対する入職者及び離職者
の割合である労働移動率は横ばいの傾向にある。
　（延べ労働移動率：平成12年 30.7%、平成13年 32.0%、平成14年 31.0%、平成15年30.9%、平成16年 31.7%、平成
17年34.9%、平成18年 32.2％「雇用動向調査（厚生労働省大臣官房統計情報部）」）

労働移動が一定割合にある中で、出向・移籍などによる産業間・企業間の円滑な労働移動は、労働者が失業を

Ⅳ －
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労働移動 定割合 ある中 、出向 移籍な る産業間 業間 滑な労働移動 、労働者 失業を
経ずして次の職場に移動できることから、雇用の安定を図るために引き続き重要となっている。

（２）雇用機会の不足している地域における雇用の促進
①雇用情勢の厳しい地域における雇用機会の創出
　全国的には雇用情勢が改善しているところであるが、改善の動きには地域差がみられる。こうした中で、雇用
情勢が特に厳しい地域と雇用情勢の改善に向けた意欲が高い地域に対して支援を重点化する必要がある。
そのため、地域求職者の雇入れを伴う施設・設備の設置・整備を行う事業主等に対し地域雇用開発助成金を
支給することで雇用機会の創出を促進するとともに、地域雇用創造推進事業を積極的に実施することで地域の
創意工夫を生かした雇用機会の創出への取組を支援することが求められている。

②地方就職支援、Ｕ・Ｉターン者等の活用
　近年、都市生活者の地方生活への関心が高まってきているものの、地方においては、依然として人材不足が
問題となっている。さらに、団塊世代の高齢化に伴い、Ｕ・Ｉターンによる就業や起業を目指す高齢者が増加する
ことが見込まれることから、引き続き地方就職希望者に対する相談・援助や広域職業紹介等を実施することに
より、人材の地方への移動促進を実施する必要がある。

③積雪寒冷地等の特定地域における雇用対策
　積雪又は寒冷の度が特に高い地域については、事業活動が季節的に変動することから、特定の産業又は事業
の季節的業務に就労する労働者（以下「季節労働者」という。)にあっては季節的に離職を余儀なくされる人々が
少なくない。これらの季節労働者は、平成18年度においては全国で約22．1万人となっており、そのうち約９割が
北海道、東北、北陸等13道県に集中している。
　そこで、季節労働者が年間を通じて働く場を確保し、その雇用の安定を図ることが重要であることから、通年雇用
奨励金等を設けることにより、季節労働者の通年雇用化を促進する必要がある。
　また、沖縄県の雇用失業情勢については、他地域と比較しても非常に厳しい状況であり、特に若年層の失業者
が慢性的に滞留していることから、沖縄の地理的・自然的特性、伝統文化等の地域資源を活用した雇用開発の
モデルとして、意欲ある起業家を中心に地域が一体となった雇用開発を推進する必要がある。

（３）産業の特性に応じた雇用管理の改善等
①建設労働者及び港湾労働者の雇用の改善
　建設労働者については、建設投資の減少による厳しい経営環境の中で、必要な教育訓練や雇用管理教育等
の実施が困難となっているともに、業界全体として技能の承継や建設労働者の能力開発に取り組まなければ
ならない状況であり、そうした取組を支援し、建設労働者の雇用の改善、能力の開発及び向上を図る必要がある。
　また、港湾労働者については、昨今の厳しい経済情勢の中で、港湾運送事業者が労働者を常用労働者から
より安価な日雇労働者へ切り替える危惧があるとともに、港湾運送事業における新規事業参入及び運賃・料金
等についての規制緩和策の実施など、港湾労働を取り巻く環境に大きな変化が生じてきている。

②林業の事業体の雇用管理改善及び林業への円滑な就業の促進、農林業等への多様な就業の促進
　林業労働力については、林業経営の収益性の低下、林業労働者の雇用管理面での改善の立ち後れ等に伴い、
減少・高齢化が進行しており、平成17年国勢調査の結果では林業労働者は４万７千人と平成12年度(６万７千人)
から減少し、また、50歳以上の者の割合は６割以上を占めている。
　また、農業生産法人の増加に伴い、公共職業安定所における関係求人や農業等への求職者数が増加傾向
にある。

③介護労働者の雇用管理の改善
介護分野については、我が国の急速な高齢化の進展等を背景として、今後も労働需要の拡大が見込まれる分野
であり（介護保険法（平成９年法律第123号）に基づく要介護又は要支援とされる高齢者等は、平成16年度は410
万人程度であるが、平成20年度には500万人から520万人程度に、平成26年度には600万人から640万人程度に
達すると見込まれている。）、介護分野を労働者にとって魅力ある職場とするために、介護労働者の雇用管理の
改善等を図っていく必要がある。

（有効性）
（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援
　指標１について、平成19年度においては、受給資格者創業支援助成金を利した法人等の設立から１年経過後
の平均雇用労働者数は２人であり、また、事業を継続している割合も97.4％とそれぞれ目標を達成しており、
有効に機能していると考える。
　指標２について、目標（アウトカム：22%）を上回る29.3%の求人が充足されたことから、本助成金が事業協同組合
等の構成中小企業者における雇用管理の改善からなる雇用創出等に有効に機能したものと考える。

（２）事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の促進
　指標３について、雇用調整助成金の平成19年度の対象者数は、前年度と比べ約３千人増加し、延べ約13１万
３千人を対象に、休業手当の一部助成を行った。本助成金を利用した事業所のうち保険関係消滅事業所に
対して支給した額が利用事業所の総支給額の5.71％（10％以下）となっており、失業の予防・雇用維持のために
有効かつ適正に活用されたといえる。
　指標４について、離職を余儀なくされる労働者等に対して、求職活動のための休暇付与、再就職先となりうる
事業所において行う職場体験講習を受講させる等の支援を行う事業主等に対し、助成金を支給することにより
円滑な労働移動支援の促進を図っており、目標を達成していることから、本取組は個別目標の達成に有効に25
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円滑な労働移動支援の促進を図っており、目標を達成していることから、本取組は個別目標の達成に有効に
機能しているものと評価できる。
　指標５について、出向・移籍による失業なき労働移動を円滑に行うための事業を財団法人産業雇用安定
センターにおいて行っている。平成19年度の出向・移籍の成立率は46％と目標値43%を上回っており、
有効に機能している。

（３）雇用機会の不足している地域における雇用の促進
　指標６について、同奨励金利用事業所における計画開始日から第３回特別奨励金支給申請日の１年経過後
までの常用労働者の増加率が154.6％に対して、当該地域内の全適用事業所の増加率が5.2％であることから、
目標とした地域の労働者の増加率を大幅に上回り、本助成金は、地域の労働者の雇用促進と労働者の定着
に有効に機能している。
　指標７について、平成19年度は、104地域で地域雇用創造推進事業（地域提案型雇用創造促進事業を含む）
を実施し、実施地域全体で見た就職件数の実績は、事業実施主体である「地域雇用創造協議会」が設定した
目標に対して、目標達成率98．9％とほぼ目標を達成していることから、本事業は地域の雇用機会の創出に
有効に機能している。
　指標８について、同奨励金の利用事業所における計画開始日から第２期申請日の１年経過後までの常用
労働者の増加率が15.6％に対して、地域内の全適用事業所の常用労働者数の増加率が3.5％であることから、
目標とした地域の労働者の増加率を大幅に上回り、本助成金は、地域の労働者の雇用促進と労働者の定着に
有効に機能している。

（４）産業の特性に応じた雇用管理の改善等
　指標９の建設雇用改善助成金事業については、事業主等による雇用改善等の取組が一般に費用負担を伴い、
経済環境が厳しい時期において後退する傾向にあるところ、助成金の支給により事業主等の負担を軽減しつつ、
業界全体として必要な技能の承継や建設労働者の能力開発等の雇用改善の取組を促進できることから、
雇用管理等の改善を図るための措置として有効である。
　指標10の港湾労働者派遣事業については、派遣元責任者に対して港湾労働者派遣事業に関する諸事項に
係る講習を行い、派遣先への派遣労働者の氏名の通知、派遣元と派遣先との連絡・調整等の派遣元責任者が
扱う職務について、理解を深めた。その結果、港湾労働者派遣制度を利用した港湾労働者の有効な活用方法が
派遣先にも浸透し、受入れ体制可能な状況となり、さらに、事業の実施においては港湾労働法に基づく指定法人
により求人と派遣可能である労働者の効率的なあっせんを行われることで、派遣成立割合が高い水準で維持
されていると考えられることから、有効である。
　指標11について、林業は、不安定な雇用、立ち後れた労働条件や福祉水準といった課題からくる労働者の
減少と高齢化が進んでいるため、林業事業体の雇用管理改善を促進し、林業労働者の雇用の安定を図る
とともに、魅力ある職場づくりを進めることによって、新たな労働力の確保を図ることが必要である。
　このため、新たに林業への就業を希望する求職者に座学や実習の講習等を行う林業就業支援事業を実施
したところ、林業就業支援事業修了者の就職率は68％と目標値を上回り、林業への円滑な就業の支援が
有効に機能していると考えられる。
　指標12について、公共職業安定所に設置した就農等支援コーナーでの、平成19年度の利用者に占める就職、
あっせんの割合は34.5％と目標の35％以上には及ばなかったものの前年度より改善してきており、失業者の
希望や能力に応じた農林業等への多様な就業等の支援に有効に機能していると考えられる。

（効率性）
（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援
　指標１については、①受給資格者の開始した事業及び雇い入れた労働者の雇用の継続性を担保する必要
がある一方、②創業に係る立ち上げの支援のため、迅速な資金供給が求められることから、支給を事業開始
３か月後及び６か月後の２回に分て半額ずつ支給する方式を採るなど、効率的に行われている。
　指標２については、事業協同組合等を通じた支援を行うことにより、個別に中小企業主の取り組みを支援する
ものに比べ雇用管理の改善による雇用の創出等を幅広に行えたため効果的であったと考える。

（２）事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の促進
　指標３については、雇用調整を行う事業所の実情にあわせて休業・教育訓練又は出向のいずれかの雇用調整
を選択することが可能であること、雇用調整を行う企業の規模に応じ、中小企業には高率助成を行っていること
などから、効率的な助成が行われている。
　指標４については、離職を余儀なくされる労働者等に対して、求職活動のための休暇付与、再就職先となりうる
事業所において行う職場体験講習を受講させる等の支援を行う事業主等に対し、助成金を支給することにより
円滑な労働移動支援の促進を図ることであり、求職活動等支援給付金にかかる離職後３か月以内の平成18
年度における就職率（平成19年度は未集計）は34.5％と目標値を上回っており、平成19年度の達成状況に
ついては今後、注視していく必要はあるものの、現段階においては効率的に再就職への支援が行われている。
　指標５については、労働力の産業間、企業間移動に関する企業ニーズに対応するため、産業界の相互協力
により設立された財団法人産業雇用安定センターの積極的な情報の収集及び提供並びに相談により、効率的
な労働移動が行われているものと考える。

（３）雇用機会の不足している地域における雇用の促進
  指標６について、事業所の設置・整備、雇入れ直後に第１回目の支給を行い、その後、１年おきに労働者の
定着している事業所に対して、２回目、３回目の支給を行う方式を採っており、雇い入れた労働者の雇用の
継続性を担保としていることから、実際に雇用創出に貢献している事業主に対して助成が行われているという
意味で、当助成金は効率的に機能していると評価できる。
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意味で、当助成金は効率的に機能していると評価できる。
  指標７について、地域雇用創造推進事業は、地域が自発的に提案する事業構想の中から雇用創造効果が
高いものを選抜し委託する方式を採っており、各地域のニーズにきめ細かく対応した雇用創出が可能なこと
から、地域に対する効率的な支援が行われていると評価できる。
　指標８について、雇入れ後、半年おきに労働者の定着している事業所に第１回目、第２回目の助成金の支給
を行う方式を採っており、雇い入れた労働者の雇用の継続性を担保としていることから、実際に雇用創出に貢献
している事業主に対して助成が行われているという意味で、当助成金は効率的に機能していると評価できる。

（４）産業の特性に応じた雇用管理の改善等
　指標９の建設雇用改善助成金事業については、建設労働者の雇用の改善等を図るための措置が、企業の
収益に直接結びくものではなく、経営環境が厳しい個別の事業主の中には、自らの企業努力での取組を講ずる
ことが困難な所も多いことから、事業主団体及びその連合団体とともに取り組んでいくものであり、効果的な
手段である。
　指標10の港湾労働者派遣事業については、派遣元責任者に対して、港湾労働者派遣事業に関する諸事項に
係る講習を行ったことにより、制度の理解が深まり、派遣成立割合が高い水準で維持されていることから雇用の
改善等に効率的であると考える。
　指標11の雇用管理改善セミナーについては、各都道府県における林業の実情に詳しい林業関係団体を委託先
としており、その結果として、先例事例などを活用した雇用管理改善に取り組むことが可能となっており、効率的
である。
　また、職業講習会・就職ガイダンスについては、地域のニーズに応じた効率的な実施をするため、開催地域を
ブロック単位として実施しており、林業の実情に詳しい林業関係団体において、林業分野への求職ニーズが高い
地域を中心として、林業求職者等に職業体験等を実施し、職業理解を促進しており、林業労働力確保を図る上で
効果的である。
　指標12の農林業等の就業等を希望する者の多くは、農林業等に対する経験・知識の不足や住居の移転を伴う
など農林業等に就職した際の就業環境等を明確に掴めない状況にあるため、農林業等への就業等を希望する者
に対して職業理解を促進する上で、新規就農相談センター等と連携して、農林業等関係情報の一元化を図り、
幅広い情報提供をワンストップで行っていくことは効率的である。

（総合的な評価）
（１）中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等に係る支援
　受給資格者創業支援助成金に関する指標１、中小企業人材確保推進事業助成金に関する指標２について、
平成19年度実績は目標を上回っており、中小企業等における創業・新分野進出、雇用管理改善等が有効かつ
効率的に進んだものと評価できる。

（２）事業規模の縮小等の際の失業の予防・再就職の促進
  雇用調整助成金に関する指標３及び労働移動支援助成金に関する指標４（未集計のため今後変更あり）、
財団法人産業雇用安定センターに関する指標５について、実績はいずれも目標を上回っており、事業縮小等の
際の失業の予防・再就職の促進が有効かつ効率的に進んだものと評価できる。

（３）雇用機会の不足している地域における雇用の促進
　地域雇用開発助成金に関する指標６及び指標８について、実績はいずれも目標を大幅に上回っている。また、
地域雇用創造推進事業（地域提案型雇用創造促進事業を含む）に関する指標７についても、実績はほぼ目標
を達成していることから、雇用機会の不足している地域における雇用の促進が有効かつ効率的に進んだもの
と評価できる。

（４）産業の特性に応じた雇用管理の改善等
  建設教育訓練助成金に関する指標９、港湾労働者派遣事業に関する指標10、林業就業支援事業に関する指標
11、介護基盤人材確保助成金に関する指標13で、実績はいずれも目標を上回っており、就農等支援コーナーに
関する指標12の実績については目標に及ばなかったものの前年度より改善していることから、産業の特性に
応じた雇用管理の改善等が有効かつ効率的に進んだものと評価できる。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）
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4 （施策の概要）
 労働者が失業してその所得の源泉を喪失した場合、労働者について雇用の継続が困難となる事由が生じた場合
及び労働者が自ら職業に関する教育訓練を受けた場合に、生活及び雇用の安定並びに就職の促進のために失
業等給付を支給する。

（現状分析（施策の必要性））
　雇用保険制度のうち失業等給付関係については、平成６年度以降毎年度赤字が続き、特に平成10年度から平
成12年度にかけては３年連続で１兆円前後の赤字を記録した。これらを踏まえ、平成13年度から給付体系の見直
し、保険料率の引上げ、国庫負担の原則復帰等の制度改正が実施に移されたものの、その後の労働市場におい
て、構造的摩擦的失業率の上昇が続く中で雇用保険受給者が増加する一方、常用雇用労働者の減少、パートタイ
ム労働者の増加、賃金水準の低下により保険料収入が減少するなど構造的な変化が進んだことから、制度創設
以来最も厳しい財政状況にあった。
　こうした状況を背景として、平成15年５月に、雇用のセーフティネットとしての雇用保険制度の安定的運営を確保
するため、給付について
①早期再就職の促進、②多様な働き方への対応、③再就職の困難な状況に対応した重点化を図るとともに、保険
料率について労使負担の急増の緩和に配慮した上で、制度の安定的運営のために必要最小限の引上げを行うこ
と等を内容とする雇用保険法等の改正を行った。
　また、平成19年４月に、行政改革推進法を踏まえ、雇用保険制度の安定的な運営を確保し、直面する諸課題に
対応するため、以下の事項を内容とする雇用保険法等の改正を行った。
①　行政改革推進法に沿った見直し
　　失業等給付に係る国庫負担の在り方の見直し、保険料率の見直し、雇用保険三事業及び労働福祉事業の見
直し、船員保険制度の統合など
②　直面する課題への対応
　　被保険者資格及び受給資格要件の一本化、育児休業給付制度の拡充、教育訓練給付及び雇用安定事業等
の対象範囲の見直しなど

（有効性）
　雇用保険制度のうち失業等給付については、支出が収入を上回る場合には積立金を取り崩すこととしており、ま
た、雇用情勢の急激な悪化による受給者の急激な増加により、毎会計年度において、徴収保険料額及び国庫負
担の合計額と失業等給付額との差額をその会計年度末における積立金に加減した額が失業等給付額を下回った
場合には法律改正を経ずに弾力条項による保険料率の引き上げを行うことができる等、セーフティネットとして財
政の安定を図るために有効な制度設計となっている。
　平成18年度は収支バランスは安定したものとなり、必要な給付に支障を来たすことはなかった。

（効率性）
　上記「有効性の観点」でも述べたとおり、一定の場合には法律改正を経ずに弾力条項による保険料率の引き上げ
を行うことができ、他方、毎会計年度において徴収保険料額及び国庫負担の合計額と失業等給付額との差額を
その会計年度末における積立金に加減した額が失業等給付額の２倍に相当する額を超える場合には法律改正を
経ずに弾力条項による保険料率の引き下げを行うことができる等、財政の運営を効率的に図ることができる
制度設計となっている。

（総合的な評価）
　平成15年５月の制度改正等の効果や、景気・雇用情勢の回復なども相まって、平成19年度の受給者実人員
（567千人（年度月平均））は平成15年度の受給者実人員（839千人（年度月平均））から年々減少しており、
基本手当給付額も18年度より減少する見込みである（個別目標２のアウトプット指標５及び６参照）。このため、
失業等給付関係については、平成19年度においても収入が支出を上回る見込みである。（なお、平成19年の
雇用保険法改正において、平成19年４月より保険料率を引き下げたところである。）
　このように、安定的な収支バランスで推移しており、就職活動を容易にするための保障等に支障を来すことは
なかったと考える。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（施策全体として予算規模の縮小等の見直しを検討）

ー②○予算要求
　評価結果を踏まえ、雇用のセーフティーネットとして財政の安定を図るよう、制度の着実な運営に努めるととも
に、法令等に基づきその適正な給付に努めるため、引き続き、所要の予算を要求することとした。
（継続）
・失業等給付費
（平成21年度予算概算要求額：1,518,497百万円[平成20年度予算：1,485,295百万円]
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○予算要求
　評価結果を踏まえ、所要の経費を概算要求することとした。
※若年者を中心として労働力需給のミスマッチが依然として大きい中で、一定の職業能力開発の
機会を確保するなど労働市場のインフラを充実させることは非常に重要である。従って、
当該施策については引き続き実施していく必要があるため。
・キャリア形成促進助成金（有期実習型）
　（平成21年度予算概算要求額：1,475百万円〔平成20年度予算額：512百万円〕）
・教育訓練講座受講環境整備事業費
　（平成21年度予算概算要求額：216百万円〔平成20年度予算額：227百万円〕）
・キャリア形成促進助成金
　（平成21年度予算概算要求額：5,625百万円〔平成20年度予算額：4,702百万円〕）
・認定職業訓練助成事業費
　（平成21年度予算概算要求額：1,201百万円〔平成20年度予算額：1,264百万円〕）
・全国団体等認定職業訓練特別助成金
　（平成21年度予算概算要求額：62百万円〔平成20年度予算額：70百万円〕）
・離職者等の再就職に資する総合的な職業能力開発プログラムの展開
　（平成21年度予算概算要求額：10,538百万円〔平成20年度予算額：11,502百万円〕）
・技能検定指導監督費
　（平成21年度予算概算要求額：12百万円〔平成20年度予算額：12百万円〕）
・技能検定実施費
　（平成21年度予算概算要求額：57百万円〔平成20年度予算額：57百万円〕）
・中央職業能力開発費
　（平成21年度予算概算要求額：755百万円〔平成20年度予算額：765百万円〕）
・都道府県職業能力開発費
　（平成21年度予算概算要求額：1,437百万円〔平成20年度予算額1,487百万円〕）
・幅広い職種を対象とした職務分析に基づいた包括的な職業能力評価制度等の整備
　（平成21年度予算概算要求額：295百万円〔平成20年度予算額：260百万円〕）
・職業能力習得支援制度推進事業
　（平成21年度予算概算要求額：526百万円〔平成20年度予算額：508百万円〕）
・キャリア支援企業等育成事業
　（平成21年度予算概算要求額：808百万円〔平成20年度予算額：861百万円〕）
・キャリア形成支援体制の整備
　（平成21年度予算概算要求額：2,499百万円〔平成20年度予算額：2,602百万円〕）

－ 1 ③ －労働市場のインフラを充実
すること
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Ⅴ － （施策の概要）
労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に発揮できるような環境整備を行うこと。

（現状分析（施策の必要性））
  雇用情勢については、有効求人倍率が低下傾向にあるなど、注意を要する状態にある。また、フリーターといわ
れる不安定な就労を繰り返す者の数は、平成19年は181万人と減少しているものの、このうち、25歳～34歳の年長
フリーターの数は92万人と高止まりしている。また、若年無業者（いわゆるニート状態にある若者）の数についても
平成19年で62万人と高水準で推移している。
　このように若年者を中心として、労働力需給のミスマッチは依然として大きいことから、一定の職業能力開発の機
会を確保し、地域における企業の人材ニーズに合致した多様な職業訓練を効果的に実施することが必要であると
ともに、子育て終了後の女性、母子家庭の母親等のこれまで職業能力形成の機会に恵まれなかった者に対して、
能力向上を図り、安定的な雇用への移行を促進する施策が求められている。
　また、専門的・技術的職業の割合の増加や職務内容の高度化・多様化などが進む中で、労働者の職業能力を適
正に評価して企業が求める職業能力と労働者の持つ職業能力とのミスマッチを抑制することの重要性が高まると
ともに、職業生活の長期化等を背景として、働く者自らが職業生活設計を行う傾向が強まる中でキャリア・コンサル
ティングの重要性が増している。

（有効性）
　公共職業訓練（離職者訓練・委託訓練）の修了者における就職率が目標値である65％を上回っていること、ま
た、公共職業訓練（離職者訓練・施設内訓練）の修了者における就職率が目標値である80％をわずかに下回って
いるものの、目標達成率は98.1％に達成しており、引き続き公共職業訓練（離職者訓練）を実施することは、労働
市場のインフラを充実するために有効であると評価できる。

（効率性）
　公共職業訓練（離職者訓練）は、施設内で国（（独）雇用・能力開発機構が実施）又は都道府県が自ら行うほか、
多様な人材ニーズに機動的に対応するため、民間で実施できるものについては専修学校などの民間教育訓練機
関等へ委託して実施しており、民間の活力を効果的に活用するという観点から、効率的な施策であると評価でき
る。

（総合的な評価）
　公共職業訓練（離職者訓練）は、離職者が再就職に必要な技能及び知識を習得するための訓練であり、公共職
業訓練受講者の就職率が目標値を達成していることから、再就職の実現に向けて有効な施策であると評価
できる。また訓練の実施に当たって、施設内で国又は都道府県が自ら行うほか、民間教育訓練機関等へ委託
して実施するなど効率的に施策の実施に努めており、総合的に効果的な施策と評価できる。
　なお、職業訓練の受講に当たり、ジョブ・カード制度における職業訓練を受講する者やネットカフェ等で寝泊まり
しながら不安定就労に従事する者に対し、職業訓練期間中に生活保障を行う必要性等も高まってきていること
から、当該事情にも配慮しつつ施策を実施していくことが求められる。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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1Ⅴ － －3 技能継承・振興のための施
策を推進すること

－○予算要求
　評価結果を踏まえ、所要の経費を概算要求することとした。
※施策目標及び個別目標のすべてが目標を達成しており、有効であると評価できる。また、2007年
ユニバーサル技能五輪国際大会によりもたらされた技能尊重気運の醸成によって、より効率的に施策を
実施することが可能になるため。
・熟練技能の維持継承に対する支援
　（平成21年度予算概算要求額：735百万円〔平成20年度予算額：413百万円〕）
・若年者に対する技能啓発の推進
　（平成21年度予算概算要求額：204百万円〔平成20年度予算額：488百万円〕）
・各種技能競技大会等の推進
　（平成21年度予算概算要求額：861百万円〔平成20年度予算額：653百万円〕）

③
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（施策の概要）
　我が国の産業競争力の基盤となる高付加価値製品の生産、質の高いサービスの提供のために不可欠な「現場
力」（ものづくりの現場をはじめさまざまな現場における実践的な経験に裏打ちされた技能・技術、問題解決能力、
管理能力）やそれを支える人材の育成・確保を図るための取組を総合的に推進する。
（現状分析（施策の必要性））
　2007年以降数年間は、団塊世代の大量退職により高度なものづくり技能が喪失されるいわゆる「2007年問題」が
懸念されている。製造業の事業所のうち46.2％が、団塊世代の退職などが技能継承上問題があるとしており、「問
題がある」とする事業所のうち技能継承の取組を行っているが、対応上になんらかの問題があるとする事業所は
83.1％に上っている（厚生労働省「能力開発基本調査」（2007年））。
　このため、団塊世代の大量退職に備え、各企業における技能継承が円滑に進むよう、実効性のある施策を展開
する必要がある。
  また、若年層のものづくり離れが問題となっており、製造業における新規学卒入職者数（2005年）は18万5百人と
前年に比べ20.1％増加したが、ピーク時である1992年の34万3百人の約半分（53.0％）と、依然として低い水準に留
まっている（厚生労働省「雇用動向調査」）。
  このような中で、平成19年11月に開催された2007年ユニバーサル技能五輪国際大会は技能五輪国際大会と国
際アビリンピックが史上初めて同時開催されたものであるが、両大会共に日本選手団が好成績を収めるとともに、
来場者数も予想を大きく上回り、ものづくり技能の魅力や重要性を多くの国民に認識してもらう契機となった。今後
は、この技能尊重気運を一過性のものとせず、ものづくり技能の魅力や重要性に対する認識をさらに高め、若年者
の就業意欲の喚起や円滑な技能の継承といった、具体的な成果につなげていくことが重要である。

（有効性）
  若年者向けである３級技能検定の受検者数が目標値を上回る水準（速報値）を維持しており、技能の重要性、必
要性についての啓発の推進を図るための技能啓発等推進事業など当該施策は技能の振興及び技能継承に有効
であると評価できる。

（効率性）
  技能の重要性、必要性についての啓発の推進を図るための技能啓発等推進事業など前年同様の事業を展開す
る中で、３級技能検定の受検者数が増加していることから、より効率的に事業を実施できたと評価できる。

（総合的な評価）
  ３級技能検定の受検者数が目標値を上回り、毎年増加していることは、ものづくり企業の次代を担う若年者が
増加していると考えられることから、技能継承・振興のための施策を推進するという施策目標を達成する上で
有効かつ効果的な施策であると評価できる。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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児童虐待や配偶者による暴
力等への支援体制の充実
を図ること

1－ （施策の概要）
   児童虐待を防止し、すべての子どもの健全な心身の成長、自立を促すため、虐待の「発生予防」から「早期発
見・早期対応」、さらには虐待を受けた子どもの「保護・自立支援」に至るまでの切れ目のない総合的な支援体制を
整備、充実させる。併せて、配偶者による暴力被害者の適切な保護及び自立に向けた支援のため、婦人相談所、
婦人相談員、婦人保護施設における相談・保護の充実化を図る。

（現状分析（施策の必要性））
 児童虐待への対応については、平成１２年１１月に「児童虐待の防止等に関する法律（以下「児童虐待防止法」と
いう。）」が施行され、その後平成１６年には児童虐待防止法及び児童福祉法の改正が行われ、制度的な対応につ
いて充実が図られてきたところである。しかしながら、子どもの生命が奪われるなど、重大な児童虐待事件が後を
絶たず、全国の児童相談所における虐待に関する相談対応件数も増加を続け、平成１８年度には児童虐待防止
法制定直前の約３倍に当たる３７，３２３件となるなど、依然として早急に取り組むべき社会全体の課題となってい
る。こうした状況を踏まえ、平成１９年５月、児童の安全確認等のための立入調査等の強化、保護者に対する面
会・通信等の制限の強化、保護者が指導に従わない場合の措置の明確化等の規定の整備等を行う「児童虐待の
防止等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」が成立し、平成２０年４月より施行されたところであ
る。
　また、配偶者からの暴力（以下「ＤＶ」という。）の問題については、平成１３年４月に「配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護に関する法律（以下「ＤＶ法」という。）」が成立し、同法において、婦人相談所、婦人相談員、婦人
保護施設において、ＤＶ被害の相談・保護を行うこととされた。その後、平成１６年１２月と平成１９年７月にＤＶ法が
改正され、ＤＶの定義の拡大、保護命令制度の拡充、被害者の自立支援の明確化、市町村の役割強化が盛り込ま
れ、支援の充実を図ってきたところである。しかしながら、婦人相談所における夫等の暴力の相談件数は、平成１３
年度１３，０７１件（１９．２％）から平成１８年度２２，３１５件（２９．６％）と増加しており、依然として早急に取り組む
べき課題となっている。

（有効性）
　住民に身近な市町村における要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを含む。）の設置が促進されて
いるとともに、児童相談所における２４時間３６５日体制確保などの児童相談所の体制強化が進んでいる（※１）。
　また、より家庭的な環境の中できめ細やかなケアを行えるよう、小規模グループケアや地域小規模児童養護施設
の設置数の増加による施設の小規模化も進むなど、児童虐待の「発生予防」、「早期発見・早期対応」、子どもの
「保護・自立支援」の取組に一定の成果を示している（※２）。この小規模グループケア及び地域小規模児童養護
施設の設置をさらに推進するため、平成２０年７月１日から小規模グループケアを１施設あたり２か所まで指定
できることとしたほか、地域小規模児童養護施設の複数設置の際の要件を緩和したところである。
　さらに、婦人相談員の設置数についても増加しており、ＤＶ被害の相談体制の充実が図られたことにより目標
達成に向けて進展があったものと評価している。

（効率性）
  住民に身近な市町村において関係機関が児童に係る情報や考え方を共有し、適切な対応を図るための連携等
の体制整備が進んでおり、効率的であると認められる。

(総合的な評価）
　要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネットワークを含む。）を設置する市町村数は、平成１５年度と１９年度を
比較すると、約1.6倍となり、婦人相談員の設置数も、平成１５年度以降年々増加している。また、小規模グループ
ケア及び地域小規模児童養護施設の設置については、平成２１年度の達成水準とはまだ開きがあるが、設置要件
の緩和等目標達成に向けた取組を行っている。これらのことから、児童虐待やＤＶへの支援体制の充実が図られて
いるものと評価できる。
※１　虐待防止ネットワークは、児童虐待防止の機能を持つ市町村域での関係機関・団体等の任意のネットワーク
    をいう。
　　　また、要保護児童対策地域協議会は、ネットワークの構成員に守秘義務を課す、関係機関の調整を図る機関
　　を設置する等、ネットワークの機能をさらに強化し、平成１６年より児童福祉法上に位置づけられたものであり、平
　　２０年度より、市町村における設置が努力義務化されている。
※２　小規模グループケアは、できる限り家庭的な環境の中で養育を行うために、施設におけるケア形態を小規模化
　　したものである。小規模グループ化するメリットとして、より家庭的な雰囲気の中で、きめ細やかなケアを行うことが
　　可能になること、また、専属職員の配置により、子どもとの安定的な人間関係が構築され信頼関係がより強固な
　　ものとなることが挙げられる。
　　　また、地域小規模児童養護施設は、家庭への復帰が困難な児童等を対象に、既存の住宅等を利用して、一般
　　家庭に類似させた中で養育するものである。メリットは、近隣住民との適切な関係を保持しつつ、家庭的な環境の
　　中で養育を実施することにより、入所児童の社会的自立を促進することにある。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）
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VI － 4 ○予算要求
　評価結果を踏まえ、児童虐待防止及び配偶者からの暴力への対策等の推進の観点から、そのために必要な
予算を継続して要求することとした。
※全体として、児童虐待やDVへの支援体制の充実といった施策目標の達成に向けて取組が進展しており、
現在の施策を引き続き推進していく必要がある。
　また、婦人保護施設への常勤心理療法担当職員の配置については、施設における取組が十分に進んで
いないが、DV被害者をはじめとする婦人保護施設利用者への心理的支援のために必要であり、引き続き
都道府県及び婦人保護施設に対し配置を働きかけていくものである。
　入所者に対する心理的ケアを継続的に行い深刻な被害の回復を図るとともに、被害者の自立を支援する
職員に対する適切な助言等を行うなど、DV被害者等への支援体制の充実を図るという観点から、
心理療法担当職員の常勤化のニーズは高い。
　今後、新規及び現在雇い上げの心理療法担当職員について、婦人保護施設の職員としての適性・能力の
有無を適正且つ迅速に見極め、常勤化へ早期に移行するよう都道府県及び婦人保護施設に対し促していく。

（継続）
・相談援助体制の強化（児童相談所２４時間３６５日事業体制対応協力員の配置）
　（平成21年度予算概算要求額（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）：2,799百万円の内数〔平成20年度予算
額（児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業）：2,329百万円の内数〕）
・生後4か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
　（平成21年度予算概算要求額（次世代育成支援対策交付金）：40,000百万円の内数〔平成20年度予算額（次
世代育成支援対策交付金）：37,500百万円の内数〕）
・育児支援家庭訪問事業
　（平成21年度予算概算要求額（次世代育成支援対策交付金）：40,000百万円の内数〔平成20年度予算額（次
世代育成支援対策交付金）：37,500百万円の内数〕）
・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
　（平成21年度予算概算要求額（次世代育成支援対策交付金）：40,000百万円の内数〔平成20年度予算額（次
世代育成支援対策交付金）：37,500百万円の内数〕）
・施設の小規模化の推進
　（平成21年度予算概算要求額（児童入所施設措置費）：81,344百万円の内数〔平成20年度予算額（児童入所
施設措置費）：77,538百万円の内数〕）
・心理療法担当職員の配置
　（平成21年度予算概算要求額（児童入所施設措置費）：81,344百万円の内数〔平成21年度予算額（児童入所施
・児童家庭支援センター運営事業
　（平成21年度予算概算要求額（児童虐待・DV対策等総合支援事業）：2,799百万円の内数〔平成20年度予算額
・婦人相談員の配置
　（平成21年度予算概算要求額（児童虐待・DV対策等総合支援事業）：2,799百万円の内数〔平成20年度予算額
・婦人相談所一時保護所における同伴乳幼児の対応等を行う指導員の配置
　（平成21年度予算概算要求額（婦人保護事業費負担金）：879百万円の内数〔平成20年度予算額（婦人保護事
・婦人保護施設における夜間警備体制の強化
　（平成21年度予算概算要求額（婦人保護事業費補助金）：1,261百万円の内数〔平成20年度予算額（婦人保護事

④ －
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○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成21年度予算要求を行った。
※自立支援プログラムは、平成１７年度に開始し、現在、着実に実績を上げつつあるが、生活保護を
取り巻く状況を考慮すると、引き続き自立支援プログラムによる自立支援を推進する必要がある。
　平成２１年度概算要求においては、就労能力や生活能力・就労能力が低い就労経験がないなどの
就労に向けた課題をより多く抱える被保護者に対する就労意欲の喚起、生活能力・就労能力の向上、
離職防止のための支援等を行う事業等を予算要求することとした。
・生活保護費
（平成21年度予算概算要求額：2,051,367百万円〔平成２０年度予算額：2,016,202百万円）

③ －
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VII － 1 1 生活困窮者に対し適切に福
祉サービスを提供すること

（施策の概要）
　生活保護制度は、利用し得る資産、稼働能力、他法他施策などを活用してもなお最低限度の生活を維持できな
い者に対し、その困窮の程度に応じて保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長すること
を目的とする。

（現状分析（施策の必要性））
　　生活保護制度は、生活に困窮する者に対し、最低限度の生活を保障するとともに自立の助長を図ることを目的
としており、いつの時代も健康で文化的な最低限度の生活を保障する最後のセーフティネットである。平成７年度
以降、保護率（人口に対する生活保護受給者数の割合）は上昇し、平成１８年度において１１．８‰となっている。
　今日の生活保護を取り巻く環境は、生活保護受給世帯においては、傷病・障害、精神疾患等による社会的入院、
配偶者からの暴力、虐待、多重債務、元ホームレスなど多様な問題を抱えており、また、相談に乗ってくれる人が
いないなど社会的な絆が希薄な状態にある。加えて、保護受給期間が長期にわたる場合も少なくない。
一方、保護の実施機関である自治体の福祉事務所においては、これまでも担当職員が被保護世帯の自立支援に
取り組んできたところであるが、生活保護受給世帯の抱える課題の複雑化と生活保護受給世帯の増加により、担
当職員個人の努力や経験等に依存した取組だけでは、十分な支援が行えない状況となっている。
　また、医療扶助等において不正受給事件が発生する一方、生活保護の相談の段階や保護廃止決定を行う際に
保護の適用に関してきめ細やかな対応を必要とするケースも見受けられた。
　このため、生活保護制度が最後のセーフティネットとしての役割を果たし続けるには、生活保護を受けるべき者が
受け（漏給防止）、受けるべきでない者が受けず（濫給防止）、また保護を受けている者もその者の能力に応じた自
立を目指す（自立支援）ことが求められている。

（有効性）
　　自立支援プログラムは、単に就労による経済的自立を目指すだけでなく、生活保護受給者の抱える多様な課題
を踏まえ、個々の被保護者の状況に応じた自立を早期に支援する仕組みとして、これを受ける生活保護受給者及
びこれを実施する生活保護の実施機関の双方にとって有効なものである。

（効率性）
　　生活保護受給者への支援については、これまで担当職員個人の努力や経験に依存して行われてきた面がある
が、担当職員の努力により培われた経験や他の実施機関での取組の事例等を自立支援プログラムの内容に反映
させていくことにより、こうした経験等を組織全体として共有することが可能となり、自立支援の組織的対応や
効率的な実施につなげることが可能となった。

（総合的な評価）
　　自立支援プログラムには、就労による経済的自立のためのプログラムのみならず、日常生活おいて自立した
生活を送ることを目指すプログラム、地域社会の一員として充実した生活を送ることを目指すプログラムがあり、
各プログラムの目的・内容が様々であることから、定量的な評価は困難であるが、導入初年である平成１７年度
の参加者２８，０２８人に比べ、平成１８年度の参加者は６０，５５５人、平成１９年度の参加者は７６，６９５人と
着実に増えていることから、生活保護受給者の自立の助長に資していると認められる。

（評価結果の分類）
施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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（施策の概要）
　地域社会のセーフティネット機能を強化し、地域の要援護者の福祉の向上に資することを目的として、地域福祉
等推進特別支援事業等の要援護者の自立に向けた事業を実施する。

（現状分析（施策の必要性））
　地域社会の支えを必要とする要援護者の自立・就労を支援するため、福祉サービスの利用援助や苦情解決、住
民が相互に支え合う地域づくりの支援等により、地域社会におけるセーフティネット機能を整備することが期待され
ている。
　しかしながら、少子高齢化の進行や地域の連帯感の希薄化の問題、高齢者や障害者等の電球交換といった軽
微な生活課題など既存の制度のみでは充足できない問題や制度の狭間にある問題など多くの課題があり、地域
における支え合いの強化が求められている。

（有効性）
　ホームレス総合相談推進事業等を通してホームレス自立支援センターに入所した者のうち、平成１９年度中に退
所した者の約７０％が、就労または福祉等の措置により自立を果たしていることから、その事業に有効性があると
認められる。
また、地域福祉計画の策定率は平成１５年度の１０．４％から平成１９年度の３８．４％へ、日常生活自立支援事業
の利用契約者数は平成１５年度の６，２５２人から平成１８年度の７，６２６人へ増加しており、地域の要援護者に対
する支援の推進に有効性があると認められる。

（効率性）
　ホームレス総合相談推進事業等によりホームレス個々の状況に応じて、効率的に自立が図られている。
また、地域福祉推進の一環として、日常生活自立支援事業や地域福祉等推進特別支援事業等をメニュー事業とし
て実施しており、地域の実情に応じた事業の実施を図っている。

（総合的な評価）
　ホームレス自立支援センターを利用し、就労及び福祉の措置により退所した者の数が増加しており、着実に事業
が行われていると評価できる。
　また、「ふれあい・いきいきサロン」の設置数についても、平成１８年度以降は調査を実施していないが、平成１５
年度と比較すると増加傾向にある等、地域福祉の推進に向けて着実に事業が展開されていると評価できる。
苦情受付件数に占める解決件数の割合についても、、平成１６年度から平成１８年度までは９５％以上と目標を達
成しており、福祉サービス利用者からの苦情解決に向けて適切に努めていると評価できる。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※セーフティネット支援対策等事業費補助金において、日常生活自立支援事業、地域福祉等推進特別支援
事業等の事業を実施し、地域福祉の推進を支援してきたところであるが、平成20年度においては、
地域福祉活性化事業等の新規事業を実施するとともに、既存の事業についても見直し、充実等を行っている
ところである。また、平成20年3月に「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」の報告書が取りまとめ
られたところであり、本報告書を踏まえ、今後、よりいっそうの地域福祉の推進を図ることとしている。
・セーフティネット支援対策等事業費補助金
　（平成２１年度予算概算要求額：２５，５００百万円の内数〔平成２０年度予算額：１９，５００百万円の内数））

1 地域社会のセーフティネット
機能を強化し、地域の要援
護者の福祉の向上を図るこ
と

31

VII － 2 －④－

56



－

32

VII － 3 － 1 災害に際し応急的な支援を
実施すること

②○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
※施策目標に掲げる「災害に際し応急的な支援を実施すること」は、災害救助法の目的そのものであり、今後
も必要な救助を行うとともに、被災者の保護と社会の秩序の保全を図る必要があることから、見直しは行わず
引き続き実施するものである。
　（平成21年度予算概算要求額：200百万円〔平成２０年度予算額：200百万円〕）

（施策の概要）
　災害発生時に、要援護者に対して、適切な福祉サービスを提供すること。

（現状分析（施策の必要性））
　我が国は、気候、風土の変化に富み、それだけに自然の猛威を受けやすい地理的、気象的条件を有しているた
め、古くから多くの災害に見舞われている。災害発生時には迅速な対応が求められるが、特に、高齢者や障害者
など災害に弱いとされる災害時要援護者に対する避難支援対策が喫緊の課題となっており、各自治体において十
分な対策がとられるよう、国として支援していくことが必要である。

（有効性）
　避難所の設置により、住民の生命に危険をもたらすおそれのある住居等から安全な場所に避難させるよう措置
がとられており、避難所設置によって有効な応急救助が実施されている。

（効率性）
　避難勧告後または地震発生後、直ちに必要量の避難所が設置されており、住民の生命の安全が迅速に確保さ
れていることから、効率的な応急救助が実施されている。

（総合的な評価）
　避難勧告が出された地域の住民全員が、安全な場所に避難できるよう避難所が設置されており、公平性の観点
においても、的確な応急救助が実施されている。
　平成１９年度に災害救助法が適用された１５件については、速やかに避難所が設置され、国の助言等により適切
な応急救助が行われたものと評価できる。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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2 戦没者の遺骨の収集等を
行うことにより、戦没者遺族
を慰藉すること

（施策の概要）
　戦没者遺族の慰藉を目的として、戦没者の遺骨収集等の迅速かつ適切な実施、慰霊巡拝、慰霊友好親善事業
の着実な実施及び慰霊碑の適切な維持管理等を行う。

（現状分析（施策の必要性）
　戦没者の遺骨については、相手国の事情や海没その他の自然条件等により収集できない地域が残されていると
いう事情はあるものの、未だ多くの海外戦没者遺骨が海外に残されていることから、遺骨収集の促進に努めてい
る。また、硫黄島等全１５箇所に建立した戦没者慰霊碑については、それぞれ建立地の関係機関等と維持管理に
関する委託契約を締結し、維持管理が適切に行われるよう努めている。
　一方で、戦後６０年以上が経過し、遺骨等の所在に関する情報が減少するとともに、戦没者の遺族の高齢化が
進んでいることから、これらの施策を、より迅速かつ着実に実施することが求められている。

（有効性）
　慰霊巡拝事業については、戦没者遺族からの要望の多い旧主戦場地域やシベリア等を巡拝するとともに、巡拝
への参加に必要な医師の診断書の提出を参加決定後にするなど遺族が参加しやすい仕組みの整備に努めてお
り、戦没者遺族に対する慰藉をするために、有効であるといえる。

（効率性）
　遺骨収集等事業について、南方地域においては、平成１８年度から実施している海外未送還遺骨の集中的な情
報収集に基づき計画的に実施しており、効率的に行っているといえる。

（総合的な評価）
　戦没者の遺骨収集や、慰霊巡拝、慰霊友好親善事業の着実な実施等により、戦没者遺族の慰藉という目標の達
成に向けて進展があった。
　平成１９年度においては、慰霊巡拝については全１２回、遺骨収集等事業についても遺族等の関係者とともに全
２７回実施し、全ての巡拝を滞りなく実施することができ、遺族の慰藉に進展があったことから、今後も着実に実施
していくこととしたい。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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VII － 5 ○予算要求
　評価結果を踏まえ、遺骨収集等慰霊事業を迅速に実施するために必要な予算を継続して要求することとし
た。
※戦後60年以上が経過し、遺骨情報が減少したことにより、特に南方地域において、今後の遺骨収集の促進
を図るため、平成18年度から概ね3年間をかけて、海外未送還遺骨の集中的な情報収集を、民間団体に委託
して実施しているところであるが、事業の成果について分析した結果、民間団体に対する徹底した指導、助言を
行いつつ、現地調査員の恒常的な雇用及び現地政府機関等に対する協力を依頼する等、国の協力体制を構
築する必要があるとの結論が得られたことから、新たに定員要求をすることとしたものである。
(継続）
遺骨収集関連事業
（平成２１年度予算概算要求額：３８８百万円〔平成２０年度予算額：２４０百万円〕）
戦没者遺骨に係るDNA鑑定事業
（平成２１年度予算概算要求額：７２百万円〔平成２０年度予算額：７２百万円〕）
慰霊巡拝等の事業
（平成２１年度予算概算要求額：４００百万円〔平成２０年度予算額：４００百万円〕）
慰霊碑の維持管理
（平成２１年度予算概算要求額：８６百万円〔平成２０年度予算額：９１百万円〕）

③ －－
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4 旧陸海軍に関する人事資料
を適切に整備保管すること
及び旧陸海軍に関する恩給
請求権を適切に推進するこ
と

○予算要求
　評価結果を踏まえ、旧陸海軍に関する人事資料のデータベース化等による適切な整備保管及び旧陸海軍に
関する恩給請求書の迅速かつ適切な進達のために、必要な予算を継続して要求することとした。
※旧陸海軍の人事資料の適切な整備保管については、平成16年度から8年間の計画で平成23年度までに終
了させることとなっており、データベース化に向けた着実な進展があることから、今後とも、引き続き実施してい
くこととしている。また、恩給の進達業務についても、当該業務を適切に実施するよう関係機関及び関係遺族か
ら求められており、また、平成19年度は、平成18年度に比較して達成水準へむけた進展があったことから、
今後とも、引き続き実施していくこととしたい。
（継続）
資料整備諸費
（平成２１年度予算概算要求額：２２４百万円〔平成２０年度予算額：１８０百万円〕）
旧軍人遺族等恩給の事務処理に必要な経費
（平成２１年度予算概算要求額：７１百万円〔平成２０年度予算額：６３百万円〕）

（施策の概要）
　恩給等の請求に必要な軍歴証明の作成等に使用するため、旧陸海軍に関する人事資料を適切に整備保管する
とともに、恩給請求書の内容を審査し、恩給の裁定庁である総務省人事・恩給局に進達する。

（現状分析（施策の必要性））
　旧陸海軍の人事資料については、恩給等の請求に必要な軍歴証明の作成や、遺族等からの照会などに使用さ
れるが、作成されてから数十年を経過しているため、損傷が激しいものも多く、適切に保管するための作業を進め
る必要がある。
　また、恩給請求書の進達については、現在、恩給請求者の高齢化が進んでいることから、その進達業務を迅速
かつ適切に行うことが求められている。

（有効性）
　旧陸海軍の人事関係資料は、作成されてから数十年を経過し、損傷が激しいものも多いため、そのデータベース
化を行うことは、適切な整備保管のために有効な施策であるといえる。

（効率性）
　旧陸海軍の人事資料に係る情報のデータベース化により、①情報が整備され、必要な名簿情報の検索等が迅
速化していること、②長期的な保管が可能となることから、効率性の向上に寄与していると言える。

（総合的な評価）
　旧陸海軍の人事資料のデータベース化については、当初、データベース化する箇所の検討や資料の整備等に時
間を要したことから、進展状況は全体の１４％に留まっているが、今後４年間においては、データベース化の作業に
専念できることから、平成２３年度までには　全ての情報のデータベース化を終了することとしている。
　また、恩給請求書を１．５ヶ月以内に総務省に進達した割合については、平成１９年度は８０％と目標達成には至
らなかったが、これは従来業務とは異なる、別の履歴究明の業務を行う必要があったことが原因である。しかし、目
標達成率は平成１８年の６７％から上昇しており、処理件数自体は相当増加していること、従来業務とは異なる、別
の履歴究明の業務は収束傾向にあることから、今後も事務処理の向上や資料の整備等をはかることにより、目標
の確実な達成を目指していくこととしている。
　
（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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障害者の地域における自立
を支援するため、障害者の
生活の場、働く場や地域に
おける支援体制を整備する
こと

④
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Ⅷ － 1 － 1 －（施策の概要）
　障害者に対するサービスの計画的な整備、就労支援の強化、地域生活への移行の推進等を通じ、障害者が安
心して暮らすことのできる地域社会の実現を目指す

（現状分析（施策の必要性））
　平成１８年１０月より障害者自立支援法を完全施行し、施設・事業体系の再編や就労支援策の充実等の抜本的
改革を行った。（別添参照）同法における利用者負担については、原則一割の負担ではあるが、月額負担上限の
設定や、収入・預貯金の少ない方に対するきめ細やかな配慮措置を講じている。施行後においては、利用者負担
に対する意見等を踏まえ、本改革をより円滑に推し進めるための様々な措置を講じているところであり、今後とも、
就労支援や地域移行などを中心とした、法の趣旨に即した取組を進めていく必要がある。

（有効性）
　障害者自立支援法の施行により、一般就労への移行を支援する就労移行支援事業を創設するなど日中活動系
サービスを充実などの体制整備を進めるとともに、地域における生活の場としてグループホーム・ケアホームの整
備の充実させるなどの施策を実施している。これらの施策により、障害者の地域における自立を支援し、障害者が
安心して暮らすことのできる地域社会の実現を図っている。

（効率性）
　各市町村・都道府県においては、障害者等の数やその障害の状況等地域の実情を踏まえて作成した障害福祉
計画において数値目標を設定し、一般就労に移行するための基盤整備や地域における居住の場としてのグルー
プホームやケアホームの整備など障害福祉サービスの計画的な整備を計画的・効率的に進めている。
　また、地域の障害者の実情やニーズに即した社会参加を促進するための支援として、地域生活支援事業をメ
ニュー事業として実施している。

（総合的な評価）
　各市町村・都道府県においては、障害者自立支援法に基づき障害者等の数やその障害の状況等地域の実情を
踏まえて作成した障害福祉計画をもとに、障害者の地域での生活基盤等の整備が効率的に進められており、この
結果、グループホーム・ケアホームの利用者数が毎年着実に増加している。
　また、障害者や事業者のおかれている状況を踏まえ、平成１９年度中に、①低所得者を中心として利用者負担
の負担上限額の更なる引き下げ等の利用者負担の見直し、②通所サービスにかかる単価の引き上げ等の事業
者の経営基盤の強化、③グループホーム等の整備にかかる財政支援といった内容を盛り込んだ「障害者自立支
援法の抜本的見直しに向けた緊急措置」を決定、平成２０年度に向けて予算措置を行ったところである。
　これらの取り組みにより、施策目標の達成に向けて着実に進展していると評価できる。
（※太字部分は重点評価課題該当部分）

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）

○予算要求
①評価結果を踏まえ、グループホーム・ケアサービスの充実、訪問系サービスの充実、日中活動サービスの充
実等を一層推進するため、介護給付・訓練等給付費にかかる予算を拡充して要求することとした。
（継続）
・介護給付・訓練等給付費
（平成21年度概算要求額：520,688百万円[平成20年度予算額：492,313百万円]）

②評価結果を踏まえ、個別事業所に対するコンサルタント派遣事業の拡充、事業所職員等の意識改革や民間
企業ノウハウを活用するための研修事業等を新たに実施することとした。そのため、工賃倍増5か年計画支援
事業に係る予算を拡充して要求することとした。
（継続）
・工賃倍増5か年計画支援事業
（平成21年度概算要求額：1,672百万円[平成20年度予算額：1,648百万円]）

③評価結果を踏まえ、市町村、都道府県における地域生活支援事業を推進するために、コミュニケーション支
援事業、相談支援事業を含む地域生活支援事業に係る予算を拡充して要求することとした。
（継続）
・地域生活支援事業
（平成21年度概算要求額：45,000百万円[平成20年度予算額：40,000百万円]）
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○予算要求
　評価結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き推進することとした。
※平成19年度においても、目標の達成に向けた取組は着実に進展しており、引き続きこの取組を
推進していく。
※普及啓発等の事務経費については、印刷費等の削減により予算規模を前年度より縮小する。
（継続）
・年金財政検証事業
　（平成21年度予算概算要求額：135百万円〔平成20年度予算額：146百万円〕）
・公的年金制度の財政状況の報告聴取事業
　（平成21年度予算概算要求額：67百万円〔平成20年度予算額：75百万円〕）
・年金通算協定事業
　（平成21年度予算概算要求額：32百万円〔平成20年度予算額：32百万円〕）

※なお、年金の給付費そのものについては、社会保険庁が計上する予算に整理されている。

公的年金制度の持続可能
性を確保すること

－③

36

11 － （施策の概要）
   公的年金制度は、現在の高齢者に対する年金給付を、現在の現役世代が支払う保険料で賄うという、世代と世
代の支え合いの考え方に基づき成り立っており、この考え方のもと、終身にわたって高齢者の生活の基本部分を
支え、賃金や物価の上昇など、長期間の社会経済の変動に対応して、実際に価値のある年金を支給する機能を
果たしている。

(現状分析（施策の必要性）)
　平成１６年６月に、「国民年金法等の一部を改正する法律」（平成１６年法律第１０４号）が成立し、公的年金制度
について、
①　保険料水準固定方式の導入
②　給付水準を自動調整する仕組み（マクロ経済スライド）の導入
③　基礎年金国庫負担割合の引上げ
④　積立金の活用
の４つを柱とする制度改正が行われ、これにより、長期的な給付と負担の均衡が適切に保たれ、持続可能な制度
とされたところである。
　
　年金財政については、少なくとも５年に一度、社会・経済情勢の変化に伴う様々な要素を踏まえ、長期的な財政
収支の見通しを計算し、給付水準の調整を行う必要の有無や、給付水準がどの程度の水準にあるかなどの検証
（財政検証）を行うこととしている。（初回は平成１６年の５年後にあたる平成２１年までに実施）
  また、国際的な人的交流の活発化に対応し、社会保障協定の締結により、日本と外国の保険料の二重払い等の
問題の解決を図ることが喫緊の課題となっており、協定の締結による在外日系企業の負担の解消等のため、経済
団体等関係各方面より、人的交流の多い各国との間で速やかに協定を締結することが求められている。

※　マクロ経済スライド
　少なくとも５年に１度の財政検証の際、おおむね１００年間の財政均衡期間にわたり年金財政の均衡を保つこと
ができないと見込まれる場合は、年金額の調整を開始し、年金を支える力の減少や平均余命の伸びを年金額の改
定に反映させ、年金額の伸びを賃金や物価の伸びよりも抑える仕組み。
※　社会保障協定
　海外に派遣される人について、日本と就労地である外国の社会保障制度への二重加入の問題や保険料掛け捨
ての問題の解決を図るため、(1)日本と相手国いずれかの国の社会保障制度のみに加入すればよいこととするとと
もに、(2)相手国の年金加入期間を通算して年金が受けられるようにする協定。

（有効性）
　公的年金は、少子高齢化の急速な進行などにより、制度改正を行わなければ大幅な赤字財政に陥る状況にあっ
たことから、平成１６年年金制度改正により、給付と負担の在り方の大幅な見直しが実現したところである。
　平成１９年度において、社会保障協定の発効に至ったものが２件、署名を行ったものが２件、また、政府間交渉
を実施、又は、当局間協議を実施したものが５件となるなど一定の成果をあげており、日本と外国の保険料の
二重払い等の問題を解消することにより、相手国との間の人的交流や経済交流を一層推進することは、国際化
の進展への対応として有効な手段であった。

（効率性）
　平成１６年年金制度改正は、同年10月より順次施行され、円滑に実施されている。
　平成１９年度においては、３カ国との間で当局間協議を新規に開始し、また、２カ国との間で社会保障協定の
署名をするなどの実績を残しており、効率的に施策を実施していると評価できる。
　
（総合的な評価）
　財政再計算との乖離状況（積立金）については、平成１９年度の数値は集計中であるが、平成１５～１８年度
は、実績値が財政再計算結果を上回っており、全体として、目標の達成に向けて進展していると評価できる。
　公的年金制度については、①保険料水準固定方式の導入、②給付水準を自動調整する仕組み（マクロ経済
スライド）の導入、③基礎年金国庫負担割合の引上げ、④積立金の活用、の４つを柱とする平成１６年年金
制度改正により、長期的な給付と負担の均衡が適切に保たれ、持続可能な制度とされたところであり、
円滑に施行されている。
　このうち基礎年金国庫負担割合の引き上げについては、法律の本則上、基礎年金国庫負担割合を３分の１
から２分の１に引き上げるとともに、附則において、所要の安定した財源を確保する税制の抜本的な改革を
行った上で、平成２１年度までに２分の１へ引き上げるという道筋を規定している。平成１６年度から１９年度
においては、この道筋に沿って国庫負担の段階的引上げを実施したところであり、平成20年度の国庫負担割合
を３分の１に４０/１０００を加えた割合（約３７．３％）とする「国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を
改正する法律案」を平成20年通常国会に提出し、継続審査とされている。
　平成１６年年金制度改正において検討課題とされた公的年金の一元化とパート労働者への厚生年金の
適用拡大については、平成１９年４月１３日に、まずは被用者年金（厚生年金と公務員等の共済年金）の一元化
を実現するとともに、働き方が正社員に近いパート労働者への厚生年金の適用を拡大するための「被用者年金
制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律案」を第１６６回通常国会に提出し、
継続審査とされている。

IX －
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継続審 され る。
　国際化への進展の対応については、人的交流が活発で、経済団体等から社会保障協定の締結への要望が
強かったアイルランド、ハンガリー及びスウェーデンの３カ国との間で、それぞれ社会保障協定の締結に向けて、
平成１９年度中に当局間協議を開始し、毎年１カ国以上という目標を達成した。また、在留邦人数が多く、
経済団体等から協定締結への要望の強かったオランダ及びチェコの２カ国との間で、平成１９年度中に
当該協定を署名するなどの成果があったと評価できる。
  施策目標である「公的年金制度の持続可能性を確保すること」については、目標の達成に向け進展している
と評価できる。
　なお、現在、「社会保障国民会議」において、中長期的な視点に立って、年金制度を含め社会保障制度の
あるべき姿や、その中での政府の役割、負担の仕方などについて議論を行っているところである。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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－－ 2 公的年金の上乗せの年金
制度（企業年金等）の普及
啓発を図ること

（施策の概要）
　国民の高齢期における所得の確保に係る自主的な努力を支援し、もって公的年金の給付と相まって国民の生活
の安定と福祉の向上に寄与することを目的とする。。

(現状分析（施策の必要性）)
　国民の老後の所得保障の多様なニーズに応える企業年金などの私的年金は創設以来順調に規模を拡大し、企
業年金などにカバーされる国民の割合も増加してきた。厚生年金基金は昭和41年の創設以来、平成7年度末には
1，878基金が設立されるに至った。また、国民年金基金は、平成3年の制度開始以来、平成13年度末には加入者
数が約79万人に達している。このような公的年金に上乗せされる年金制度の普及の背景には、掛金、給付に係る
税制上の特例措置が大きな役割を果たしてきたと考えられる。
　しかし、厳しい経済環境に伴う運用利回りの低下や、成熟度（受給者数／加入者数）の上昇等により、年金財政
が悪化し、掛金の追加負担が困難となる基金が現れたこと、また、確定給付企業年金法の施行に伴い、基金の代
行部分を国へ返上し、上乗せ部分のみで確定給付型の企業年金を継続すること（代行返上）が可能になったこと
等により、平成13年度より代行返上、解散が進んだが、近年は単独型・連合型の代行返上及び解散がほぼ落ち着
いたこともあり、減少に歯止めがかかっている。
　一方、平成13年度及び平成14年度に導入された確定拠出年金及び確定給付企業年金は、平成24年3月末で廃
止される税制適格退職年金からの移行等により、着実に普及しているところである。

（有効性）
　確定給付企業年金及び確定拠出年金は、制度創設以来順調に普及しており（平成19年度末の確定給付企業年
金の実施件数は前年度末の約１.6倍と大幅に増加。また、平成19年度末の確定拠出年金（企業型）の実施件数と
確定拠出年金（個人型）の加入員数は、それぞれ前年度末の約1.2倍と約1.16倍に増加）、これには、厚生年金基
金における代行返上の導入（確定給付企業年金への移行）や、税制上の優遇措置等が大きな役割を果たしている
と考えられる。また、平成16年年金制度改正において、確定拠出年金の充実（拠出限度額の引上げ、中途引出し
要件の緩和等）、企業年金のポータビリティの確保（年金通算措置）等の措置が講じられたことにより、各制度の利
便性が高まったことも要因として挙げられる。
　また、平成19年７月に、規約型確定給付企業年金におけるモデル規約例や事務処理マニュアルを提示したこと
は、制度設立時に必要となる規約の策定手続きの簡素化や、申請から認可・承認までの審査の手続きの
合理化・簡素化を図り、事業主が円滑に確定給付企業年金を導入することにつながると考えられる。
　平成20年度税制改正大綱を経て、企業年金の積立金に対する特別法人税の課税停止措置が３年間延長
されたこと（平成22年度末まで）は、企業年金の健全な運営の確保及び普及の促進に資するものとなっている。

（効率性）
　加入者や事業主のニーズに応え得る様々なタイプの制度の選択肢が存在すること及び加入者や事業主の
利便性を高めることは、公的年金に上乗せされる年金制度を普及させるための重要な条件である。
　また、企業年金制度に係る税制上の優遇措置として、確定給付企業年金及び確定拠出年金については、
掛金の損金算入、給付への公的年金等控除の適用等、厚生年金基金及び国民年金基金については、掛金
への社会保険料控除の適用、給付への公的年金等控除の適用等が講じられており、老後の備えに対する
民間の自主的な努力を側面から支援するものであり、効率的であるといえる。
　
（総合的な評価）
　確定給付企業年金及び確定拠出年金は、制度創設以来順調に普及しており、これには、税制上の優遇措置や、
事業主や加入者の利便性を高めるための制度改正等の措置が大きな役割を果たしており、「公的年金制度の
上乗せの年金制度（企業年金等）の適正な運営を図ること」、ひいては「老後生活の経済的自立の基礎となる
所得保障の充実を図ること」という施策目標の達成に向けて進展があったと考えられる。また、税制適格退職
年金の平成２４年３月末の廃止を控え、老後の所得保障の多様なニーズに応えるため、その役割はますます
大きくなると考えられる。

 （評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）

③○予算要求
　評価結果を踏まえ、これまでの取組を引き続き推進することとした。
※目標達成に向けて引き続き努力する。
（継続）
・企業年金等普及促進事業
　（平成２１年度予算概算要求額：２，７２７百万円〔平成２０年度予算額：２，４８７百万円〕）
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－○予算要求
　評価結果を踏まえ、介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護サービス基盤の整
備を図ることが出来ているので、事業を継続することにした。
※　「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」については、平成20年度において、各種会議における
積極的な説明等により、当該事業について関係者への十分な周知に努めるとともに、未実施の都道府県及び
市区町村に対しヒアリングを実施し、未実施理由等の実態把握・分析を行い、本交付金の更なる活用を図る。
また、介護療養病床の転換については、平成23年度末が期限であることから、今後、介護療養病床の転換に
係る本交付金の申請の増加が見込まれるため、引き続き十分な支援を行うものである。
（継続）
  ・介護給付等費用適正化事業
　　（平成21年度予算概算要求額：67,628百万円の内数［平成20年度予算額：67,676百万円の内数］）
　　・要介護認定適正化事業
　　（平成21年度予算概算要求額：183百万円［平成20年度予算額：184百万円］）
　・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金
　　（平成21年度予算概算要求額：40,000百万円［平成20年度予算額：41,200百万円］）
　・介護サービス適正実施指導事業
　　（平成21年度予算概算要求額：518百万円［平成20年度予算額：473百万円］）
　・介護支援専門員等に対する研修事業
　　（平成21年度予算概算要求額：350百万円［平成20年度予算額：350百万円］）
　・介護サービス情報の公表制度支援事業
　　（平成21年度予算概算要求額：389百万円［平成20年度予算額：486百万円］）
　・認知症対策等総合支援事業
　　（平成21年度予算概算要求額：3.741百万円［平成20年度予算額：1.606百万円］）
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④3 －IX － 2 介護保険制度の適切な運
営を図るとともに、質・量両
面にわたり介護サービス基
盤の整備を図ること

（施策の概要）
　高齢者、特に認知症や一人暮らしの高齢者が急増していく中で、高齢者が介護を必要とする状態となっても、尊
厳を持って、その有する能力に応じて自立した生活を住み慣れた地域において継続できるよう、介護給付の適正
化、要介護認定の適正化等を通じて介護保険制度の適切な運営を図りつつ、質・量両面にわたり介護サービス基
盤の整備を図る。

（現状分析（施策の必要性））
　介護保険制度については、平成１２年４月の施行から約８年が経過し、要介護認定者数、サービス事業者数が増
加するなど、国民の間に広く普及してきたところであるが、その一方で、我が国全体の介護費用が３．６兆円（平成
１２年度実績）から７．４兆円（平成２０年度予算）に増加している。このため、制度の持続可能性を維持する観点か
ら、真に必要なサービスに対して給付が行われるよう、給付の効率化・重点化を行ってきたところである。
　他方、今後、高齢化が急速に進み、介護を要する状態である要介護者、社会的支援を要する状態である要支援
者も現在以上に増加することが見込まれていることから、これらの要介護者等に対して良質な介護サービスを提供
していくための基盤整備を進めていくことも重要である。
　また、今後増加が見込まれている認知症高齢者対策についても、重点的に対応していく必要がある。

（有効性）
・　介護給付等費用適正化事業を実施する保険者数の割合については、平成１９年度には９９％の保険者が実施
しており、介護給付の適正化の効果を上げるために有効であったと考えられる。
・　要介護認定に係る一次判定から二次判定における軽重度変更率は、平成１８年度と比較すると平成１９年度は
１．４ｐ地域格差が拡大しているが、この理由としては、認定適正化専門員の技術的助言の効果を波及するための
研修会開催による波及が必ずしも十分ではなかったことが考えられる。平成２０年度においては研修会の開催を
増加する等、効果を高めるための対応を検討している。
・　介護サービス利用者数に対する地域密着型サービス利用者数の割合については、平成１８年度の５．９％に比
べ平成１９年度は７．０％と増加傾向にあることから、地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の更なる活用を
図る必要はあるものの、必要な介護サービス量の確保の効果を上げるために有効であったと考えられる。
・　施設管理者研修、ユニットリーダー研修及び介護支援専門員研修の修了者は年々伸びており、介護サービス
の質の向上の効果を上げるために有効であったと考えられる。
・　認知症対策等総合支援事業における各種事業の実施都道府県・指定都市数については、すべての都道府県
及び指定都市において事業が行われており、認知症高齢者支援対策推進の効果を上げるために有効であった
と考えられる。

（効率性）
・　ユニットケア指導者養成研修については、ユニットリーダー研修の実施に必要な講師やコーディネーターを
養成するために平成１８年度から開始したものであるが、研修修了者の着実な増加により、研修体制を強化
することができ、介護サービスの質の確保を効率的に図ることができたと考えられる。
・　介護サービス情報公表制度については、利用者がインターネットを通じて介護サービス事業者の情報を
入手し、介護サービス事業者を選択できるように平成１８年度から導入されたものであるが、介護サービス
情報の公表事業所数は増加しており、介護サービスの質の向上等に向けた事業者の取組が進み、介護
サービスの質の確保を効率的に図ることができたと考えられる。

（総合的な評価）
　介護給付の適正化、要介護認定の適正化、必要な介護サービス量の確保、介護サービスの質の確保及び
認知症高齢者支援対策の推進により、介護保険制度の適切な運営を図るとともに、質・量両面にわたり介護
サービス基盤の整備を図ることができた。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（施策全体として予算の新規要求、拡充要求等の見直しを検討）
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X －③○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
※施策目標の達成に向け着実に実施しているところであり、現在の取り組みを続ける。
  (平成２１年度予算概算要求額：765百万円[平成２０年度予算概算要求額：907百万円])

2－1 （施策の概要）
　国際社会に貢献するため、我が国の有する政策制度等に関する豊富な経験や知識を活用して、開発途上国に
対する保健衛生・社会福祉・労働分野における人材育成事業等の協力を推進する。

（現状分析（施策の必要性））
　東南アジア諸国を始めとするアジア・太平洋地域の開発途上国は、アジア通貨危機を乗り越えた後めざまし
い経済発展を遂げているものの、いまなお多く存在する貧困層や深刻な環境問題の発生など、開発の歪みが
生じている。
　保健及び社会福祉の充実については、政府開発援助の拠りどころであるＯＤＡ大綱及び国連ミレニアム開発
目標のそれぞれにおいてその主要な目標のひとつに掲げられており、我が国は先進国として、これら政策分野
でも我が国の経験を伝えていくことを通じて国際社会に貢献することを目指している。
　とりわけＡＳＥＡＮ諸国の社会経済の着実な発展は、少子高齢化や核家族化などといった、かつて我が国が経
験した急速な就業構造・人口構造・家族関係の変化をもたらしつつあり、アジアにおける先駆的取り組みとして
我が国が講じてきた社会保障諸政策に対して、期待は高まっている。
　また、今後の一層の開発には、先進国のリードを離れた途上国の自立的で持続可能な発展、南南協力の推
進による地域連帯に基づく発展が不可欠であり、そのためには国づくりの担い手となる優れた人材を育成・確保
するための支援が効果的である。
　具体的には経済・産業発展のために必要とされる技術者及び技能労働者はもとより、人事労務担当者、職業
訓練を行う指導員、健全な労使関係構築のための人材が非常に不足している現状にあり、開発途上国からも、
我が国に対しこれら各種分野の技術、技能移転を通じた人材養成に係る国際協力の要請が強いことから、引き
続き積極的かつ効果的な支援が求められているところである。

（有効性）
　保健医療、公衆衛生、雇用・労働分野等における我が国の経験の共有は、東南アジアを中心とするアジア・
太平洋地域各国の更なる発展に必要なインフラ整備や基幹人材の育成に資するものであり、有効なものである
と考えている。

（効率性）
　現在アジア・太平洋地域各国が直面している課題に既に対応してきた我が国の経験は、諸外国がこれらの
課題に対応するために実践的なものであり、また、各国のハイレベルの行政担当官が来日して現場を見ること
等により、より効率的なプログラムとなっているものと評価している。

（総合的な評価）
　保健医療、公衆衛生、雇用・労働分野等において、我が国が保持する高度な技術を活用し、民間団体を通
じた国際的な技術協力事業、研究・分析事業を実施することで、効果的に国際社会に貢献することができると
評価している。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）

二国間等の国際協力を推
進すること

－
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－－ 1 国立試験研究期間における
機関評価の適正かつ効率
的な実施を確保すること

（施策の概要）
　各国立試験研究機関において策定された機関評価の実施計画に従い、評価委員会を定期的に開催し、評価結
果を公表することにより、機関評価の適正かつ効果的な実施を確保することを目的とする。

（現状分析（施策の必要性））
　研究開発評価については、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成１７年３月２９日内閣総理大臣決定。
以下「大綱的指針」という。）に基づき、各府省が具体的な指針を策定し実施することとされている。厚生労働省に
おいては、大綱的指針に基づき「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（平成１７年８月２５日厚生労働
省大臣官房厚生科学課長決定。以下「指針」という。）を定め、これに基づいて行うこととされており、国立試験研究
機関を含む研究開発機関の評価についても、指針に基づき行うこととされているところである。
　厚生労働省の科学研究開発においては、行政施策との連携を保ちながら、研究開発活動と一体化して適切な評
価を実施し、その結果を有効に活用して柔軟かつ競争的で開かれた研究開発を推進しつつ、その効率化を図るこ
とにより、一層優れた研究開発成果を国民、社会へ還元することが求められている。このため、指針において、各
研究開発機関は、機関活動全般を対象とする評価を定期的に実施することとし、その評価は当該機関の設置目的
や研究目的に即して、機関運営と研究開発の実施・推進の両面から行うこととしている。
　国立試験研究機関においては、この指針等に基づき、機関ごとにその機関運営と研究の実施・推進の両面を対
象として、３年に１回を目安として定期的に、外部の専門家により構成される評価委員会による機関評価を実施し、
その結果を厚生科学審議会に提出するとともに、各機関のホームページ等により公表することとしている。
　また、各機関において、評価結果を受け、改善を要する指摘事項に係る対処方針を策定し、厚生労働審議会に
報告し必要な措置を講ずるとともに、これらについても各機関のホームページ等により公表することとしている。

（有効性）
　各機関における評価委員会の開催については、平成１９年度は２機関であるが、平成１４年度以降、すべての機
関について、指針において開催の目安としている３年に１回と同程度の頻度で開催されている。委員は外部の専
門家により構成され、客観性・中立性が保たれた中で、研究、開発、試験、調査及び人材養成等の状況と成果（こ
れらの厚生労働省の施策又は事業への貢献を含む。）等の評価事項について評価されており、この結果を反映さ
せることで機関運営の改善に資するものである。したがって、機関評価は有効に機能しているものと
考えている。
　評価結果の公表については、指針においてホームページ等により公表することとしている。ホームページによる
公表については、評価結果の入手を希望する多数の者が簡便に入手できる点において有効であるが、平成１９
年度における実績はなく、直近５年間で２機関が１回ずつ行うにとどまっている。評価結果については、各機関の
図書館等においても閲覧可能な状態となっており、機関評価の透明性は一定程度は確保されているものの、
機関評価の透明性を更に高め、より適正な評価とするため、評価結果及び改善の状況のホームページによる公表
を更に積極的に進めることが必要である。なお、平成２０年度においては、３機関がホームページにより公表する
予定としている。

（効率性）
　評価の実施については、評価の実施体制（概ね１０名程度の当該機関に所属していない専門家により
評価委員会を組織）や評価事項（一定のあらかじめ定められた事項の評価を原則としつつ、研究目的・目標に
即して評価事項を選定）等に係るルールにのっとり実施していることから、客観的な評価を集中的かつ効率的に
実施することができる。また、評価委員会の開催は、指針において３年に１回を目安としているが、
国立試験研究機関における研究はその期間が複数年にわたる研究が多いため、毎年評価を行った場合には、
成果等が上がらない段階で次の評価を行うこととなることから、３年程度の間隔を置いて評価を行うことが
効率的である。したがって、各機関の評価は、適切な頻度で効率的に行われているといえる。
　評価結果の公表については、ホームページによる場合、各機関の図書館等における閲覧に比べ、評価結果の
入手を希望する多数の者が簡便に入手できる点において効率的であるため、ホームページによる公表を
積極的に進めることが必要である。

（総合的な評価）
　国立試験研究機関の機関評価については、手法及び頻度において適切であり、適正かつ効果的に実施されて
いるものと評価できる。
　また、各機関のホームページ等における評価結果やその後の改善状況等の公表については、適正な評価の
実施確保のため重要であり、今後、より効果的・効率的で適切な公表等を積極的に進めていく必要がある。

（評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）
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－ 1 ○予算要求
・適正かつ効果的に実施されているとの評価結果を踏まえ、引き続き機関評価の結果を反映し、必要な予算を
要求することとした。
※評価結果がその後の研究の重点化や実施体制の整備、国際協力の実施、倫理規程の整備等に反映され、
研究開発の効果的な実施に寄与しているため。
（平成２１年度予算概算要求額：4,789百万円〔平成20年度予算額：4,101百万円〕）

③XI
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※　実績評価書については、平成２０年８月２８日付けで総務省あて送付している。

※　政策評価結果の平成２１年度予算概算要求等への反映内容欄のうち、予算に係るものについては、政策増減によらない額の増減等を含むものがある。

－ 1
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XI － 2 ○予算要求
・評価結果を踏まえ、厚生労働行政にとって真に必要な研究を厳選すること、また、評価による研究成果の施
策への適切な反映の観点から、引き続き、各種指針を踏まえた評価体制の構築と適切な評価の実施を図るこ
ととし、そのために必要な予算を要求することとした。
（平成２１年度予算概算要求額：５３百万円〔平成20年度予算額：５３百万円〕）

厚生労働科学研究事業の
適正かつ効果的な実施を確
保すること

③（施策の概要）
 厚生労働科学研究の振興を促し、もって、保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等厚生労働行政施策の科
学的な推進を確保し、技術水準の向上を図る。

（現状分析（施策の必要性））
　厚生労働科学研究では、厚生労働行政施策の適切妥当な科学的根拠の形成に資する幅広い研究を実施してい
るところである。近年は特に、健康安心の推進、先端医療の実現、及び健康安全の確保に資する研究を推進して
おり、具体的な事例として、がんの革新的予防・診断・治療法の開発に関する研究や、生活習慣病の一次予防か
ら診断・治療までを網羅し、体系的な生活習慣病対策の推進に関する研究等を実施しているところである。した
がって、厚生労働省が実施する重要な施策の展開のため、厚生労働科学研究の適切かつ効率的な実施を確保す
ることが必要となっている。

（有効性）
　各研究事業の評価委員会については、「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（平成17年８月25日厚
生科学課長決定。以下「指針」という。）に基づいて各事業毎に年１回以上開催している。研究評価には、研究開発
課題の採択に関する事前評価、研究の進捗を評価する中間評価、研究が適切に行われたか等を評価する事後評
価がある。事前評価では、厚生労働行政にとって真に必要な研究開発課題を厳選することにより効果的な資金配
分に寄与し、中間評価では、研究成果が施策に反映されるように研究の進め方に適切な助言等を行い、事後評価
では、研究の達成・未達成の確認、以後の評価での活用、以後の研究事業の企画・実施への活用など、評価委員
会の評価を通じ、各研究事業の有効な実施が図られている。

（効率性）
　各研究事業の評価委員会においては、各分野の委員（学識経験者等）が最新の知見に照らして評価を行い、そ
の結果に基づいて研究費が配分されている。また、中間評価では当初の計画通り研究が進行しているか否か到達
度評価を実施しており、必要な場合は研究計画の変更・中止が決定されるため、研究費の効率的な運用に寄与し
ている。

（総合的な評価）
　各研究事業の適正かつ効果的な実施には、各種指針を踏まえた評価体制の構築と適切な評価の実施が不可欠
である。上記のとおり各研究事業で年１回以上評価委員会が開催され適切な評価が行われていることにより、各
研究事業の適切かつ効果的な実施が図られていると評価できる。

(評価結果の分類）
　施策目標を継続（見直しを行わず引き続き実施）

－
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＜継続事業に関する事業評価書（事後）＞

　概算要求への反映欄、機構・定員要求への反映欄の記号については、以下の通り。

〔概算要求への反映〕

　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

〔機構・定員要求への反映〕
　評価結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

【政策評価結果の平成21年度予算概算要求等への反映内容】
概算要求
への反映

機構・定
員要求へ
の反映

政策評価の結果の概要

政策評価の結果の政策への反映状況

－○

政策（事業）の名称

（事業の概要）
　緊急事態発生時に迅速に災害派遣医療チームを出動させる体制の整備を確保し、これまで以上に充実した救護
活動ができるよう研修体制を整備するもの

（有効性の評価）
　災害発生時には、被災地域内の病院では診療機能が低下する上、被災患者が多数来院することから、重症患者
に対して救急医療の提供が困難となる。
　この場合、被災地域外の災害派遣医療チーム（DMAT）研修を受けたDMATが病院支援を行うことで、重症患者
は被災地域外へ後方搬送し機能の整った病院で高度な医療を提供することにより救命につながることになる。
　平成１９年７月の新潟県中越沖地震では、１５都県の３９病院４２チームが出動し、刈羽郡総合病院から重症患者
をドクターヘリ等で被災地外の病院へ搬送するなど救命に寄与し、DMAT活動は高く評価されたところである。

（効率性の評価）
　DMATは、平成１９年度末現在全国で４４１チーム養成したところであり、平成１９年７月の新潟県中越沖地震では
４２チーム、平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震では３６チームが出動し、病院支援活動等には支障が無かったと
ころである。
　また、毎年１０回（１回２０チーム程度）以上の研修会を開催した結果、事前評価実施時における目標は達成した
ところである。

№

○　予算要求
　評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
（平成２１年度予算概算要求額：67百万円〔平成２０年度予算額：６７百万円〕）

災害派遣医療チーム（DMAT）研修事業（Ⅰ
－１－１）

42
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○ －

－ －

（事業の概要）
 市区町村の要望等を勘案し、公共職業安定所と市区町村が共同で運営する地域職業相談室を設置し、市区町村
独自の相談・情報提供業務と連携した職業相談・職業紹介を行うことにより、一層、求職者の再就職の促進を図る
こととする。地域職業相談室では次のようなサービスを実施する。
（１）市区町村庁舎等を活用し、インターネットによる各種情報、求人自己検索端末装置を活用した求人情報の提
供、求人の受理及び職業紹介を行う。
（２）ハローワークインターネットサービスの閲覧や求人自己検索装置の設置を行い、より多くの求人情報の提供を
図る。

（有効性の評価）
　公共職業安定所と市区町村との共同・連携した職業紹介等のサービス提供を求職者に身近な場所に開設された
地域職業相談室で行うことにより、求職者の利便性の向上や効率的な就職活動につながり、目標以上の再就職が
実現される結果となっている。

（効率性の評価）
　求職者の利便性も考慮し、公共職業安定所と市区町村との共同・連携した職業紹介等のサービス提供を行うた
めに、公共職業安定所と市区町村が共同で運営する施設を設置するために、既存の施設や市区町村庁舎等を活
用するなど、効率的に事業を実施している。

（事業の概要）
   雇用機会が少ない等の地域において、雇用創造に自発的に取り組む市町村等が提案した、雇用機会の創出、
能力開発、情報提供・相談等の事業の中から、コンテスト方式により雇用創造効果が高いものを選抜し、当該市町
村等に対しその事業の実施を委託する。

（有効性の評価）
  アウトカム目標として設定した事業利用企業等における雇入数、事業利用求職者等の就職件数、アウトプット目
標として設定した事業利用企業等の数、事業利用求職者等の数の全てを達成しており、有効な施策であったと考
えられる。

（効率性の評価）
　地域の雇用失業情勢は、それぞれの地域が有する様々な特性に基づくものであり、各地域で効率的に雇用機会
の創出を図るためには、地域の特性や実情に精通した地域の関係者の創意工夫や発想を生かした対策を実施す
ることが必要である。本事業は、これらの趣旨を踏まえ、地域の関係者より事業に提案を受け付け、そのうちの雇
用創造効果の高い事業の実施を委託するものであり、効率的な施策であったと考えられる。

○予算要求
　評価結果を踏まえ、下記のとおり概算要求等へ反映することとした。
（廃止）
・地域職業相談室の体制整備について
（平成20年度予算額：1,174百万円]）

（新規）
・ふるさとハローワーク推進事業（仮称）
（平成21年度予算概算要求額：2,740百万円）

44

地域職業相談室の体制整備について（Ⅳ
－１－１）

地域提案型雇用創造促進事業（パッケージ
事業）（Ⅳ－２－１）

43

○予算要求
　基金事業として実施していたため、従来から予算要求はしていない。
（平成19年度末時点において、新規募集は既に終了しており、現在は支給に係る事務のみを実施。）
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46

（事業の概要）
　大学間・学生間の格差の拡大が認められる大学等卒業者の就職環境を踏まえ、大学等就職担当職員の技能向
上を図るためのマニュアル開発、講習等の支援を新たに実施するとともに、学生職業総合支援センターシステムの
強化等により、未内定学生と未充足求人のマッチングの促進を図るため、以下のとおり実施する。
　ア　大学就職支援機能サポート事業の実施
　イ　大卒未充足求人を活用した未内定学生に対するマッチング促進策
　ウ　大学生の就職・採用選考活動のあり方に係る検討会議の開催

（有効性の評価）
　大学生の就職支援の中心となる大学の就職指導担当者等を対象とした就職指導担当者セミナーの開催やマ
ニュアルの提供等の支援を行うことで、大学独自の就職セミナーの開催やキャリアカウンセリングをはじめ、低学
年からの職業意識啓発・未内定学生に対するサポートの強化が図られるなど、各大学において学生に対する就職
支援体制が整備された。
　その結果、大卒就職者の就職率の上昇、及び就職も進学もしない無業者の割合の低下等、就職状況に改善が
見られており、本事業が有効であったと評価できる。

（効率性の評価）
　本事業を推進する中でハローワークの有するノウハウが普及し、主体的な就職支援を実施できる大学が増加す
ることに伴い、予算の見直しを行うことによって効率的に事業を実施している。

○予算要求
　評価結果を踏まえ、大学及び大学生に対する就職支援の強化事業を引き続き推進することとした。
（平成21年度予算概算要求額： 29 百万円[平成20年度予算額：　33百万円]）

○ －

45

－○予算要求
　評価結果を踏まえ、キャリア探索プログラム等による職業意識啓発の推進事業を引き続き推進することとし
た。
（平成21年度予算概算要求額： 78百万円[平成20年度予算額：　72百万円]）

○（事業の概要）
　公共職業安定所が産業界と連携し学校において実施している、キャリア探索プログラム、ジュニアインターンシッ
プ等中高校生等を対象とした職業意識形成支援事業について、対象校の拡大、職場体験活動に係るコーディネー
ト機能の充実等拡充を図るため、以下のとおり実施する。
　ア　企業人等の講師派遣等による学校内での職業指導の拡充
　イ　職場体験活動等の拡充
（有効性の評価）
　近年、未内定のまま学校を卒業する者、及びフリーターの数が減少し、離職率についても、在学中における職業
意識形成の成果と密接な関係があると考えられる就職後１年目の状況に改善傾向が見られるところである。このこ
とは、本事業の実施によって、在学中の早期から働くことの意義、職場のルール、仕事の実態等に対する理解を深
め、適性に即した職業選択・就職の実現と早期離職による失業、フリーター・ニート化の防止が図られたこと等の効
果が大きいと評価できる。

（効率性の評価）
　本事業は、地域の産業・企業において働く者等の協力を得ることにより、具体的な職業理解を促すことができるた
め、費用的にも効率的である。
　また、参加生徒数の実績を見ると、予算を縮小しているにもかかわらず、平成17年度以降40万人超で推移してお
り、未内定卒業者数、フリーター数ともに減少を続けていることから、効率的な運用がなされているものと評価でき
る。

キャリア探索プログラム等による職業意識
啓発の推進（Ⅳ－３－１）

大学及び大学生に対する就職支援の強化
（Ⅳ－３ー１）
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（事業の概要）
①若年者ものづくり人材育成促進事業
　ものづくり技能の魅力を啓発し新時代に適合した若年ものづくり人材を育成するため、「2007年ユニバーサル技
能五輪国際大会」を契機とした若年技能者の育成のための各種事業により若者の職業意識やものづくり技能尊重
の気運を高める。
　・　技能五輪国際大会出場選手に対する強化訓練の実施
　・　企業の工場・訓練校、公共職業能力開発施設等の開放促進等によるものづくり体験の促進
　・　高度熟練技能者を活用した若年者等のものづくり人材育成支援

②「ものづくり立国」の社会的基盤の整備
　「ものづくり立国」推進のため、「2007年ユニバーサル技能五輪国際大会」を活用しつつ、ものづくり技能の魅力を
若者をはじめ国民各層へ周知し技能尊重気運の醸成を図り、ひいては、若者の就労促進を図る。
　・　世界技能シンポジウム等の開催
　・　ものづくり情報広報サイト等を活用した啓発・広報

（有効性の評価）
   シンポジウムやホームページ等によるものづくり情報の発信は、若年者をはじめ広く国民がものづくり技能に関
心や理解を示す社会的素地を形成する契機となり、一方、「ものづくり体験教室や若年者ものづくり競技大会の開
催」「技能五輪国際大会の選手強化」といった若年者を対象としたものづくり人材の育成の取組は、技能を習得し
たいという若年者のニーズに応え、ものづくり産業への入職の促進等に繋がるものである。
　この２つの取組は、我が国の「ものづくり立国」としての推進上、重要な２つの柱と位置付けられるものであった。
　平成19年11月に開催された「2007年ユニバーサル技能五輪国際大会」は、国家的プロジェクトとしても位置付け
られながら、この２つの柱の中に重要な核として組み込まれたが、多くの来場者とともに、日本選手が好成績を収
めるなど、本事業の成果が発現するものとなった。

（効率性の評価）
　17年度から実施されている本事業は、３年目が一つの節目であったが、2007年問題を背景としながら、同年に開
催された「2007年ユニバーサル技能五輪国際大会」を、本事業推進上の”大きな山”と位置付け、大会との相乗効
果が図られたことにより効率性は高かったものと評価する。

ものづくり立国の推進（Ⅴ－３－１） －○○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求において所要の予算を要求する。
（平成21年度予算概算要求額：535百万円〔平成20年度予算額：788百万円〕）

47
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48

（事業の概要）
　小規模作業所に対し、新たな施設類型への円滑な移行のために必要な知識等の修得、及び人材育成・資質向
上のための研修事業の実施等を行う。

（有効性の評価）
　小規模作業所の新体系への移行率は、平成18年10月時点で12.9％、平成19年10月時点で43.7％と着実に進ん
でおり、当該効果は、他の規制緩和等の施策とあいまって本事業の効果が現出したものであると考えられる。

（効率性の評価）
・　小規模作業所の新体系への移行を促すことにより、既存の資源を活用して、より安定的で質の高いサービスを
提供できる事業所を創出することにつながることから、特に全国的に不足する障害福祉サービスの基盤を強化す
ることが喫緊の課題となる中にあって、このようなサービス基盤の整備の観点からも本事業は効率的であると考え
られる。
・　さらに、本事業による小規模作業所の安定的かつ本格的なサービスの提供を通じて、障害者の就労等による自
立を促すことになるため、社会全体にとっても効果的であると考えられる。

○予算要求
　本事業は平成17年度限りで廃止しており、今後は、新体系への移行を進めるため、引き続き既に講じている
規制緩和施策の効果を見定めるとともに、「障害者自立支援法円滑施行特別対策」において実施している小規
模作業所等の新体系への移行促進策を着実に実施する。

－ －

49

（事業の概要）
　在宅の重度障害者を対象にITを活用した企業からの仕事の発注・分配等を行う在宅就労事業者（バーチャル工
房）に対して補助を行うとともに、工房を利用する障害者の技術指導等にかかる支援を実施する。

（有効性の評価）
　平成17年度の重度障害者在宅就労促進特別事業の利用者は１３９人であったが、平成18年度は２９４人と増加
しており、在宅就労障害者の就業機会は着実に確保されていると評価できる。

（効率性の評価）
　就業の機会を得ることができなかった通勤の困難な在宅の重度障害者にとって、在宅就労の場を拡大すること
は喫緊の課題であったが、本事業により、従来就労が困難であるとされてきた重度障害者が労働者として働くこと
が可能となり、ひいては本人の経済的な自立にもつながることから、効率性においても高く評価できる。なお、本事
業は平成17年度に廃止となったが、事業の趣旨は、障害者自立支援法に規定する地域生活支援事業に引き継が
れているところである。

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求を行った。
　（障害者自立支援法に規定する地域生活支援事業の概算要求額）
　（平成２１年度予算概算要求額：45,000百万円〔平成20年度予算額：40,000百万円〕）

○ －

50

（事業の概要）
　発達障害者の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫した支援を行うため、全ての都道府
県・指定都市に発達障害支援の検討委員会を設置するとともに、各都道府県・指定都市の管内にある障害保健福
祉圏域のうちの一つにおいて個別支援計画の作成や発達支援等、支援体制の整備を実施する。

（有効性の評価）
　平成１７年度の個別支援計画の作成件数は８２件であったが、平成１８年度においては３５６件と増加しており、ま
たこの数値はモデル的に実施した障害福祉圏域での集計数のため、管内全体の障害福祉圏域に波及している地
域においては、さらに件数は増加していると考えられ、個別支援計画の作成を含めた支援体制の整備は着実に進
んできていると評価できる。

（効率性の評価）
　各自治体からの報告によれば、障害福祉圏域で実施したモデルを管内の障害福祉圏域に波及した地域も多く、
具体的には保育所や幼稚園の巡回指導の実施や発達障害者支援センターとの連携、管内全体での個別支援計
画の作成等、支援体制の整備は進んできており、効率性の面からも評価できる。

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　（平成21年度予算概算要求額：249百万円〔平成20年度予算額：210百万円〕）

○ －

重度障害者在宅就労促進特別事業（Ⅷ－１
－１）

地域活動支援センター機能強化事業（小規
模作業所への支援の充実強化事業）（Ⅷ－
１－１）

発達障害者支援体制整備事業（Ⅷ－１－
１）
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51

（事業の概要）
　日中、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、学校の空き教室等において、障害者等に活動の場を提供
し、見守り及び社会に適用するための訓練等を行う。

（有効性の評価）
・　これまで障害のある中高生の預かり等を行うサービスの基盤整備がなされていなかったが、本事業により、障
害のある中高生の放課後や夏休みなどの長期休暇中に活動する場所を身近なところに確保することが可能とな
り、平成17年度においては約13万人を対象に事業を実施した。
・　地域生活支援事業の「日中一時支援事業」として引き継がれた後にあっても、当該事業の実施市町村数は平成
18年度の1,397市町村から平成19年度の1,508市町村（速報値）に増加していることにかんがみれば、本事業に対
するニーズは依然として高く、本事業の有効性を示すものであると考える。
　
（効率性の評価）
・　障害のある中高生の預かり等を行うサービスの基盤整備に対するニーズは高い一方で、障害のある中高生が
活用できる一般施策はほとんどなかったため、本事業の創設による政策効果は高いと評価できる。
・　本事業により、障害のある中高生の放課後や夏休みなどの長期休暇中に活動する場所を身近に確保すること
が可能となった。
・　また、本事業は障害者自立支援法の施行に伴い「日中一時支援事業」に引き継がれたことにより、地域の特性
や利用者の状況に応じて市町村の判断により地域の実情に応じて実施することができるようになったことから、よ
り柔軟な形態で事業を効率的・効果的に実施することが可能となっている。

○予算要求
　地域生活支援事業については、自治体の裁量が最大限に発揮することができるものであることから、効率
的・効果的な事例を示すなどにより、適切に事業が展開されるよう促すとともに、平成２１年度予算概算要求に
おいて所要の予算を要求する。
　（平成21年度予算概算要求額：45,000百万円〔平成20年度予算額：40,000百万円〕

○ －

○予算要求
　評価結果を踏まえ、「女性の健康支援対策事業費」について平成21年度予算概算要求を行った。
　（平成２１年度予算概算要求額：１５０百万円の内数（平成２０年度予算額：115百万円〕）
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日中一時支援事業（障害児タイムケア事
業）（Ⅷ－１－１）

－○女性のがん緊急対策：女性のがん検診及
び骨粗鬆症啓発普及等事業費（女性のが
ん検診に関する普及啓発推進事業費、骨
粗鬆症啓発普及等事業費）（Ⅸ－３－１）

（事業の概要）
　市町村が実施する「乳がん検診」及び「子宮がん検診」について、受診率の向上及び死亡率減少効果のある検
診を推進するため、適齢層への啓発活動を展開するとともに、休日や夜間等における検診の利便性の向上等を通
じた受診率向上のための啓発事業等を行い、女性の健康支援対策を推進する。
　また、寝たきり原因の第１位が脳卒中、第２位が老衰、第３位が骨折であり、骨粗鬆症は高齢社会が抱える問題
の一つとなっている。その検診を行うことは、高齢期において寝たきりとなることを予防し、ひいては要介護状態と
ならないことにつながるものであることから、高齢者に対し検診の受診を勧奨するための啓発普及事業を展開す
る。また、骨粗鬆症予防は、骨の成長過程で対策を実施する必要があるため、若年者に対しての啓発事業につい
ても実施するものである。

（有効性の評価）
　乳がん検診受診者数・乳がん患者発見数、骨粗鬆症検診受診者数・骨粗鬆症検診要精検者数は、基本的には、
目標達成率が１００％を超えるとともに、その数も増加してきている。また、子宮がん検診についても、一定の目標
達成率を達成しているといえる。
　したがって、本事業による啓発活動への補助を通じて、検診受診者数・患者発見者数等が増大することにより、
がんによる死亡者数の減少や、高齢期における骨折による要介護者の増加の抑制といった効果が生じたと考えら
れるところであり、本事業は有効であると評価できる。

（効率性の評価）
　乳がん検診受診者数・乳がん患者発見数、骨粗鬆症検診受診者数・骨粗鬆症検診要精検者数は、基本的には、
目標達成率が１００％を超えるとともに、その数も増加してきている。また、子宮がん検診についても、一定の目標
達成率を達成しているといえる。
　したがって、本事業による啓発活動への補助を通じて、検診受診者数・患者発見者数等が増大することにより、
がんによる死亡者数の減少や、高齢期における骨折による要介護者の増加の抑制といった効果が生じたと考えら
れることから、補助に見合う効果が得られたものと考えられるところであり、本事業は効率性を有するものであると
評価できる。
　また、都道府県においては、市町村及び任意団体と連携して乳がん検診、子宮がん検診の適齢層への啓発活動
を効果的に行うなど、効率的な取組が実施されている。
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※　継続事業に関する事業評価書については、平成２０年８月２８日付けで総務省あて送付している。

（事業の概要）
　国民が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、市区町村が地域の実情に合わせて裁量や自主性を生
かしながら介護サービス基盤等を整備することや、介護療養病床の老人保健施設等への円滑な転換を本事業に
おいて支援する。

（有効性の評価）
　全サービスの利用者に占める地域密着型サービスの割合が、本交付金制度開始当初に比べ増加傾向にあるこ
と等から、市区町村が地域の実情・ニーズを踏まえ策定した整備計画に基づき本交付金を活用することによって、
基盤整備が着実に図られていると考えられ、本交付金が有効であると評価できる。
　また、当該指標のうち「介護サービス利用者数に対する地域密着型サービス利用者数の割合」については、１割
以下の水準にとどまっているものの、介護サービス全体の供給量が増加している中で一定の伸びを示しているも
のと評価できる。

（効率性の評価）
（１）手段の適正性
　従来の施設種別ごとの補助金制度に比べ、市区町村が策定した整備計画に対する交付金制度としたことで、事
務手続きの簡素化につながり、また市区町村の負担割合の設定を地域の実情に合わせて設定することが可能と
なり、自主性・独創性を生かした弾力的な執行が行われているものと考えられる。
（２）費用と効果の関係に関する評価
　市区町村が、地域の実情に応じ、サービス基盤の整備計画を策定することで、地域住民のニーズに応じた効率
的かつ重点的な基盤整備を進めることができていると考えられる。
　また、本交付金のうち地域介護・福祉空間推進交付金において、事業立ち上げ時の備品購入費や人件費などの
事業運営に関する経費も交付金の対象範囲とすることにより、地域密着型サービス事業所の新規参入がスムーズ
に行われていると考えられる。

○ －○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成21年度予算概算要求を行った。
　（平成21年度予算概算要求額：40,000百万円〔平成20年度予算額：41,200百万円〕）

53

地域介護・福祉空間設備等施設整備交付
金（Ⅸ－３－２）
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＜成果重視事業に関する事業評価書（事後）＞

　概算要求への反映欄、機構・定員要求への反映欄の記号については、以下の通り。

〔概算要求への反映〕

　評価結果を踏まえ、平成２１年度予算概算要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

〔機構・定員要求への反映〕
　評価結果を踏まえ、機構・定員要求への反映を行った場合には「○」を、そうでない場合には「－」を付した。

【政策評価結果の平成20年度予算概算要求等への反映内容】
概算要求
への反映

機構・定
員要求へ
の反映

54

（事業の概要）
   生活習慣病の主要因である国民の生活習慣の改善を行うためには、必要な情報提供や継続的専門指導の実
施プログラムなどが不可欠であるため、科学的知見に基づく正しい情報の発信、保健師等の専門家の個別指導が
受けられる双方向対話型プログラムの開発を行う事業である。

（評価結果の概要）
   インターネット等を活用して、①科学的知見に基づく正しい情報の発信、②自ら生活習慣の改善を行うことを支援
するプログラムの開発、③保健師等専門家の個別指導が受けられる双方向対話型プログラムの運用を平成20年
度から行う。
   当該事業を国が行うことは、医療関係機関等の科学的知見に基づく正しい情報の共有化が図れるため効率的
である。
   また、生活習慣の行動変容に基づくシステムをインターネットを通じて利用することにより、国民自ら健康管理を
行うことが可能となるため有効である。

本事業は、平成17年度から平成19年度でシステムの構築を行うものであり、平成21年度は予算要求していな
い。

－ －

55

（事業の概要）
（１）マンモグラフィ緊急整備事業
　各自治体におけるマンモグラフィの導入状況・計画を踏まえた上で、必要なマンモグラフィの機器整備のための
補助を行う。
（２）マンモグラフィ撮影技師及び読影医師養成研修
　マンモグラフィの機器整備に伴い、撮影技師及び読影医師を養成するための研修を行う。

（評価結果の概要）
   平成１８年度地域保健・老人保健事業報告によれば、市町村におけるマンモグラフィによる乳がん検診の受診者
数は約163万人と増加しており、また、乳がんによる死亡者数を減少させるために最も効果がある早期発見に関す
る指標である発見がん患者数は4,529人と目標を大きく上回っていることから、平成18年度は、当該事業について
十分に評価できる。
   なお、平成１９年度の数値は集計中であり、平成２１年３月に公表予定である。

本事業は、平成17・18年度にマンモグラフィを緊急的に整備する費用に対して国庫補助を行うものであり、平成
19・20・21年度は予算要求していない。

－ －

健康増進総合支援システム事業（Ⅰ－１１
－２）

マンモグラフィ緊急整備事業（Ⅸ－３－１）

政策評価の結果の政策への反映状況

№ 政策（事業）の名称 政策評価の結果の概要
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56

（事業の概要）
   平成１６年３月に策定された「共通システムの見直し方針」に基づき、府省内ネットワークの集約化・共用化を実
施し、府省内のＬＡＮで運用する電子メールシステム、電子掲示板等の基本システムを統一化するとともに、ＬＡＮ
の運用管理業務の集中化を図るものである。

（総合的な評価）
   最適化実施により、これまで別に調達していたインターネット回線を中核的ＬＡＮシステムの更改（２００５年７月）
と一括して調達したところ、予定していたとおり、年間２２,８００千円が経費削減され、また、中核的ＬＡＮシステムの
更改を実施することにより、運用等に職員が費やす年間約２,２５０時間の削減となり、目標値を達成したと評価でき
る。

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成21年度予算要求において所要の予算を要求する。
（継続）
　・厚生労働省ネットワーク（共通システム）最適化事業
　　（平成21年度予算概算要求額：132百万円［平成20年度予算額：165百万円］）

○ －厚生労働省ネットワーク（共通システム）最
適化事業（ⅩⅡ－１－１）

57

○ －職業安定行政関係業務の業務・システム最
適化事業（XII－１－１）

（事業の概要）
   職業安定行政関係業務の業務・システム最適化にあたっては、「予算効率の高い簡素な政府の実現」を目標と
して、「利用者の利便性の維持・向上」、「業務の効率化・合理化」、「安全性・信頼性の確保」及び「経費削減」の４
つを基本理念として、以下を実施する。
【実施施策（主なもの）】
１ 利用者（国民、事業主）の利便性の向上
   事業主等の事務手続にかかる負担軽減、利用者向けの求人情報提供サービスの向上を図る。
２ 業務の処理の効率化・合理化
   職業安定行政関係業務においては、利用者と対面で行う業務が根幹となることから、　失業の認定、職業相談・
職業紹介、事業主指導等に十分に時間をかけて対応できる体制の確保を図る。
３ システム機能の統廃合・システム構成の見直し
   これまで別のシステムとして構築・運用されてきた総合的雇用情報システム、雇用保険トータル・システム等につ
いては、「職業安定行政関係システム（仮称）」として一体化する。
４ 安全性・信頼性の確保
   職業安定行政関係業務が大量の企業情報、個人情報を扱う業務であることを考慮して、セキュリティの確保等に
万全を期す。
５ 調達における透明性の確保
   システムの調達や契約に関する透明性や公平性の向上を推進する。
６ 業務・システム最適化計画の実施に向けた体制の整備
   ＩＴガバナンスの強化とＰＤＣＡサイクルの確立

（評価結果の概要）
１ 削減経費
   平成１９（２００７）年度においては、最適化の効果は発現しない。
２ 削減業務処理時間
   平成１９（２００７）年度においては、最適化の効果は発現しない。
３ オンライン申請利用率
   促進策の推進を行ってきたが、目標率達成には至らなかった。

○予算要求
　評価結果を踏まえ、平成21年度予算要求において所要の予算を要求する。

（継続）
・職業安定行政関係業務の業務・システムの最適化実施に必要な事業
　　（平成21年度予算概算要求額：28,350百万円[平成20年度予算額：11,365百万円]）
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59

（事業の概要）
１ 相談業務の効率化のための対応
（１） 府省共通業務・システムである「苦情・相談対応業務」の業務・システムの最適化の動向を踏まえ、府省共通
業務・システムを積極的に活用する。
（２） 労働相談窓口支援システムを構築する。
（３） 録音音声等で対応する機能や、インターネットを利用したホームページの画面案内（ＦＡＱの掲載等）により３６
５日２４時間対応が可能なシステムを構築する。
２ 免許管理業務の集中化等
   免許管理業務の集中化を行い、免許証の作成を自動化する。
３ 手作業業務のシステム化
   労働基準関係法令違反の申告に対する申告処理業務、未払賃金立替払業務、特定機械管理等業務などの手
作業業務をシステム化する。

（評価結果の概要）
１ 削減経費
   平成１９（２００７）年度においては、最適化の効果は発現しない。
２ 削減業務処理時間
   平成１９（２００７）年度においては、最適化の効果は発現しない。
３ オンライン申請
   利用促進策を推進した結果、利用率が前年度に比べ概ね向上したが、目標値達成には至らなかった。

○予算要求
平成21年度予算については、国庫債務負担行為等に基づき、所要の予算を要求する。

（継続）
・労働基準行政システムの最適化実施に必要な経費
　（平成21年度予算概算要求額4,518百万円［平成20年度予算額4,494百万円］）

○ －

監督・安全衛生等業務の業務・システム最
適化事業（ⅩⅡ－１－１）

－○○予算要求
平成21年度予算については、国庫債務負担行為等に基づき、所要の予算を要求する。

（継続）
・労災行政情報管理システムの最適化実施に必要な経費
　（平成21年度予算概算要求額4,354百万円［平成20年度予算額4,680百万円］）

58

労災保険給付業務の業務・システム最適化
事業（ⅩⅡ－１－１）

（事業の概要）
１ 労災保険給付における本省払いへの集約化
   労災保険の給付事務のうち、都道府県労働局及び労働基準監督署において行っている支払事務を本省に集中
化する。
２ システム化による業務効率化
   次の業務をシステム化することにより業務の効率化を図る。
 ① 労災保険特別加入に係る承認・給付業務
 ② 第三者行為災害における求償業務
 ③ 義肢等の支給業務
 ④ 各種統計の集計業務
 ⑤ 認定等の支援業務
３ メインフレームのオープン化
   メインフレームを廃止してオープン化するとともに、標準技術を採用した汎用製品等を利用することで、柔軟性・
拡張性の高いシステムとする。
４ 他のシステムとの連携強化
   他のシステムとの連携を強化し、基礎年金番号を利用しての支給調整等の業務を適正かつ迅速に行う。

（評価結果の概要）
１ 削減経費
   平成１９（２００７）年度においては、最適化の効果は発現しない。
２ 削減業務処理時間
   平成１９（２００７）年度においては、最適化の効果は発現しない。
３ オンライン申請
   利用促進策を推進した結果、利用率が前年度に比べ概ね向上したが、目標値達成には至らなかった。
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※　成果重視事業に関する事業評価書については、平成２０年８月２８日付けで総務省あて送付している。

○予算要求
平成21年度予算については、国庫債務負担行為等に基づき、所要の予算を要求する。

（継続）
・労働保険適用徴収システムの最適化実施に必要な経費
　（平成21年度予算概算要求額5,859百万円［平成20年度予算額1,836百万円］）

○労働保険適用徴収業務の業務・システム最
適化事業（ⅩⅡ－１－１）

（事業の概要）
１ 労働・社会保険関係手続のワンストップ化
   労働保険適用徴収関係手続について、事業設立や廃止等の同一契機に行う手続を中心に、これまで都道府県
労働局、労働基準監督署又は公共職業安定所で受け付けていた届出等をいずれか一カ所で受け付けることを可
能とするワンストップ化を図り、事業主等の利便性の向上を図る。
   また、事業場を特定する番号について、雇用保険給付に係るシステムで用いている番号との統一化による同シ
ステムとのデータの共用化を行う。さらに、社会保険との事業場（事業所）コードの共通化に向けた検討を進めると
ともに、法人コードを記録することを検討する。
２ 都道府県を越える所在地変更時における届出等の簡素化
   都道府県を越える事業場所在地の変更時に、移転元及び移転先の都道府県労働局等で必要であった確定保
険料の申告等の手続を不要とし、移転先の都道府県労働局等への手続のみで可能とすることにより、事業主等の
申告書作成に係る作業量の軽減及び複数窓口への提出作業等の削減を図る。
３ 申告書等の書類管理のシステム化
   年度更新申告書等をスキャナ等で電子画像化し、受付状況と併せてシステムで管理することで、検索を容易に
し、事業主等からの問い合わせ対応等に係わる業務の合理化及び未申告事業場の管理の効率化を図る。
４ 問い合わせ対応業務等の外部委託化
   従来、都道府県労働局、労働基準監督署、公共職業安定所等において行っていた事業主等からの問い合わせ
や帳票提供依頼への対応について、外部委託により運営を行う「集中事務処理センター（仮称）」にて、集中的か
つ効率的に対応する。
５ 電子申請システムの見直しによる事業主等の電子申請時の負担の軽減等による電子申請の利用促進
   府省共通業務・システムである「行政情報の電子的提供業務及び電子申請等受付業務」の最適化計画に沿って
整備されるｅ－Ｇｏｖ（電子政府の総合窓口）に電子申請の窓口機能を統合し、電子申請の利用者の端末の多様化
（多様なオペレーティングシステムが利用可能となる）、Ｗｅｂ化（プログラムのダウンロード等を不要となる）、仕様
の公開（事業主や労働保険事務組合等が利用している各種データを活用して電子申請を行うことが可能となる）及
び電子申請の操作の共通化等を実現することにより、事業主等の電子申請に係る負担が軽減される。
   また、申請書等の作成および提出代行を行う社会保険労務士からの年度更新申告について、事業主の電子署
名を不要とする方式を活用することにより、社会保険労務士の電子申請の利用促進を図る。
６ 届出書類作成支援機能の提供
   従来、読み取り装置の関係で指定用紙であった届出様式を、事業主等がパソコンで普通用紙を用いて作成し、
届出を可能とする機能をインターネットで提供することにより、事業主等が行う届出書類作成業務の簡素化を図
る。
７ メインフレームのオープン化
   再構築によりメインフレームをオープン化することにより、運用コスト及び調達コストの削減を図る。

（総合的な評価）
１ 削減経費
   ２００７（平成１９）年度においては、最適化の効果は発現しない。
２ 削減業務処理時間
   ２００７（平成１９）年度においては、最適化の効果は発現しない。
３ オンライン申請
   利用促進策を推進した結果、利用率が前年度に比べ概ね向上したが、目標値達成には至らなかった。

－
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＜個別公共事業に関する事業評価（再評価）＞

※　個別公共事業に関する事業評価（再評価）書については、平成20年４月１４日付けで総務省あて送付している。

評価結果を踏まえ、2地区を継続する。

政策評価の結果の政策への反映状況

水道水源開発等施設整備事業

事業名 政策評価の結果の概要

   必要性、効率性、有効性等の観点から総合的に評価を行った。
   評価の対象となる７３地区について評価を実施したところ、中止とした地区が３地区、継続すべきとした地区が７
０地区となった。

評価結果を踏まえ、45地区を継続し、3地区を中止する。

(中止)
・福島県
　事業者名：県中地域水道用水供給企業団
　事業名：水道水源開発施設整備費
　総事業費：7,070,000千円
　水需要の減少に伴い、既存水源を活用することにより、水源確保が可能となったためである。

・千葉県
　事業者名：南房総広域水道企業団
　事業名：水道水源開発施設整備費、特定広域化施設整備費
　総事業費：64,318,971千円
　市町村合併等により、効率的な水運用が可能になったことに伴い、既存水源での対応が可能となったためである。

・千葉県
　事業者名：東総広域水道企業団
　事業名：水道水源開発整備費
　総事業費：760,000千円
　水需要の減少に伴い、既存水源を活用することにより、水源確保が可能となったためである。

計７３地区のうち、７０地区を継続し、３地区を中止する。

評価結果を踏まえ、23地区を継続する。

水道水源開発施設整備事業

簡易水道等施設整備事業
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＜研究事業に関する事業評価（事後評価）＞

計515件につき、今後同種の政策の企画立案や次期研究開発課題の実施に際し反映する予定である。

※　研究事業に関する事業評価書（事後評価）については、平成20年8月29日付けで総務省あて送付している。

　研究成果は学術誌に掲載されているとともに、行政的課題の解決に役立っている。
　行政的要請に応じて分類した４つの研究分野について、それぞれ要請されている要素を明確に整理して、それぞ
れの領域で行政的に「必要な」研究課題の公募がなされている。
　また、研究班を構成する研究者等の協力により広範な症例が収集されるなど、研究は効率的に実施されている
とともに、保健医療福祉の現場にある実践者の積極的な協力が保健医療福祉分野の現状把握と課題の解決に大
きな役割を果たしている。併せて、限られた予算の中で、必要性、緊急性が高く、予算的にも効率的な研究課題が
採択され、研究が実施されているとともに、評価方法についても適切に評価され、各研究事業の評価委員会にお
ける評価委員がその分野の最新の知見に照らした評価を行い、その結果のもとに研究費が配分されている。

政策評価の結果の概要 政策評価の結果の政策への反映状況

Ⅰ　行政政策研究分野

　１　行政政策研究（３９）

　２　厚生労働科学特別研究（３６）

Ⅱ　厚生科学基盤研究分野

　３　先端的基盤開発研究（８７）

Ⅲ　疾病・障害対策研究分野

　５　長寿科学総合研究（２０）

　１３　難治性疾患克服研究（４６）

　６　子ども家庭総合研究（１３）

　７　第３次対がん総合戦略研究（１４）

　８　循環器疾患等生活習慣病対策総合研究
（１８）

　９　障害関連研究（１７）

　１７　地域健康危機管理研究（１３）

研究分野等（研究課題数）

Ⅳ  健康安全確保総合研究分野

　１４　医療安全・医療技術評価総合研究（４８）

　１５　労働安全衛生総合研究（１９）

　１６　食品医薬品等リスク分析研究（５３）

　１０　エイズ・肝炎・新興再興感染症研究（２
７）

　１１　免疫アレルギー疾患予防・治療研究（１
４）

　１２　こころの健康科学研究（２４）

　４　臨床応用基盤研究（２７）
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